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第１章 市政概要 

 

第１章  市  勢  概  要 

 

第１節 位 置・地 勢 

 

本市は北海道西海岸のほぼ中央、後志総合振興局管内の北東端に位置し、西は余市町、南は赤井川村、南東 

は札幌市、東は石狩市と接し、北は日本海の石狩湾に面しています。 

行政区域は東西36.47㎞、南北20.39㎞と横広がりで天然の良港を有し、市域の大半は山地や丘陵地 が占 め、

平坦地が少ない地形となっています。傾斜地が多いことから「坂のまち」と呼ばれ、観光地としては「運河 とガ

ラスのまち」ともいわれ、歴史と文化が息づく詩情あふれる港まちです。 

また、石狩湾の西端にあたる海岸線（６８.６2㎞）の一部は、切り立った崖が連なり起伏に富んだ 景勝 地と 

して「ニセコ積丹小樽海岸国定公園」に指定されています。 
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第 1 章 市政概要 

 

第２節 気   象 

 

本市は日本海に面していることから、内陸部に比べ寒暖の差が小さい海洋性気候地域に属し、寒冷地 の北 海

道の中でも比較的温暖で四季の変化にも富んでいます。 

降水量は降雪の影響もあり道内主要都市の中でも比較的多くなっています。 

風は１年を通してあまり強くはなく、方向は南西からの割合が多くなっています。 

 

 気 象 デ ー タ 
 

（気象庁ホームページより）
 

 
第３節 人   口 

 

小樽市の人口は大正９年の第１回国勢調査以来、増加の一途をたどっていましたが、昭和３９年（住民登 

  録人口）の２０７,０９３人をピークに減少に転じ、現在に至っています。 

 

 

（住民基本台帳 ９月末現在） 

 

 

第４節 道 路・交 通 

 

本市における道路網は、高速自動車国道、国道５号、国道３３７号、国道３９３号及び道道小樽港線（ 臨港 線）

や道道小樽定山渓線を基幹とし、これに連絡する主要道路により構成されています。高速自動車国道は、現 在 、

余市・小樽間の工事が進められています。 

海路は、新潟、舞鶴への長距離フェリー航路など、物流の基地としても重要な役割を果たしている小樽 港を 擁

しているほか、石狩湾新港も整備されています。 

 

平成２8年 参　　　　　照　　　　　値

8.8 　　平 年 値                8.6

32.3（ 8月 30日） 　　最高記録             34.9 （平成12年8月 1日）

-9.6（ 2月 15日） 　　最低記録　　　  -18.0 （昭和29年1月24日）

1,387.0 　　平 年 値         1,232.0

63.5（ 8月 17日） 　　最高記録           161.0 （昭和37年8月 3日）

1,680.0 　　平 年 値         1,627.1

75

2.8 　　平 年 値                2.7

　　平 年 値               南西

　　 日 照 時 間 （時間）

　　 最 多 風 向

　　 平 均 気 温 （℃）

　　 最 高 気 温 （℃）

　　 最 低 気 温 （℃）

　　 年 間 雨 量 （㎜）

　　 日最大降水量（㎜）

　　 平 均 風 速 （m/s）

　　 平 均 湿 度 （％）

年　　次 人　　口 世 帯 数

２０ 年 137,120 67,859

２１ 年 135,168 67,715

２２ 年 133,168 67,394

２３ 年 131,444 67,232

２４ 年 129,947 67,158

２５ 年 127,793 66,605

２６ 年 125,540 65,981

２７ 年 123,376 65,501

２８ 年 121,268 65,001

２９ 年 119,352 64,616
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第１章 市政概要 

 

第５節 土 地 利 用 

 

本市は、海岸線に沿った平坦地を中心に市街地が形成されていますが、後背地は起伏に富み、海岸まで延び 

て、張碓、オタモイ、赤岩などの険しい崖になっているところがあります。 

市街化区域は、中央部には商業地域、その周辺に住居地域、札幌市に近い銭函地区には工業地域が配 置さ れ

ています。 

市街化調整区域は、一部農用地のほかは、大部分が森林や原野で占められています。 

都市計画区域外の土地は、ほとんど森林で占められています。 

 

土 地 利 用 面 積 

                                                                 （平成２８年度末） 

 

＜資料＞都市計画課 

 

第６節 産  業 

小樽市の産業別就業者数は商業・サービス業などの第３次産業が最も多く、その割合は約８０％にな りま す。 

 

産業別就業者数（平成２７年）             商業概況（平成２６年） 

      

 

 

工業概況（平成２６年） 

 

 
 

 

 

 

第 一 種 低 層 住居 専用 地 域

第一種中高層住居 専用 地域

第 一 種 住 居 地 域

第 二 種 住 居 地 域

近 隣 商 業 地 域

商 業 地 域

準 工 業 地 域

工 業 地 域

工 業 専 用 地 域

区　　　　　　　　分 　面　　積　（ha） 　比　　率　（％）

総 面 積 24,383 100.0

都 市 計 画 区 域 13,923 57.1

市 街 化 区 域 4,301 17.6

740 3.0

792 3.2

1,237 5.1

29 0.1

9,622 39.5

130 0.5

78 0.3

683 2.8

都 市 計 画 区 域 外 10,460 42.9

281 1.2

331 1.4

市 街 化 調 整 区 域

第 １ 次 産 業

第 ２ 次 産 業

第 ３ 次 産 業

8,909人

39,508人

710人 商 店 数

従 業 員 数

年 間 販 売 額

1,347

8,625人

  26,151,683万円

事 業 所 数

従 業 者 数

出 荷 額 等

238

7,310人

17,308,143万円

＜資料＞総務省 国勢調査 ＜資料＞経済産業省 商業統計調査 

    総務省・経済産業省「経済センサス‐活動調査 

    卸売業、小売業 産業編（市区町村表）」 

※ 飲食店は含みません。 

＜資料＞経済産業省 工業統計調査 

    総務省・経済産業省「経済センサス‐活動調査  

製造業（市区町村編）」 

※ 従業員４人以上の事業所 
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第２章 環境行政の概要 

 

第２章 環境行政の概要 

 

第１節 行 政 機 構 

 

    ○ 機構図及び事務分担 

                                                      （平成２９年４月１１ 日現 在） 
 

       生活環境部環境課 － 環境グループ 

         課長１人       事務４人（主査１人 課員３人） 

 

                ・環境に係る計画、企画及び総合調整についてのこと 

                ・大気、水質、騒音、振動及び悪臭等の調査についてのこと 

                ・公害に係る苦情処理についてのこと 

                ・特定施設を設置する工場及び事業場の指導等についてのこと 

 

なお、環境課のほか保健所生活衛生課において、衛生に関する苦情の処理及び試験検査を担当してい ます 。 

 

 

 
 

第２節 小樽市環境基本条例 

 

    環境の保全及び創造について、基本理念を定め、並びに市民、事業者及び市の責務を明らかにするとともに、環 

境の保全及び創造に関する施策の基本となる事項を定める目的から、平成２２年６月２２日に小樽市環 境基本条

例を制定しました。 

 

  

 環境基本条例（抜粋） 

（基本理念） 

第３条 環境の保全及び創造は、市民が健康で文化的な生活を営む上で必要とする良好な環境を確保 

し、これを将来の世代へ継承していくことを目的として行われなければならない。 

２ 環境の保全及び創造は、市民、事業者及び市が自らの活動と環境とのかかわりを認識し、環境へ 

の十分な配慮を行うことにより、環境への負荷が少なく、持続的に発展することができる社会を構 

築することを目的として行われなければならない。 

３ 環境の保全及び創造は、市民、事業者及び市のすべてがそれぞれの責務を自覚し、相互に協力し、 

及び連携して推進されなければならない。 

４ 地球環境保全は、人類共通の課題であり、市民、事業者及び市のすべてが自らの問題としてとら 

え、それぞれの日常生活及び事業活動において自主的かつ積極的に推進されなければならない。 
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第２章 環境行政の概要 

 

第３節 小樽市環境審議会 

 

小樽市環境基本条例に基づき環境の保全及び創造に関する基本的事項を調査審議するため、市長の附属機関とし

て、小樽市環境審議会を設置しています。 

 

小 樽 市 環 境 審 議 会 委 員 名 簿 

（平成２９年１０月１日現在） 

氏  名 所 属 役 職 名 区   分 

丹 保 好 子 北 海 道 薬 科 大 学  教 授 学 識 経 験 を 有 す る 者 

八 木 宏 樹 小 樽 商 科 大 学   教 授 同    上 

増 田 博 義 小 樽 海 上 保 安 部  次 長 関 係 行 政 機 関 の 職 員 

奥 村 裕 弥 中央水産試験場資源管理部海洋環境グループ 研究主幹 同    上 

山 口 宏 典 小 樽 警 察 署 生 活 安 全 課 長 同    上 

高 橋 英 明 環 境 科 学 研 究 セ ン タ ー  環 境 保 全 部 長 同    上 

東 出 和 子 一 般 公 募 市           民 

坂 本 惠 子 小 樽 ま ち づ く り エ ン ト リ ー 制 度 同    上 

柴 野 孝 和 小 樽 ま ち づ く り エ ン ト リ ー 制 度 同    上 

上 参 郷  光 祐 北海道中小企業家同友会  しりべし・小樽支部  支 部長  
事業者（法人にあっては、 

そ の 役 員 ） 又 は そ の 職員 

松 永 吉 弘 小樽商 工会 議所  環 境・ エネ ルギ ー副 委員長 同    上 

石 川 祥 子 ネ ッ ト ワ ー ク ・ ら ん   幹 事 民 間 団 体 の 構 成 員 

大 井 厚 夫 お た る エ コ の 会  副 会 長 同    上 

斉 藤 智 子 小 樽 消 費 者 協 会  理 事 同    上 
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第３章 現 況 と 対 策 

第１節 大 気 汚 染 

 

１ 監 視 状 況 

 

工場や事業場などから排出される煙や、自動車の排出ガスは、人体にとって有害な物質を多く含み、大気汚染や公

害の原因となっています。このため、公害防止の観点から、法令に基づき、様々な形で大気汚染防止対策が図られて

います。 

本市は、「大気汚染防止法」に基づく政令市として、大気汚染の状況を把握するため、４か所の測定局（塩谷、勝納、

銭函、駅前交差点測定局）で汚染物質の常時監視を行い、さらに 11 地点で補足的な簡易測定を実施しています。 

測定局では、測定地点のデータを遠隔操作で自動的に収集可能なテレメータシステムを導入し、一般環境大気と自

動車排出ガスの大気環境を監視しています。 

測定項目は、測定局で二酸化硫黄（SO2）、二酸化窒素（NO2）、一酸化窒素（NO）、一酸化炭素（CO）、浮遊粒子

状物質（SPM）、微小粒子状物質（PM2.5）、有害大気汚染物質（ベンゼン）、風向・風速の８項目を常時監視し、さ

らに二酸化窒素については市内 11 地点で簡易測定（TEA 法）も行っています。環境基準の設定されている項目は、

いずれも基準を達成しています。 

また、PM2.5 については、近年、大陸から飛来し健康への影響が問題となっていることから、本市では測定値に関

する情報提供をホームページ上で行っており、一定濃度を超えそうな場合には、住民に対して注意喚起を実施する体

制を整備しています。 

 

  ※ 自排とは自動車排出ガスの略称 

 
 

1 塩 谷 測 定 局 塩谷２－１０ 準 工 業 地 域 ○ ○ ○ ○

2 勝 納 測 定 局 勝納町１０ 第 一 種 住 居 地 域 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3 銭 函 測 定 局 見晴町３ 第 一 種 住 居 地 域 ○ ○ ○ ○

自排 4 駅 前 交 差 点 測 定 局 稲穂２－２２ 商 業 地 域 ○ ○ ○ ○

5 お こ ば ち 公 園 最上２－６ 第一種低層 住居専用地域 ○

6 育 成 院 オタモイ１－２０ 第一種低層 住居専用地域 ○

7 工 業 高 校 最上１－３１ 第一種中高層住居専用地域 ○

8 旧 蘭 島 医 院 蘭島１－１４ 第 一 種 住 居 地 域 ○

9 堀 内 水 産 前 塩谷１－２０ 第 一 種 住 居 地 域 ○

10 旧 高 島 診 療 所 高島３－１８ 第 一 種 住 居 地 域 ○

11 北海道職業能力開発大学校 銭函３－１９０ 第 一 種 住 居 地 域 ○

12 浅 草 橋 色内１－１ 準 工 業 地 域 ○

13 木 工 団 地 新光５－７ 準 工 業 地 域 ○

14 奥 沢 中 央 町 会 会 館 奥沢３－２２ 工 業 地 域 ○

15 清 川 橋 天神２－８ 工 業 地 域 ○

微

小

粒

子

状

物

質

有
害

大
気
汚
染
物
質

風

向

・

風

速

常時
監視

一般
環境

簡易測定

種　　別 番号 測　 定 　地 　点 用途地域

測　　　定　　　項　　　目

二

酸

化

硫

黄

二

酸

化

窒

素

一

酸

化

窒

素

一

酸

化

炭

素

浮

遊

粒

子

状

物

質

6



第３章 現況と対策 

 
 
 

 

 

 

【測定データの公表】 
市内４か所の測定局（塩谷、勝納、銭函、駅前交差点測定局）で大気汚染物質を２４時間常時測定しており、測定

データ（速報値）については、北海道ホームページ（http://hokkaidotaiki25.ec-net.jp/index.html）や環境省ホー

ムページ「そらまめ君」（http://soramame.taiki.go.jp/）でご覧いただけます。 

※ そらまめ君：空をまめに監視します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                     環境省ホームページ 

◆１～３  一般環境大気測定局 

■４    自動車排出ガス測定局 

●５～15 簡易測定地点    

測 定 地 点 図  

14 

15 

12 

13 

◆ ３ 
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２ 現     況 

 
 （１）二酸化硫黄 

 

 二酸化硫黄は、主として石油・石炭の燃料に含まれる硫黄の燃焼によって生じます。分子式 SO2 で示され

る大気汚染物質の一つで、刺激臭のある無色の気体です。高濃度では人体に対する影響として、呼吸器を刺激

し、せき、ぜんそく、気管支炎などの障害を引き起こします。 

本市では、勝納測定局で常時監視しており、環境基準を達成しています。 

 

常 時 監 視 

 

環 境 基 準 

１時間値の１日平均値が０.０４ppm 以下であり、かつ、 

１時間値が０.１ppm 以下であること。 

 

          

※ 環境基準とは 

          人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準 

                             （環境基本法 第 16 条第１項より） 

 

 

 

二 酸 化 硫 黄 環 境 基 準 達 成 状 況 （ 平 成 ２ ８ 年 度 ） 

 

 

○：環境基準達成 ×：環境基準非達成 

 

 

 

二 酸 化 硫 黄 の 年 間 平 均 値 （ 平 成 ２ ８ 年 度 ） 

 

 

 

 

測　定　局 種　　別 用途地域 長期的評価
１時間値基
準超過回数

日 平 均 値 の
年間２％除外値

勝 納 測 定 局 一 般 環 境 １　住 ○ 0 0.006ppm

有
効

測
定

日
数

測

定
時

間

年

平
均

値

１時

間値
の最

高値

日平

均値
の最

高値

日平
均値

の年
間２

％除
外値

日平均値が
 0.04ppmを

超えた日が
２日以上連

続したこと
の　有　無

環境基準の
長期的評価

による日平
均値 0.04

ppmを超え
た　日　数

日 時間 ppm 時間 ％ 日 ％ ppm ppm ppm 有×・無○ 日

勝 納 １ 住 360 8,689 0.003 0 0.0 0 0.0 0.023 0.007 0.006 ○ 0

測
　

定
　
局

用
途

地
域

１時間値が

0.1ppmを超
えた時間数

とその割合

日平均値が

0.04ppmを
超えた日数

とその割合
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二 酸 化 硫 黄 の 経 年 変 化 

                                                 単位：ppm 

 

※ 二酸化硫黄は環境基準を達成しています。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

測 定 局 用途地域 測 定 値 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８
２％除 外値 0.006 0.006 0.011 0.006 0.006
年 平 均 値 0.003 0.003 0.004 0.003 0.003

勝　　納 １　住

0.006 0.006

0.011

0.006 0.006

0.003 0.003
0.004

0.003
0.003

0

0.0025

0.005

0.0075

0.01

0.0125

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

(ppm)

勝 納 測 定 局

２％除外値

年平均値

0.003
0.004

0.003 0.003

0.004

0.003
0.002

0.002

0.004

0.003 0.003

0.004

0

0.0025

0.005

0.0075

0.01

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

(ppm)

二 酸 化 硫 黄 の 経 月 変 化 （ 平 成 ２ ８ 年 度）

勝納測定局
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単位：ppm 

  

（２）窒素酸化物 

 

一酸化窒素及び二酸化窒素を主体とする窒素酸化物は、重油、ガソリン、石炭などが高温で燃焼するときに発

生し、発生源は自動車エンジン、発電所ボイラー、工場、家庭暖房など広範囲にわたります。工場や自動車など

の発生源から大気中に排出される段階では、ほとんどは一酸化窒素が占めていますが、大気中を移動する過程で

大気中の酸素と反応して二酸化窒素に酸化されるため、大気中では一酸化窒素と二酸化窒素が共存しています。 

一酸化窒素は、二酸化窒素に比べその毒性は低いとされています。二酸化窒素は、人体への健康影響として、

せきやたんの有症率の増加、高濃度では急性呼吸器疾罹患率の増加などに関連があるとされています。 

本市では、塩谷、勝納、銭函、駅前交差点の４測定局で常時監視しており、全地点で二酸化窒素の環境基準を

達成しています。 

 

 

   ① 常 時 監 視 

 

 

二 酸 化 窒 素 の 環 境 基 準 

１時間値の１日平均値が０.０４ppm から０.０６ppm 

までのゾーン内、又はそれ以下であること。 

 

 

 

二 酸 化 窒 素 環 境 基 準 達 成 状 況 （ 平 成 ２ ８ 年 度） 

 

○：環境基準達成  ×：環境基準非達成 

 

 

 

二 酸 化 窒 素 の 経 年 変 化 

 

 

 

測　定　局 種　　　別 用途地域 評　価

塩 谷 測 定 局 一 般 環 境 準　工 ○

勝 納 測 定 局 一 般 環 境 １　住 ○

銭 函 測 定 局 一 般 環 境 １　住 ○

駅 前 交 差 点 測 定 局 自 動 車 排 出 ガ ス 商　業 ○

日平均値の年間９８％値

0.012 ppm

0.032 ppm

0.025 ppm

0.043 ppm

測 定 局 用途地域 測 定 値 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

９ ８ ％ 値 0.017 0.016 0.010 0.011 0.012

年 平 均 値 0.005 0.005 0.004 0.003 0.003

９ ８ ％ 値 0.029 0.035 0.030 0.031 0.032

年 平 均 値 0.011 0.012 0.012 0.010 0.011

９ ８ ％ 値 0.035 0.036 0.025 0.027 0.025

年 平 均 値 0.010 0.010 0.009 0.009 0.009

９ ８ ％ 値 0.045 0.045 0.042 0.043 0.043

年 平 均 値 0.025 0.026 0.025 0.024 0.024

勝　　納 １　　住

銭　　函 １　　住

駅　　前

交 差 点
商　　業

塩　　谷 準　　工
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0.017 0.016 

0.010 0.011 0.012 

0.005 0.005 0.004 0.003 0.003 

0

0.02

0.04

0.06

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

(ppm)

塩 谷 測 定 局

９８％値

年平均値

0.029 
0.035 

0.030 0.031 0.032 

0.011 0.012 0.012 
0.010 0.011 

0

0.02

0.04

0.06

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

(ppm)

勝 納 測 定 局

９８％値

年平均値

0.035 
0.036 

0.025 0.027 0.025 

0.010 0.010 0.009 0.009 0.009 

0

0.02

0.04

0.06

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

(ppm)

銭 函 測 定 局

９８％値

年平均値
0.045 0.045 

0.042 

0.043 0.043 

0.025 0.026 0.025 0.024 0.024 

0

0.02

0.04

0.06

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

(ppm)

駅 前 交 差 点 測 定 局

９８％値

年平均値

0

0.01

0.02

0.03

0.04

0.05

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

(ppm)

二 酸 化 窒 素 の 経 月 変 化（ 平 成 ２ ８ 年 度 ）

塩谷

勝納

銭函

駅前
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第３章 現況と対策 

 

二 酸 化 窒 素、 一 酸 化 窒 素  

 

    ※ 二酸化窒素は環境基準を達成しています。  

      

※ 一酸化窒素及び窒素酸化物の環境基準についての規定はありません。 

 

   ② 簡 易 測 定 

 

二酸化窒素簡易測定結果（ＴＥＡ法）（平成２８年度） 

単位：ppm 

     ※ ＴＥＡ法 ～ トリエタノールアミンをしみ込ませたろ紙にＮＯ２を吸着させて測定する方法 

     ※ すべての測定地点で環境基準値を下回っています。 

平　均 用途地域別平均

5 お こ ば ち 公 園 １　低 0.005

6 育 成 院 〃 0.007

7 工 業 高 校 １中高 0.006 0.006

8 旧 蘭 島 医 院 １　住 0.004

9 堀 内 水 産 前 〃 0.006

10 旧 高 島 診 療 所 〃 0.007

11 北 海 道 職 業 能 力 開 発 大 学 校 〃 0.008

12 浅 草 橋 準　工 0.015

13 木 工 団 地 〃 0.006

14 奥 沢 中 央 町 会 会 館 工　業 0.008

15 清 川 橋 〃 0.006

0.006

0.010

0.007

番 号 測　　定 　 地　　点 用途地域
年        間

0.006

日 時間 ｐｐｍ ｐｐｍ ｐｐｍ 時間 ％

塩　　　谷 準　工 354 8,582 0.003 0.041 0.017 0 0.0

勝　　　納 １　住 354 8,532 0.011 0.090 0.043 0 0.0

銭　　　函 １　住 363 8,732 0.009 0.083 0.036 0 0.0

駅前交差点 商　業 364 8,728 0.024 0.096 0.047 0 0.0

測定時間 年平均値
１時間値

の最高値

日平均値

の最高値

１時間値が

0.2 ppmを
超えた時間数
とその割合

測 定 局 用途地域

二　　　酸　　　化　　　窒　

有効測定

日　　数

日 時間 ｐｐｍ ｐｐｍ ｐｐｍ ｐｐｍ

塩　　　谷 準　工 354 8,582 0.002 0.097 0.027 0.006

勝　　　納 １　住 354 8,532 0.008 0.232 0.039 0.029

銭　　　函 １　住 363 8,732 0.005 0.214 0.051 0.025

駅前交差点 商　業 364 8,728 0.027 0.500 0.081 0.057

測 定 局 用途地域

一　　酸　　化　　窒　　素　（ＮＯ ）

有効測定

日　　数
測定時間 年平均値

１時間値

の最高値

日平均値

の最高値

日平均値の

年間98％値

12



第３章 現況と対策 

 

 及 び 窒 素 酸 化 物 （ 平 成 ２ ８ 年 度 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時間 ％ 日 ％ 日 ％ ｐｐｍ 日

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.012 0

0 0.0 0 0.0 1 0.3 0.032 0

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.025 0

0 0.0 0 0.0 13 3.6 0.043 0

  　素　　（ＮＯ２）

日平均値が

0.06ppmを
超えた日数と
その割合

日平均値が

0.04ppm以上
0.06ppm以下
の日数とその
割合

日平均値の

年間98％値

98％値評価

による日平
均値が
0.06ppmを
超えた日数

１時間値が

0.1ppm以上
0.2ppm以下
の時間数とそ
の割合

日 時間 ｐｐｍ ｐｐｍ ｐｐｍ ｐｐｍ ％

354 8,582 0.005 0.138 0.041 0.016 65.4

354 8,532 0.019 0.313 0.081 0.059 59.8

363 8,732 0.014 0.284 0.078 0.049 61.4

364 8,728 0.051 0.596 0.128 0.096 47.5

年平均値の
ＮＯ２÷

（ＮＯ＋ＮＯ２）

有効測定

日　　数
測定時間 年平均値

１時間値

の最高値

日平均値

の最高値

日平均値の

年間98％値

窒　　素　　酸　　化　　物　　（ＮＯ ＋ＮＯ２）

13



第３章 現況と対策 

 

 （３）一酸化炭素 

 

石油や石炭など炭素を含む物質が燃焼したとき、酸素の供給が十分で完全燃焼すると「二酸化炭素」が発生し

ますが、酸素の供給が不十分で不完全燃焼をしたときは一酸化炭素が発生します。大気中の一酸化炭素の人工的

な発生源の大部分は、自動車の排気ガスです。 

人体への健康影響として、血液中のヘモグロビンと結合して、酸素を運搬する機能を阻害します。 

本市では駅前交差点測定局で常時監視しており、環境基準を達成しています。 

 

 

 

環 境 基 準 

１時間値の１日平均値が１０ppm 以下であり、かつ、 

１時間値の８時間平均値が２０ppm 以下であること。 

 

 

 

環 境 基 準 達 成 状 況 （ 平 成 2 ８ 年 度 ） 

 
○：環境基準達成  ×：環境基準非達成 

 

 

 

一酸化炭 素の年 間値測 定結果 （平成 ２８年 度） 

 

※ 一酸化炭素は環境基準を達成しています。 

 

  

 

 

 

 

 

測 定 局 種   別 用途地域 長期的評価
８ 時 間 値

基準超過回数

日 平 均 値 の

年間２％除外値

駅 前 交 差 点 自動車排出ガス 商　　業 ○ 0 0.5ppm

日 時間 ppm 回 ％ 日 ％ 日 ％ ppm ppm ppm 有×・無○ 日

駅

前
交

差

点

商

 
 

 

業

342 8,249 0.3 0 0.0 0 0.0 0 0.0 4.4 0.8 0.5 ○ 0

日平 均値が

10ppmを超
えた 日が２

日以 上連続

した ことの

有 無

環 境 基 準 の

長 期 的 評 価
に よ る 日 平

均値10ppmを

超 え た 日 数

測

　

　
定

　

　

局

用

　

途
　

地

　

域

有

効
測

定

日

数

測
定

時

間

年
平

均

値

８時間 値が
20 ppm を

超えた 回数

とその 割合

日平均値が
10 ppm を

超えた日数

とその割合

１ 時 間 値 が

30ppm 以上
となったこと

が あ る 日 数

と そ の 割 合

１時間値

の最高値

日平均値

の最高値

日平均値
の年間２

％除外値

14



第３章 現況と対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.6 0.6 0.6 
0.5 0.5 

0.4 0.4 0.4 
0.3 0.3 

0

0.5

1

1.5

2

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

(ppm)

一 酸 化 炭 素 の 経 年 変 化

２％除外値

年平均値

0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3
0.4

0.3
0.4 0.4 0.4

0

0.5

1

1.5

2

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

（ｐｐｍ） 一 酸 化 炭 素 の 経 月 変 化（ 平 成 ２ ８ 年 度 ）

駅前交差点
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第３章 現況と対策 

 

 （４）浮遊粒子状物質 

 

浮遊粒子状物質（ＳＰＭ ＝ Suspended Particulate Matter）は、大気中に浮遊する粒子状物質で、粒径が

10μｍ（１μm は１mm の千分の１）以下のものをいいます。小さく軽いため、すぐには落下せずに大気中に

比較的長い間、浮遊しています。呼吸器系に沈着することで健康に影響を及ぼします。 

浮遊粒子状物質は、工場や事業場、自動車などが燃料を燃焼したときに発生する人為的発生源によるものと、

風で舞い上がる土壌粒子など自然発生源によるものがあります。 

本市では、塩谷、勝納、銭函、駅前交差点の４測定局で常時監視しており、全地点で環境基準を達成していま

す。 

 

 

 

環 境 基 準 

１時間値の日平均値が０.１０mg／ｍ３以下であり、かつ、 

１時間値が０.２０mg／ｍ３以下であること。 

 

 

 

浮遊粒子状物質環境基準達成状況（平成２８ 年度）  

 

 

○：環境基準達成  ×：環境基準非達成 

 

 

浮 遊 粒 子 状 物 質 の 年 間 値 （ 平 成 ２ ８ 年 度 ） 

 

 

 

 

 

測　定　局 種　　別 用途地域 長期的評価

塩 谷 測 定 局 一 般 環 境 準　工 ○
勝 納 測 定 局 一 般 環 境 １　住 ○
銭 函 測 定 局 一 般 環 境 １　住 ○
駅前交差点測定局 自動車排出ガス 商　業 ○

日 平 均 値 の

年間２％除外値

0.026mg/m3

0.026mg/m3

0.031mg/m3

0.033mg/m3

日 時間 ㎎/m
3 時間 ％ 日 ％ ㎎/m

3
㎎/m

3
㎎/m

3 有×・無○ 日

塩谷 準工 355 8,542 0.009 0 0.0 0 0.0 0.134 0.038 0.026 ○ 0

勝納 １住 361 8,681 0.009 0 0.0 0 0.0 0.090 0.037 0.026 ○ 0

銭函 １住 364 8,734 0.009 0 0.0 0 0.0 0.085 0.041 0.031 ○ 0

駅前 商業 364 8,729 0.014 0 0.0 0 0.0 0.083 0.048 0.033 ○ 0

日平均値の
年 間 ２ ％
除 外 値

日 平 均 値 が

0.10㎎/m3を
超えた日が２

日以上連続し
たことの有無

環 境 基 準 の

長期的評価に
よる日平均値
が 0.10 ㎎

/m
3
を超えた

日 数

測
定
局

用
途
地
域

有 効
測 定
日 数

測
定
時
間

年
平
均
値

１ 時 間 値が

0.20 ㎎/m3

を 超 え た時

間 数 と その
割 合

日 平 均 値が

0.10 ㎎ /m3

を 超 え た日

数 と そ の
割 合

１時間値
の最高値

日平均値
の最高値
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第３章 現況と対策 

 

浮 遊 粒 子 状 物 質 の 経 年 変 化 

単位：ｍｇ／ｍ３ 

 

※ 浮遊粒子状物質は環境基準を達成しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

測 定 局 用途地域 測 定 値 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ H２８

２ ％ 除 外 値 0.025 0.028 0.041 0.031 0.026

年 平 均 値 0.010 0.010 0.011 0.010 0.009

２ ％ 除 外 値 0.029 0.030 0.042 0.030 0.026

年 平 均 値 0.010 0.010 0.012 0.010 0.009

２ ％ 除 外 値 0.028 0.030 0.043 0.029 0.031

年 平 均 値 0.011 0.010 0.011 0.009 0.009

２ ％ 除 外 値 0.028 0.040 0.046 0.035 0.031

年 平 均 値 0.012 0.013 0.014 0.012 0.014

銭　　函 １　　住

駅　　前

交 差 点
商　　業

塩　　谷 準　　工

勝　　納 １　　住

0.025 0.028 

0.041 

0.031 0.026 

0.010 0.010 0.011 0.010 0.009 
0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

0.10

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

(mg/m3)

塩 谷 測 定 局

２％除外値

年平均値

0.029 0.030 
0.042 

0.030 
0.026 

0.010 0.010 0.012 0.010 0.009 0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

0.10

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

(mg/m3)

勝 納 測 定 局

２％除外値

年平均値

0.028 0.030 

0.043 

0.029 0.031 

0.011 0.010 0.011 0.009 0.009 0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

0.10

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

(mg/m3)

銭 函 測 定 局

２％除外値

年平均値

0.028 

0.040 
0.046 

0.035 
0.031 

0.012 0.013 0.014 0.012 0.014 
0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

0.10

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

(mg/m3)

駅 前 交 差 点 測 定 局

２％除外値

年平均値

0 0 

0 
0 
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第３章 現況と対策 

PM2.5 の大きさ（イメージ図） 

 

 

 （５）微小粒子状物質（ＰＭ2.5） 

 

大気中に浮遊する粒子状物質で粒径が 2.5μｍ以下のものをいいます。粒径が非常に小さいため肺の奥深くま

で入りやすいことから、ぜん息や気管支炎を起こす確率が高くなるなど、健康への影響が懸念されます。本市で

は、勝納測定局で常時監視しており、環境基準を達成しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【注意喚起について】 

小樽市では北海道と連携して、PM2.5 の濃度が上昇した場合、以下のとおり住民への注意喚起を実施します。 

１．注意喚起の判断 

       下記のいずれかの場合に、日平均値が 70μg/m3 を超えると予想し注意喚起を行います。 

（１）午前 5 時〜7 時の 1 時間値の平均値が測定地点で 85μg/m3 を超えた場合 

（２）午前 5 時〜12 時の 1 時間値の平均値が測定地点で 80μg/m3 を超えた場合 

２．注意喚起の内容 

・屋外での長期間の激しい運動や外出をできるだけ減らすこと。 

・屋内においても換気や窓の開閉を必要最小限にすること。 

・呼吸器系や循環器系疾患のある人、子供やお年寄りなどは、体調に応じて、より慎重に行動すること。 

0.000

0.004

0.008

0.012

0.016

0.020

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

（ｍｇ／ｍ３）
浮遊粒子状物質の経月変化（平成２８年度）

塩谷

勝納

銭函

駅前

人の髪の直径は約 70μm です。ＳＰＭ（浮遊

粒子状物質）は粒径 10μm 以下ですので、SPM

約７個分で人の髪の直径と同じくらいの大 きさ

です。 

ＰＭ2.5（微小粒子状物質）は粒径 2.5μm 以

下ですので、SPM の粒径のさらに４分の１以下

という非常に小さい粒子です。 

 

※ 1μm＝0.001mm 

（出典：USEPA 資料） 
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第３章 現況と対策 

 

 

環 境 基 準 

１年平均値が１５μg／ｍ３以下であり、かつ、 

１日平均値が３５μg／ｍ３以下であること。 

 

 

微 小 粒 子 状 物 質 の 年 間 値 （ 平 成 ２ ８ 年 度 ） 

 

 

 

日 時間 μg/m3 μg/m3 日 ％ μg/m3

勝　納 １　住 359 8,679 7.4 20.8 1 0.3 35.8

年平均値
日 平 均 値 の
年間98 ％値

日 平 均 値 が

35 μ ｇ /m
3

を超えた日数
と そ の 割 合

日平均値
の最高値測 定 局 用途地域

有効測定日数 測定時間

8.4 

11.2 

5.1 

8.1 7.5 6.9 8.0 8.4 
7.0 6.6 

5.4 
6.7 

0

5

10

15

20

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

（μ g/ｍ３） 微 小 粒 子 状 物 質 の 経 月 変 化（ 平 成 ２ ８ 年 度 ）

勝 納

27.9 
31.4 

21.4 
20.8 

8.9 9.8 
8.0 7.4 

0

5

10

15

20

25

30

35

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

(μ ｇ/m3)

微 小 粒 子 状 物 質 の 経 年 変 化

９８％値

年平均値
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第３章 現況と対策 

 

 （６）有害大気汚染物質 

 

 大気汚染防止法では、「継続的に摂取される場合に人の健康を損なうおそれがある物質で大気汚染の原因と

なるもの」と定義され、有害大気汚染物質である可能性のある物質は数百種類とされ、現在調査が進められて

います。その中から、人の健康に係る被害が生ずるおそれに関して、ある程度高いと考えられる２３物質が現

在｢優先取組物質」として選定されています。そのうちベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレ

ンについては早急に抑制しなければならないとする「指定物質」に指定されており、排出施設からの排出抑制

基準や環境基準が定められています。 

 

優先取組物質 

 アクリロニトリル 

アセトアルデヒド 

塩化ビニルモノマー 

塩化メチル 

クロム及び三価クロム化合物 

六価クロム化合物 

クロロホルム 

酸化エチレン 

１，２－ジクロロエタン 

ジクロロメタン 

水銀及びその化合物 

ダイオキシン類 

テトラクロロエチレン 

トリクロロエチレン 

トルエン 

ニッケル化合物 

ヒ素及びその化合物 

１，３－ブタジエン 

ベリリウム及びその化合物 

ベンゼン 

ベンゾ［ａ］ピレン 

ホルムアルデヒド 

マンガン及びその化合物 

 

 

                         （平成２２年１０月１５日 中央環境審議会 選定） 

 

 小樽市では「指定物質」のうち、ベンゼンの測定を毎月、勝納測定局で実施しており、下表のとおり環境基

準を達成しています。ベンゼンはガソリンなどの燃料に含まれているため、主な発生源は自動車の排気ガスと

考えられています。人が吸入すると急性中毒を起こし頭痛、目まい、吐き気などがあらわれます。 

 

      有 害 大 気 汚 染 物 質（ベンゼン）測 定 結 果     

単位：μｇ／ｍ３ 

※ 参照値は、平成２７年度地方公共団体における有害大気汚染物質モニタリング調査結果の平均値です。 

 

 （７）ダイオキシン類 

  

ダイオキシン類は、北海道が勝納地区で調査しており、下表のとおり環境基準を達成しております。 

ダイオキシン類は、工業的に製造する物質ではなく、ものの焼却の過程などで自然に生成してしまう物質で

す。環境中には広く存在していますが、量は非常にわずかです。ダイオキシン類は、「青酸カリよりも毒性が

強い」といわれることがありますが、これは、日常の生活の中で摂取する量の数十万倍の量を摂取した場合の

急性毒性のことですので、私たちが日常の生活の中で摂取する量により急性毒性が生じることはないと考え

られます。  

 

 

 

物　　質　　名 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８
環 境

基 準

ベ ン ゼ ン 0.72 0.72 0.95 0.70 0.65 3

参　照　値

0.91
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第３章 現況と対策 

（平成２８年度） 

  

   ダ イ オ キ シ ン 類 調 査 結 果 （ 平 成 ２ ７ 年 度 ）      

 
※ 環境基準：大気 0.6 pg-TEQ/m3 

 

 

 （８）酸 性 雨 

 

水溶液の pH は、7 で中性、7 未満が酸性です。雨に大気中の二酸化炭素が十分に溶け込んだ状態で pH は

約 5.6 になります。そのため、人間活動の影響による大気汚染がないときにも pH は 5.6 になると考えられ

るので、pH5.6 以下の雨のことを酸性雨といいます。酸性雨の原因は、工場や自動車などから排出される排

気ガス中の硫黄酸化物や窒素酸化物を起源とする酸性物質が、雨・雪・霧などに溶け込むことにより強い酸性

を示す現象です。 

平成２７年度の小樽市の酸性雨は pH4.9 となっており、全国平均ｐＨ４.８３（平成２７年度）と比較する

と、酸性度は弱くなっています。（平成２8 年度の酸性雨の測定結果については、異常値のため欠測扱いとし

ました。） 

          

  

 （９）風 向・風 速 

 

 

 

 

 

調査地点 調査項目 地域分類 検体数
平　　均　　値

（pg-TEQ/m3）
濃度範囲（pg-TEQ/m3） 備　　　考

勝納地区 大　気 一般環境 2 0.0081 0.0072 ～ 0.0089 北海道が調査を実施

4.8 4.8 
5.2 5.2 

4.9 

2

3

4

5

6

7

8

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

(pH)

酸 性 雨 の 経 年 変 化

日 時間 ｍ／ｓ ｍ／ｓ ｍ／ｓ 風向 ％

塩　谷 準　工 364 8,744 1.5 8.3 3.3 西南西 23.8

勝　納 １　住 364 8,751 2.2 11.9 4.8 西南西 13.5

銭　函 １　住 364 8,752 1.8 8.0 3.7 西 17.8

測定局 用途地域

有効測定

日　　数
測定時間 年平均値

１時間値

の最高値

日最高１時間

値の年平均値

１時間値の最多

風向とその割合
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第３章 現況と対策 

（平成２８年度） 

（平成２８年度） 

 

３ 法・条例による規制指導等 

 

（１）規制の概要 

 

工場や事業場のボイラーなどから排出されるばい煙や、土石の堆積場などの粉じんは、大気汚染防止法、北海

道公害防止条例及び小樽市公害防止条例により、一定規模以上の特定施設について規制がされています。これら

の特定施設については、ばい煙の排出基準や粉じんの管理基準が定められているほか、設置や構造を変更する際

は、届出が義務付けられています。市では、法令に基づき立入検査を実施し、ばい煙濃度の基準適合状況の確認

など監視指導を行っています。 

また、アスベスト（石綿）は大気汚染防止法で特定粉じんとして規制されており、除去等の工事について届出

義務と作業基準が規定され、市では立入検査により作業基準の遵守状況について監視指導を行っています。 

 

（２）特定施設の届出状況 

 大気関係工場・事業場実数 届出受理数（小樽市） 届出受理数（後志総合振興局） 

大 気 汚 染 防 止 法 19２ ８ ２３ 

北海道公害防止条例 １４ ２ － 

小樽市公害防止条例 20４ 4 － 

注：届出受理数は、設置、使用、変更、廃止届出の総件数です。 

 

（３）ばい煙発生施設数 

施  設  名 
大 防 法 の 届 出 市 条 例 の 届 出 工場・事業場数         

( 実 数 ) 

施設数

計 工場・事業場数 施設数 工場・事業場数 施設数 

ボ イ ラ ー 17２ 353 
173 258 300 611 

（ う ち 小 型 ボ イ ラ ー ） （97） （204）   

溶 解 炉 2 4        0     0 2 4 

金 属 加 熱 炉 0 0       －    － 0 0 

乾 燥 炉 2 3       －    － 2 3 

電 気 炉 0 0       －    － 0 0 

焼 却 炉 3 4 1 1 4 5 

焼 成 炉 1 1       －    － 1 1 

施  設  数  計 － 365 － 259 － 624 

工場・事業場数（実数） 177 － 174 － 303 － 

注：一つの工場・事業場が、複数の種類の特定施設を持つ場合があり、実数と縦計は異なります。 

  注：一つの工場・事業場が、法と条例に該当する特定施設を持つ場合があり、実数と横計は異なります。 
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第３章 現況と対策 

（平成２８年度） 

 

（４）粉じん発生施設数 

施  設  名 

法 の 届 出 道条例の届出 市条例の届出 工 場 ・ 

事業場数

(実 数) 

施設数  

計 
工 場 ・ 

事業場数 
施設数 

工 場 ・ 

事業場数 
施設数 

工 場 ・ 

事業場数 
施設数 

鉱 物 ・ 土 石 の 堆 積 場 12 24 － － 1 1 13 25 

ﾍﾞﾙﾄｺﾝﾍﾞｱ･ﾊﾞｹｯﾄｺﾝﾍﾞｱ    8 55 9 133 － － 10 188 

破 砕 機 ・ 摩 砕 機    8 35 4 6 － － 9 41 

ふ る い    4 18 6 33 － － 6 51 

原 材 料 等 置 場   － － 2 2 － － 2 2 

チ ッ パ ー   － － 3 7 － － 3 7 

ミ キ シ ン グ ロ ー ル   － － 1 1 － － 1 1 

石 材 加 工 機 械   － － － － 6 18 6 18 

木 材 加 工 機 械   － － － － 15 193 15 193 

カ ー ド ・ 打 綿 機   － － － － 7 15 7 15 

施   設   数   計   － 132 － 182 － 227 － 541 

工場・事業場数 

（実数） 
13 － 14 － 29 － 47 － 

注：一つの工場・事業場が、複数の種類の特定施設を持つ場合があり、実数と縦計は異なります。 

 注：一つの工場・事業場が、法と条例に該当する特定施設を持つ場合があり、実数と横計は異なります。 
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第３章 現況と対策 

 

  （５）小樽市による監視指導 

 

大気汚染防止法、北海道公害防止条例及び小樽市公害防止条例により規定されるボイラーなどのばい煙発生施

設や、土石の堆積場などの粉じん発生施設について、法令に基づき立入検査を実施し、監視指導を行っています。    

そのほか、ばい煙や粉じんに関する市民からの苦情などにより、法令の対象外である施設について立入調査を

実施し、必要な指導や要請を行っています。 

 

立入検査・立入調査数と指導件数（平成２８年度） 

立 入 検 査 数 届 出 等 指 導 件 数 そ の 他 立 入 調 査 数 

116 12 6 

注：立入検査は、大気汚染防止法・北海道公害防止条例・小樽市公害防止条例に基づき、その他立入調査は、 

苦情など同法律・条例に基づかないものです。 

注：届出等指導件数は立入検査に伴うものです。 

 

  （６）特定粉じん排出等作業  

 

特定粉じん排出等作業とは、アスベスト（石綿）が使用されている建築物などを解体、改造または補修する作

業で、大気汚染防止法に基づき届出が義務付けられています。大気汚染防止法では、大気中へのアスベストの飛

散防止として、作業場の隔離やセキュリティゾーンの設置、作業場の負圧化やアスベスト対応の集じん・排気装

置の使用などの作業基準が定められています。市では立入検査により作業基準の遵守状況について監視指導を行

っています。 

特定粉じん排出等作業実施届出件数（平成２8年度） 

作   業   の   種   類 作 業 実 施 届 出 数 

解        体        作        業 5 

解体作業のうち、石綿を含有する断熱材、保温材、耐火被覆材 1 

特 定 建 築 材 料 の 事 前 除 去 が 著 し く 困 難 な 解 体 作業  0 

改 造 補 修 作 業  5 

計 10 

注：一つの届出において複数の作業を行う場合があり、届出数（計）と縦計は異なります。 

 

4

10

4

11 10

0

10

20

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

（件）

特 定 粉 じん排出等作業 実施届出件数の推移
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第３章 現況と対策 

 

第２節 水 質 汚 濁 

 

１ 監視・規制の概要 

 
水質汚濁に関する環境基準は、カドミウムや砒素、鉛などの「人の健康の保護に関する環境基準」と、水質の

汚れの度合いを示す BOD（生物化学的酸素要求量）や大腸菌群数などの「生活環境の保全に関する環境基準」

の２つがあります。このうち「人の健康の保護に関する環境基準」は全ての公共用水域に一律の基準が適用され

ています。「生活環境の保全に関する環境基準」は、類型指定を受けた水域にだけ適用されます。 

本市の河川は類型指定されていないため「生活環境の保全に関する環境基準」が設定されている河川はありま

せんが、水質汚濁の状況を把握するため、市内 20 河川の上流・下流で水質調査を実施しています。また、小樽

海域については環境基準が設定されており、港湾区域内の小樽運河で４地点の水質調査を実施しています。小樽

運河は、本市にとって重要な観光資源となっていることから、訪れる多くの人々が快適に感じられる良好な水質

環境を確保するため、継続的な監視を行っていく必要があります。 

また、公共用水域に排出される工場、事業場の排水について、水質汚濁防止法や小樽市公害防止条例に規定さ

れる特定施設を有する特定事業場は、法令に基づき監視・規制の対策がとられています。 

 
 ●水の汚れの目安 

  ・河川 

ＢＯＤ 水質の目安 

１mg/ℓ以下 
非常にきれいな水質で、ろ過等の簡易な浄水操作で水道水とし

て利用できます。 

２mg/ℓ以下 
ヤマメ、イワナ等が生息し、沈殿ろ過等の通常の浄水操作で水道

水として利用でき、水浴も可能です。 

３mg/ℓ以下 
サケ、アユ等が生息し、前処理等を伴う高度の浄水操作で水道

水として利用できます。 

５mg/ℓ以下 
コイ、フナ等が生息し、沈殿等の通常の浄水操作で工業用水とし

て利用できます。 

８mg/ℓ以下 
農業用水として利用できます。また、薬品注入等による高度の浄

水操作で工業用水として利用できます。 

１０mg/ℓ以下 
特殊な浄水操作により工業用水として利用できます。 

日常生活において不快感を生じない限度です。 

１０mg/ℓ超過 日常生活において不快感を感じる汚い水で悪臭が発生します。 

 

・海域 

ＣＯＤ 水質の目安 

２mg/ℓ以下 マダイ、ブリ、ワカメ等が生息し、水浴が可能です。 

３mg/ℓ以下 ボラ、ノリ等が生息し、工業用水として利用できます。 

８mg/ℓ以下 日常生活において不快感を生じない限度です。 

８mg/ℓ超過 日常生活において不快感を感じる汚い水です。 
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第３章 現況と対策 

 
２ 現     況 

 

（１）河川の水質監視状況 

 

市 内 河 川 Ｂ Ｏ Ｄ 値 経 年 変 化 

◆下 流                                         単位：mg／ℓ 

 

◆上 流                                          単位：mg／ℓ  

注：ＢＯＤ値は年３回測定の平均値 

注：年３回の測定であり、データ数が少ないため、５年間の平均値により河川の現況としています。 

注：５年間の平均値の小さい順（水質がきれいな順）に掲載しています。 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２8 ５年間の平均

礼 文 塚 川       0.7       1.5       0.9       1.5       1.3             1.2

張 碓 川       0.7       1.9       1.1       1.6       0.9             1.2

桃 内 川       1.2       1.1       1.8       1.2       0.9             1.2

朝 里 川       0.8       1.7       1.8       0.9       1.2             1.3

蘭 島 川       1.5       0.7       1.7       1.8  1.3             1.4

銭 函 川       1.1       1.8       1.0       1.9       1.3             1.4

星 置 川       0.6       1.3       1.4       2.9       1.5             1.5

柾 里 川       1.5       2.7       1.5       1.1       1.4             1.6

塩 谷 川       1.0       1.7       1.7       3.1       1.3             1.8

色 内 川       2.0       1.3       2.4       1.9       1.4             1.8

熊 碓 川       1.8       2.0       2.0       1.7       1.7             1.8

於 古 発 川       2.2       1.7       1.8       2.1       2.1             2.0

勝 納 川       1.7       2.8       2.0       2.2       2.3             2.2

牛 川       2.4       1.7       2.6       3.0       2.5             2.4

手 宮 仲 川       3.4       3.0       3.2       4.1       2.1             3.2

新 川       2.9       2.8       4.4       5.0       3.6             3.7

手 宮 川       3.9       7.6       2.4       3.7       2.3             4.0

浜 中 川       4.2       4.2       2.8       3.7       5.9             4.2

入 船 川     51     23       2.0       5.0       3.1           17

祝 津 川     55     15     25     17     16           26

 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ ５年間の平均

於 古 発 川 0.6 1.2 0.9 1.4 1.2 1.1

入 船 川 1.6 1.3 0.7 0.9 1.1 1.1

朝 里 川 0.6 1.6 1.2 1.4 0.9 1.1

熊 碓 川 0.7 1.5 0.9 1.3 1.4 1.2

礼 文 塚 川 0.8 0.9 1.2 1.6 1.5 1.2

蘭 島 川 0.8 1.3 1.9 0.9 1.1 1.2

桃 内 川 0.9 1.4 1.6 1.2 1.2 1.3

銭 函 川 1.0 0.8 1.2 1.9 1.4 1.3

手 宮 仲 川 0.6 0.5 1.6 2.0 1.6 1.3

星 置 川 0.7 1.4 1.2 1.8 1.5 1.3

勝 納 川 1.2 1.7 1.3 1.4 1.4 1.4

手 宮 川 1.0 1.0 1.1 3.3 1.0 1.5

塩 谷 川 1.6 1.7 1.8 1.6 1.7 1.7
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第３章 現況と対策 

 

市  内  河  川  採  水  地  点 

 

 

 

河　川　名 上　　流 下　流

入 船 川 松 ヶ 枝 ２ 丁 目 河口付近

勝 納 川 水 源 地 下 〃

熊 碓 川 第 １ 砂 防 ダ ム 上 〃

朝 里 川 豊 倉 橋 上 〃

柾 里 川 - 〃

張 碓 川 - 〃

礼 文 塚 川 北海道横断自動車道下 〃

銭 函 川 銭 函 浄 水 場 上 〃

星 置 川 国 道 上 〃

新 川 - 〃

 
牛川 

河　川　名 上　　流 下　流

蘭 島 川 忍 路 ２ 丁 目 河口付近

桃 内 川 桃 内 ２ 丁 目 〃

塩 谷 川 塩 谷 駅 裏 〃

浜 中 川 - 〃

祝 津 川 - 〃

牛 川 - 〃

手 宮 川 北 山 中 下 〃

手 宮 仲 川 清 水 町 〃

色 内 川 - 〃

於 古 発 川 最 上 橋 上 〃
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市 内 河 川 測 定 結 果 （ 平 成 ２ ８ 年 度 ）  

 

№ 河 川 名 場 所 
BOD SS DO 大腸菌群数 

㎎／ℓ ㎎／ℓ ㎎／ℓ MPN/100 mℓ 

1 蘭 島 川 
上 流 1.1  ＜1 9.6 3.2×103 

下 流 1.3 5 8.0 3.2×104 

2 桃 内 川 
上 流 1.2 ＜1    10 3.0×103 

下 流 0.9 2    10 7.4×103 

3 塩 谷 川 
上 流 1.7 2 9.6 2.6×103 

下 流 1.3 1 9.7 6.8×103 

4 浜 中 川 下 流 5.9 ＜1 9.0 6.7×104 

5 祝 津 川 下 流 16 3 5.9 7.4×104 

6 牛 川 下 流  2.5 ＜1 9.4 5.4×104 

7 手 宮 川 
上 流 1.0 ＜1 8.7 1.1×103 

下 流 2.3 2 9.1 5.7×104 

8 手 宮 仲 川 
上 流 1.6 9 8.9 9.0×103 

下 流 2.1 ＜1 9.5 4.2×104 

9 色 内 川 下 流 1.4 ＜1 9.6 1.4×104 

10 於 古 発 川 
上 流 1.2 ＜1 9.6 1.1×103 

下 流 2.1 2 9.5 7.1×104 

11 入 船 川 
上 流 1.1 ＜1 9.3 1.4×104 

下 流 3.1 2 9.0 4.9×104 

12 勝 納 川 
上 流 1.4 ＜1 9.3 2.1×103 

下 流 2.3 ＜1 9.2 1.1×104 

13 熊 碓 川 
上 流 1.4 2 9.4 8.4×103 

下 流 1.7 ＜1 9.4 2.9×104 

14 朝 里 川 
上 流 0.9 ＜1 9.5 7.0×102 

下 流 1.2 ＜1 9.3 1.7×104 

15 柾 里 川 下 流 1.4 6 9.1 8.1×103 

16 張 碓 川 下 流 0.9 2    10 2.7×102 

17 礼 文 塚 川 
上 流 1.5 2    10 1.2×103 

下 流 1.3 ＜1    10 1.8×103 

18 銭 函 川 
上 流 1.4 ＜1    10 3.4×103 

下 流 1.3 ＜1    10 1.3×104 

19 星 置 川 
上 流 1.5 1    10 7.0×103 

下 流 1.5 ＜1 9.7 2.9×103 

20 新 川 下 流 3.6 9 6.3 4.4×106 

    ※ 数値は年３回測定の平均値 
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  （２）小樽運河の水質監視状況 

 

本市では毎月、小樽運河４地点（運河北端、北浜橋、中央橋、浅草橋）における水質検査を実施しており、

全ての地点で環境基準を達成しています。 

 

運河のＣＯＤ値の環境基準達成状況（平成２８年度） 

単位：mg／ℓ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運 河 の Ｃ Ｏ Ｄ 値 の 経 年 変 化 

単位：mg／ℓ 

※ 運河の水質は、横ばい状態です。 

運河北端 

運河北浜橋 
運河中央橋 

運河浅草橋 

海 水 採 水 地 点 

北 浜

岸壁 

北浜岸壁 

色内ふ頭 
第三号ふ頭 

第二号ふ頭 

港町ふ頭 

採   　水   　地 　  点 類　型 Ｃ Ｏ Ｄ 値 判   定 環境基準

運 河 北 端 Ｃ 3.8 ○ 8

運 河 北 浜 橋 Ｃ 4.3 ○ 8

運 河 中 央 橋 Ｃ 2.6 ○ 8

運 河 浅 草 橋 Ｃ 2.8 ○ 8

採　　水　　地　　点 類　型 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

運 河 北 端 Ｃ 5.5 4.0 3.4 3.8 3.8

運 河 北 浜 橋 Ｃ 4.8 4.2 3.4 3.2 4.3

運 河 中 央 橋 Ｃ 2.8 2.6 2.6 2.6 2.6

運 河 浅 草 橋 Ｃ 3.3 3.8 2.2 2.8 2.8

0.0

2.0

4.0

6.0

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

（mg／l） 運河のＣＯＤ値の経年変化

運河北端

運河北浜橋

運河中央橋

運河浅草橋
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第３章 現況と対策 

 

海 水 測 定 結 果 （ 平 成 ２ ８ 年 度 ） 

 

 採水年月日 
ｐH DO COD 大腸菌群数  

  採水年月日 
ｐH DO COD 大腸菌群数 

  mg/ℓ mg/ℓ MPN/100mℓ    mg/ℓ mg/ℓ MPN/100mℓ 

   

運  

河  

北  

端 

2016. 4. 4 7.5 8.8 3.8 3.3×102  

  

運  

河  

中  

央  

橋 

2016. 4. 4 7.8 10.0 2.6 1.1×103 

      5. 9 7.5 7.7 1.2 7.9×10        5. 9 7.6 9.8 1.8 7.0×102 

      6. 6 － － － －        6. 6 － － － － 

      7.11 7.5 4.5 2.8 1.8×103        7.11 7.8 7.4 2.4 7.9×103 

 8. 8 7.4 5.8 4.8 2.4×103   8. 8 7.7 6.8 3.6 1.7×104 

      9.13 7.2 5.6 5.7 1.1×103        9.13 7.7 8.1 2.5 2.4×105 

     10.11 7.7 4.1 1.8 7.0×102       10.11 7.8 5.7 1.6 7.9×102 

     11.14 7.7 7.0 2.4 3.3×102       11.14 7.9 8.2 1.6 7.9×102 

     12.28 7.6 7.2 2.4 －       12.28 7.8 9.6 2.4 － 

2017. 1.10 7.5 7.0 2.8 2.4×102  2017. 1.10 7.7 9.2 2.2 4.9×103 

      2. 7 7.5 9.1 3.0 7.9×10        2. 7 7.9 10.0 2.6 3.3×103 

      3. 6 7.6 7.1 1.4 7.9×10        3. 6 7.7 10.0 1.2 1.1×103 

最大値 7.7 9.1 5.7 2.4×103  最大値 7.9 10.0 3.6 2.4×105 

最小値 7.2 4.1 1.2 7.9×10  最小値 7.6 5.7 1.2 7.0×102 

75％値   3.8   75％値   2.6  

  

運  

河  

北  

浜  

橋 

2016. 4. 4 7.6 9.8 3.6 1.3×102  

   

運  

河  

浅  

草  

橋 

2016. 4. 4 7.7 10.0 2.2 9.5×10 

      5. 9 7.6 8.5 1.4 3.3×10        5. 9 7.5  9.5 1.8 3.3×102 

      6. 6 － － － －        6. 6 － － － － 

      7.11 7.6 6.8 3.0 1.4×103        7.11 7.5 5.7 0.8 1.3×104 

 8. 8 7.3 5.8 8.1 7.9×10   8. 8 7.5 6.4 3.4 2.8×104 

      9.13 7.1 5.9 6.1 7.9×102        9.13 7.7 7.7 2.2 3.3×104 

     10.11 7.6 5.4 4.3 6.4×10       10.11 7.7 6.5 1.0 2.2×103 

     11.14 7.8 7.3 1.8 1.3×102       11.14 7.8 8.2 1.0 3.3×102 

     12.28 7.5 9.0 3.4 －       12.28 7.8 9.6 2.8 － 

2017. 1.10 7.6 9.0 3.0 1.3×102  2017. 1.10 7.8 11.0 2.8 2.4×104 

      2. 7 7.5 9.0 4.0 7.9×10        2. 7 7.9 11.0 1.6 3.3×103 

      3. 6 7.8 10.0 2.2 2.3×10        3. 6 7.7 11.0 0.8 1.7×103 

最大値 7.8 10.0 8.1 1.4×103  最大値 7.9 11.0 3.4 3.3×104 

最小値 7.1 5.4 1.4 2.3×10  最小値 7.5 5.7 0.8 9.5×10 

75％値   4.3   75％値   2.8  
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第３章 現況と対策 

 

小樽海域の環境基準については、下図の（３）の水域は A 類型、小樽運河を含む（１）の水域及び（２）の水域

は C 類型に指定されており、下表のように基準値が定められています。小樽運河内は小樽市が調査していますが、

その他の小樽海域については北海道が調査をしており、平成２７年度の測定結果によると（１）から（３）の全て

の水域で環境基準を達成しています。 

 

小 樽 海 域 の 環 境 基 準 

 

※ ＣＯＤは年間の７５％値、ｐＨ、ＤＯ、大腸菌群数は年平均値 

 

 

   （１） 小樽港南防波堤、同港南防波堤北端と島堤南端を結ぶ線、島堤、島堤北端と同港北防波堤南端を結ぶ線、 

同港北防波堤及び陸岸により囲まれた海域。（Ｃ類型） 

   （２） 高島漁港区南防波堤、同漁港区南防波堤と東端と同漁港区北防波堤南端を結ぶ線、同漁港区北防波堤、 

      弁天島、高島防波堤及び陸岸により囲まれた海域。（Ｃ類型） 

   （３） 朝里川河口左岸と高島岬突端を結ぶ線及び陸岸により囲まれた海域（小樽海域(1)及び小樽海域(2)に係 

る部分を除く）。（Ａ類型） 

 

ｐＨ ＣＯＤ ＤＯ 大腸菌群数
n-ヘキサン

抽出物質

Ａ
水 産 １ 級
水 浴 、 自 然 環 境 保 全

（及び水産２級、工業用水を含む）

7.8～8.3
2.0mg/ℓ

以下

7.5mg/ℓ

以上

1000MPN

/100mℓ以下

検出され

ないこと
（３）

Ｃ 環 境 保 全 7.0～8.3
8.0mg/ℓ

以下

2.0mg/ℓ

以上
－ － （１）  （２）

類型 利用目的の適応性

環　　　境　　　基　　　準

該当水域
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第３章 現況と対策 

（平成２８年度） 

（平成２８年度） 

 

３ 法・条例による規制指導等 

 

（１）規制の概要 

 

水質汚濁防止法で規定している特定施設を設置し公共用水域に排水している事業者については、北海道が水

質汚濁防止法に基づき監視指導を行っています。これらの事業者には特定施設の設置や変更などの届出義務と排

水基準の遵守義務があります。また、小樽海域に排水する場合は、北海道の上乗せ条例により厳しい基準が適用

されています。 

小樽市公害防止条例では、手持ち式の洗車スプレーを設置している自動車洗車場について届出義務があり、市

が監視指導をしています。 

 

 

（２）特定施設の届出状況 

 水質関係工場・事業場実数 届出受理数（小樽市） 届出受理数（後志総合振興局） 

水 質 汚 濁 防 止 法 82 － 4 

小樽市公害防止条例 73 ０ － 

注：届出受理数は、設置、使用、変更、廃止届出の総件数です。 

 

 

（３）水質汚濁防止法の業種別工場・事業場数 

 

業  種 

工場・事業場の数  

業  種 

工場・事業場の数 

政令 

番号 
実数 

うち平均排 

水 量 50m3 

／ 日 以 上 

政令 

番号 
実数 

うち平均排 

水 量 50m3 

／ 日 以 上 

2 畜 産 食 料 品 製 造 業  3 1 65 
酸 又 は ア ル カ リ に よ る 

表 面 処 理 施 設 
1  

3 水 産 食 料 品 製 造 業  7 1 66 電 気 め っ き 施 設 1  

4 農 業 食 料 品 製 造 業  2  66-3 旅    館    業  8  

8 パン、菓子又は製あん業 1  66-6 食 堂 、 レ ス ト ラ ン等  5 1 

10 飲 料 製 造 業 1        67 洗 た く 業 11 1 

17 豆 腐 又 は 煮 豆 製 造業  4 2 70-2 自 動 車 分 解 整 備 事業  3  

21-3 合 板 製 造 業 1  71 自 動 式 車 両 洗 浄 施設  15  

51-2 工業用ゴム製品等製造業 2       71-3 一 般 廃 棄 物 処 理 施設  1  

54 セ メ ン ト 製 品 製 造業  1  71-4 産 業 廃 棄 物 処 理 施設  1  

55 生 コ ン ク リ ー ト 製 造業 4 1 72 し 尿 処 理 施 設 1 1 

60 砂 利 採 取 業 1  73 下 水 道 終 末 処 理 施設  3 3 

63 金 属 製 品 製 造 業 1  
計 82 13 

64-2 水 道 施 設 等 4    2 

   （後志総合振興局資料より） 

注：２以上の業種を兼ねる特定事業場については、その代表業種に合入しています。 

注：下水道接続している特定事業場については除いています。  
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（平成２８年度） 

（平成２８年度） 

 

（４）北海道条例で定める上乗せ排水基準適用工場・事業場数 

適 用 区 域 対    象    業    種 工場・事業場数 

小 樽 海 域 

水 産 食 料 品 製 造 業  

（ 20m3／日 ～ 50m3／日未満 ） 
0 

下 水 道 終 末 処 理 施 設  1 

注：北海道条例（水質汚濁防止法第３条第３項の規定に基づく排水基準を定める条例）により、小樽海域に排出する 

工場・事業場の一部に対して上乗せ排水基準が定められています。 

 

 

（５）市条例の汚水排出施設数 

自      動      車      洗      車      場 

（ 洗 車 施 設 を 設 置 し て い る も の に 限 る ） 

工 場 ・ 事 業 場 数 （ 実 数 ） 73 

 

 

（６）監 視 指 導 

 

小樽市公害防止条例に規定する自動車洗車場に立入検査を実施し監視指導を行っているほか、河川への油流出

など水質に関する市民からの苦情により、発生源の原因調査などを実施しています。水質汚濁防止法の特定施設

を有する事業者に対しては、法を所管する北海道が監視指導を行っています。 

 

水質関係立 入検査・ 立入調 査 数 （平 成２８ 年 度 ）  

 小 樽 市 後志総合振興局 

採 水 を 伴 わ な い 立 入 検 査 数  0 ４ 

採 水 を 伴 う 立 入 検 査 数 0  ２ （0） 

そ の 他 立 入 調 査 数 13       － 

（  ）は、不適合数 

注：小樽市の立入検査は小樽市公害防止条例に基づき、その他立入調査は苦情など同条例に基づかないものです。 

注：後志総合振興局の立入検査は水質汚濁防止法に基づくものです。 
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第３節  騒 音 ・ 振 動 

 
１ 監視・規制の概要 

 

騒音の環境基準は、交通騒音の影響の大きい「道路に面する地域」とそれ以外の「一般地域」でそれぞれ基準

値が定められています。本市では、交通騒音の監視として「道路に面する地域」では、評価対象道路４５区間の

うち、毎年、市内６地点で実測しており、面的評価※を行っています。また、「一般地域」では市内１０地点で騒

音測定を実施しており、１０地点全てにおいて基準値以下となっています。 

道路交通振動については、振動規制法により振動の大きさの基準として要請限度が定められており、市内６地

点で測定した結果、全ての地点で要請限度以下となっています。 

騒音規制法、振動規制法や条例で規定する一定規模以上の空気圧縮機や金属加工機械などの特定施設を設定

している事業者については、届出義務と規制基準の遵守義務があり、市が監視指導をしています。 

また、くい打ち工事など著しい騒音・振動を発生する特定建設作業については、騒音規制法、振動規制法によ

り規制の対象となっています。 

 

※ 面的評価 

平成２４年度より北海道から小樽市に事務の権限が委譲されました。幹線道路に面した地域で、道路端から 

５０ｍの範囲にあるすべての住居等の騒音レベルについて、実測や推計によって環境基準に適合している戸数 

及び割合を算出し評価する方法です。 

   

 

 

２ 現   況 

 

（１）交通騒音の監視状況 

 

道 路 に 面 す る 地 域 の 環 境 基 準 

単位：デシベル（等価騒音レベル） 

地  域  の  区  分 

基    準    値 

昼 

（６時～２２時） 

夜 

（２２時～６時） 

Ａ 地 域 の う ち ２ 車 線 以 上 の 車 線 を 有 す る 道 路 に 面 す る 地 域 60 55 

Ｂ 地 域 の う ち ２ 車 線 以 上 の 車 線 を 有 す る 道 路 に 面 す る 地 域 

及 び Ｃ 地 域 の う ち 車 線 を 有 す る 道 路 に 面 す る 地 域 
65 60 

幹 線 交 通 を 担 う 道 路 に 近 接 す る 空 間 70 65 

Ａ： 専ら住居の用に供される地域  Ｂ： 主として住居の用に供される地域 
Ｃ： 相当数の住居と併せて商業、工業等の用に供される地域 

 

 
※ 環境基準とは 

       人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準 

                              （環境基本法 第 16 条第１項より） 
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自 動 車 騒 音 に 係 る 要 請 限 度 

単位：デシベル（等価騒音レベル） 

区  域  の  区  分 
要 請 限 度 値 

昼（６時～２２時） 夜（２２時～６時） 

Ａ 区 域 及 び Ｂ 区 域 の う ち １ 車 線 を 有 す る 道 路 に 面 す る 区 域 65 55 

Ａ 区 域 の う ち ２ 車 線 以 上 の 車 線 を 有 す る 道 路 に 面 す る 区 域 70 65 

Ｂ 区 域 の う ち ２ 車 線 以 上 の 車 線 を 有 す る 道 路 に 面 す る 区 域 

及 び Ｃ 区 域 の う ち 車 線 を 有 す る 道 路 に 面 す る 区 域 
75 70 

（特例） 
幹線交通を担う道路に近接する区域（２車線以下の場合は道路の敷地 

境界線から１５m、２車線を超える場合は２０ｍまでの範囲） 
75 70 

Ａ： 専ら住居の用に供される区域  Ｂ： 主として住居の用に供される区域 
Ｃ： 相当数の住居と併せて商業、工業等の用に供される区域 

 

 

※ 要請限度とは 

自動車交通騒音・振動が、総理府令で定める限度を超えて発生し、周辺の生活環境が著しく損なわれてい 

ると認められるとき、騒音規制法及び振動規制法の規定により、市町村長は公安委員会に対し道路交通法の 

規定による車両の通行の制限について要請することができます。また、道路管理者又は関係行政機関に、道路 

構造の改善について意見を述べることができると定められています。 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 
 

 
  

○は平成２８年度測定地点 

□の番号は路線区間番号（次項参照） 

交通騒音測定地点図 

36 

32 

38 

26 

16 

42 
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第３章 現況と対策 

 
自動車交通騒音測定・面的評価結果（平成２８年度） 

 

 

評価
対象
戸数

昼・夜
基準値
以下

昼のみ
基準値
以下

夜のみ
基準値
以下

昼・夜
基準値
超過

評価
対象
戸数

昼・夜
基準値
以下

昼のみ
基準値
以下

夜のみ
基準値
以下

昼・夜
基準値
超過

昼 夜 （戸） （戸） （戸） （戸） （戸） （戸） （戸） （戸） （戸） （戸）

1 4
若竹町1
～若竹町26

2015
9.16

1 若竹町9 68 61 76 76 0 0 0 81 81 0 0 0

2 4
桜1-24
～桜4-1

- 2 - - - 77 73 0 2 2 134 134 0 0 0

3 4
望洋台1
～新光4-1

- 2 - - - 40 35 0 3 2 42 41 0 0 1

4 4
新光2-29
～新光3-22

- 2 - - - 33 30 0 2 1 35 35 0 0 0

5 4
新光3-22
～新光町474

- 2 - - - 106 106 0 0 0 240 240 0 0 0

6 4
張碓町59
～張碓町71

- 2 - - - 4 4 0 0 0 4 4 0 0 0

7 4
春香町163
～桂岡町1

- 2 - - - 3 3 0 0 0 7 7 0 0 0

8 4
桂岡町1
～桂岡町3

- 2 - - - 29 29 0 0 0 41 41 0 0 0

9 4
桂岡町3
～星野町1

2015
10.21

1 見晴町20 65 57 73 73 0 0 0 90 90 0 0 0

10 4
星野町1
～星野町338

- 2 - - - 19 19 0 0 0 33 33 0 0 0

11 2
蘭島1-20
～塩谷2-30

2012
10.9

1 蘭島1-28 68 63 62 62 0 0 0 86 81 0 0 5

12 4
塩谷1-27
～オタモイ1-5

2015
9.14

1 塩谷1-18 66 60 140 140 0 0 0 190 189 0 1 0

13 4
オタモイ1-5
～稲穂5-25

2015
9.15

1 長橋5-1 68 63 98 98 0 0 0 140 126 0 12 2

14 6
稲穂5-25
～稲穂5-18

2012
10.2

1 稲穂5-24 68 64 83 35 48 0 0 102 102 0 0 0

15 4
稲穂4-10
～入船1-11

2013
10.28

1 入船1-11 68 61 734 732 2 0 0 787 787 0 0 0

16 4
入船1-11
～若松1-9

2016
10.4

1 住ノ江2-1 65 59 82 82 0 0 0 109 107 0 0 2

17 4
若松2-7
～勝納町15

2015
10.14

1 潮見台1-15 69 62 159 157 0 2 0 199 199 0 0 0

18 4
勝納町13
～桜2-1

2012
9.18

1 勝納町10 66 60 278 278 0 0 0 175 175 0 0 0

19 4
桜2-1
～船浜町7

2013
10.22

1 桜2-7 69 65 51 43 8 0 0 207 197 5 0 5

20 4
船浜町7
～朝里2-13

2012
10.16

1 新光1-2 △72 △68 61 31 2 0 28 88 80 2 0 6

21 4
朝里3-5
～張碓町96

2013
9.26

1 張碓町29 △71△66 40 17 0 0 23 85 56 0 0 29

22 4
張碓町96
～銭函3

2013
9.9

1 見晴町3 70 65 188 115 0 0 73 336 271 0 0 65

23 4
銭函3
～星野町23

-
2

(22)
- - - 42 42 0 0 0 53 53 0 0 0

24 2
奥沢1-17
～奥沢4-17

2014
9.25

1 奥沢3-22 64 56 244 244 0 0 0 303 303 0 0 0

25 2
天神1-11
～真栄2

-
2

(37)
- - - 29 29 0 0 0 45 45 0 0 0

高速自動車国道
北海道横断
自動車道

一般国道
５号

一般国道
３９３号

路
線
区
間
番
号

評 価 対 象 道 路
測
定

年
月

日

測
定
方
法

測
定
地
点

等価騒音
レベル

[dB(デシベ
ル)]

近　接　空　間 非　近　接　空　間

路　線　名
車
線
数

評 価 区 間
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第３章 現況と対策 

 

   ※ 平成２８年度の測定区間については網掛けで表示 

※ 測 定 年 月 日 ：表の記載日から翌日まで（２４時間）測定 

 ※ 測 定 方 法 「１」：評価区間を代表する地点で沿道騒音レベルを実測する。 
         「２」：他の評価区間の騒音測定結果を準用する。（ ）の番号は準用元の路線区間番号を表示 

         「３」：評価区間を代表する地点で時間帯別の平均的な交通量等を把握して、道路交通騒音の 
予測モデルにより計算する。 

※ 等価騒音レベル   昼間：６時～２２時 夜間：２２時～６時 

「△」：測定地点において、環境基準を超え要請限度以下 
                「×」：測定地点において、要請限度を超える 

※ 近 接 空 間 ：幹線交通を担う道路に近接する空間で道路端から２０ｍ（２車線以下は１５ｍ）の範囲 

※ 非 近 接 空 間 ：５０ｍの評価範囲のうち近接空間以外の区域  

評価
対象
戸数

昼・夜
基準値
以下

昼のみ
基準値
以下

夜のみ
基準値
以下

昼・夜
基準値
超過

評価
対象
戸数

昼・夜
基準値
以下

昼のみ
基準値
以下

夜のみ
基準値
以下

昼・夜
基準値
超過

昼 夜 （戸） （戸） （戸） （戸） （戸） （戸） （戸） （戸） （戸） （戸）

26 2
新光2-1
～新光4-2

2016
9.12

1 新光1-28 64 58 78 78 0 0 0 206 206 0 0 1

27 2
新光5-1
～朝里川温泉1

- 3 - - - 45 45 0 0 0 93 93 0 0 0

28 6
色内1-4
～堺町5

-
2

(29)
- - - 16 16 0 0 0 54 46 0 0 8

29 6
堺町5
～勝納町15

2012
9.26

1 信香町2 67 61 64 63 0 1 0 146 146 0 0 0

30
主要道道

銭函インター線
2

見晴町12
～見晴町17

2014
9.29

1 見晴町277 64 59 35 34 0 0 1 36 36 0 0 0

31
一般道道

小樽石狩線
2

銭函1-29
～銭函3

2014
10.6

1 銭函2-43 58 54 229 227 0 0 2 231 231 0 0 0

32 2
祝津3
～高島1-4

2016
9.29

1 祝津3 60 53 53 53 0 0 0 82 82 0 0 0

33 2
高島1-4
～錦町19

2012
10.3

1 手宮1-9 62 55 69 69 0 0 0 132 132 0 0 0

34 4
錦町19
～稲穂5-1

2014
9.2

1 稲穂5-3 62 55 117 117 0 0 0 70 70 0 0 0

35 6
稲穂5-2
～稲穂5-11

-
2

(39)
- - - 93 93 0 0 0 112 112 0 0 0

36 2
天神2-19
～天神1-10

2016
10.18

1 天神1-15 61 49 99 99 0 0 0 109 97 0 0 12

37 2
天神1-10
～稲穂2-18

2013
9.19

1 緑1-9 61 53 697 697 0 0 0 756 756 0 0 0

38 2
若松2-7
～住吉町12

2016
10.6

1 若松1-7 62 53 111 111 0 0 0 115 115 0 0 0

39
一般道道

小樽港稲穂線
6

色内2-1
～稲穂5-1

2013
9.18

1 色内2-3 65 58 48 48 0 0 0 32 32 0 0 0

40 2
塩谷2-28
～塩谷5

2014
10.15

1 塩谷1-137 59 50 22 22 0 0 0 49 49 0 0 0

41 2
塩谷5
～最上1-1

2015
9.8

1 最上2-2 66 56 215 215 0 0 0 260 241 0 19 0

42 2
真栄2
～望洋台3-13

2016
9.26

1 望洋台3 62 51 2 2 0 0 0 13 13 0 0 0

43 2
望洋台3-13
～新光4-2

2014
9.8

1 望洋台1-3 64 55 28 28 0 0 0 55 51 0 4 0

44
一般道道

銭函停車場線
2

銭函2-2
～銭函2-28

- 3 - - - 48 47 0 0 1 64 64 0 0 0

45
市道

中央通線
4

色内1-4
～稲穂3-9

-
2

(39)
- - - 114 114 0 0 0 72 72 0 0 0

戸 4,934 4,731 60 10 133 6,299 6,121 7 36 135

% 95.9 1.2 0.2 2.7 97.2 0.1 0.6 2.1

主要道道
小樽定山渓線

路
線
区
間
番
号

評 価 対 象 道 路
測
定

年

月

日

測
定
方
法

近　接　空　間 非　近　接　空　間

路　線　名
車
線
数

評 価 区 間

測
定
地
点

等価騒音
レベル

[dB(デシベ
ル)]

主要道道
小樽港線

一般道道
小樽海岸
公園線

一般道道
天神南小樽
停車場線

一般道道
小樽環状線

全 区 間 面 的 評 価 結 果
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第３章 現況と対策 

   

 

 
 

※ 観測時間は、１７時～１９時（交通量ピーク時） 
※ 観測時間中の騒音レベルは、等価騒音レベル 

※ 平均車速とは、任意の指定区間を走行する複数の車両の通過時間をそれぞれ計測し、それらの平均時間と 
   指定区間の距離から算出したものです。 

 

 

 

（２）環境騒音の監視状況 
 
 

一般地域では住居地域や商業地域、準工業地域など市内１０地点で騒音測定を実施しており、全ての地点で環

境基準値以下となっています。 

 
 

一 般 地 域 の 環 境 基 準 

単位：デシベル（等価騒音レベル） 

地 域 の 類 型 
基         準         値 

昼 （６時～２２時） 夜 （２２時～６時） 

Ａ 55 45 

Ｂ 55 45 

Ｃ 60 50 

Ａ： 専ら住居の用に供される地域  Ｂ： 主として住居の用に供される地域 
Ｃ： 相当数の住居と併せて商業、工業等の用に供される地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 測 定 地 点 車線数 

交通量 

（台／10 分） 

平均車速 

（ｋｍ／ｈ） 
観測時間中の 

騒音レベル 
測定月日 

上り 下り 上り 下り 

一 般 国 道 ５ 号 住ノ江 2-1 4 143 162 42 45 68 dB 10 月 4 日 

小 樽 定 山 渓 線 新光 1-28 2 58 75 38 35 66 dB 09 月 12 日 

小 樽 海 岸 公 園 線 祝津 3 2 7 21 42 38 66 dB 09 月 29 日 

天神南小樽停車場線 天神 1-15 2 29 13 39 34 59 dB 10 月 18 日 

天神南小樽停車場線 若松 1-7 2 37 39 39 36 62 dB 10 月 6 日 

小 樽 環 状 線 望洋台 3 2 29 40 49 55 62 dB 09 月 26 日 

自動車交通騒音調査に伴う車速交通量調査（平成２８年度） 
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第３章 現況と対策 

 

環 境 騒 音 測 定 結 果 （ 平 成 ２ ８ 年 度 ） 

単位：デシベル（等価騒音レベル） 

地 域   

類 型 

都市計画   

用途地域 
測定月日 測定地点 

騒 音 レ ベ ル 判     定 

昼 夜 昼 夜 

Ａ 

１ 種 低 住専  11/1～11/2 幸２－２５ 41 35 ○ ○ 

１ 種 低 住専  11/16～11/17 望洋台１－８ 45 35 ○ ○ 

１種中高住専 10/20～10/21 入船３－１３ 49 44 ○ ○ 

１種中高住専 11/7～11/8 松ヶ枝１－５ 44 33 ○ ○ 

Ｂ 
１ 種 住 居 10/27～10/28 高島３－６ 43 40 ○ ○ 

１ 種 住 居 11/ 10～11/11 花園２－１０ 45 35 ○ ○ 

Ｃ 

近 隣 商 業 10/27～10/28 長橋３－１ 45 40 ○ ○ 

商    業 11/ 1～11/ 2 色内１－９ 49 40 ○ ○ 

準  工  業 11/16～11/17 桜２－２６ 45 36 ○ ○ 

工    業 11/10～11/11 天神２－７ 47 41 ○ ○ 

Ａ： 専ら住居の用に供される地域  Ｂ： 主として住居の用に供される地域    ○：適合   ×：不適合 
Ｃ： 相当数の住居と併せて商業、工業等の用に供される地域 

 

（３）交通振動の監視状況 

 

道 路 交 通 振 動 に 係 る 要 請 限 度 

単位： デシベル （Ｌ１０） 

区 域 の 区 分 
要   請   限   度   値 

昼 （８時～１９時） 夜 （１９時～８時） 

第  １  種  区  域 65 60 

第  ２  種  区  域 70 65 

Ｌ１０： ８０％レンジの上端値 

  第１種区域：主として住居の用に供される区域 
第２種区域：相当数の住居と併せて商業、工業等の用に供される区域 

 

 

道 路 交 通 振 動 測 定 結 果 （ 平 成 ２ ８ 年 度 ） 

単位： デシベル （Ｌ１０） 

  測 定 地 点 区 域 車線数 
振 動 レ ベ ル 

測定月日 
昼 判定 

一 般 国 道 ５ 号 住ノ江 2-1 第 2 種 4 46 ○ 10 月 4 日 

小 樽 定 山 渓 線 新光 1-28 第 2 種 2 35 ○ 09 月 1２日 

小 樽 海 岸 公 園 線 祝津 3-98 第 １ 種 2 31 ○ 09 月２９日 

天神南小樽停車場線 天神 1-15 第 １ 種 2 30 ○ 10 月 1８日 

天神南小樽停車場線 若松 1-7 第 2 種 2 36 ○ 10 月 6 日 

小 樽 環 状 線 望洋台 3 第 １ 種 2 31 ○ 09 月２6 日 

                                                                  ○： 適合         ×： 不適合 

※ 夜の測定については、昼の測定値が夜の要請限度値を下回っているため実施していません。 
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（平成２８年度） 

（平成２８年度） 

（平成２８年度） 

 

３ 法・条例による規制指導等 

 

（１）規制の概要 

騒音及び振動を発生する金属加工機械や空気圧縮機など一定規模以上の施設を設置する事業者については、騒

音規制法、振動規制法、北海道公害防止条例及び小樽市公害防止条例により規制基準の遵守と届出が義務付けら

れています。また、くい打ち工事など著しい騒音及び振動を発生する建設作業は、騒音規制法、振動規制法によ

り特定建設作業として規制の対象となっています。 

 

（２）特定施設の届出状況 

 騒音関係工場・事業場実数  届 出 受 理 数 

騒 音 規 制 法 171 2 

北海道公害防止条例 61 7 

小樽市公害防止条例 186 4 

 

 振動関係工場・事業場実数  届 出 受 理 数 

振 動 規 制 法 75 1 

北海道公害防止条例 84 7 

注：届出受理数は、設置、使用、変更、廃止届出の総件数です。 

 

（３）騒音発生施設数 

施  設  名 

騒音規制法の届出 道条例の届出 市条例の届出 工 場 ・ 

事業場数 

(実数) 

施設数

計 
工 場 ・ 

事業場数 
施設数 

工 場 ・ 

事業場数 
施設数 

工 場 ・ 

事業場数 
施設数 

金 属 加 工 機 械 32 106 7 33 30  84 59 223 

空 気 圧 縮 機 及 び 送 風機 117 500 48 548 164 595 275 1,643 

土石用鉱物用の破砕機、 

摩砕機、ふるい、分級機 
3 4 8 73 － － 11 77 

建 設 用 資 材 製 造 機械  4 4 4 4 － － 8 8 

穀 物 用 製 粉 機 1 4 1 3 － － 2 7 

木 材 加 工 機 械 13 126 5 15 13 73 24 214 

印 刷 機 械 25 82 2 9 － － 27 91 

合 成 樹 脂 用 射 出 成 形機 4 35 0 0 － － 4 35 

鋳 型 造 型 機 1 1 0 0 － － 1 1 

拡 声 放 送 － － － － 6 100 6 100 

施 設 数 計 － 862 － 685 － 852 － 2,399 

工場・事業場数（実数） 171 － 61 － 186 － 345 － 

注：一つの工場・事業場が、複数の種類の特定施設を持つ場合があり、実数と縦計は異なります。 

  注：一つの工場・事業場が、法と条例に該当する特定施設を持つ場合があり、実数と横計は異なります。 
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（平成２８年度） 

（平成２８年度） 

（平成２８年度） 

 

（４）拡声放送施設数 

騒音規制法及び北海道公害防止条例において対象外となっている拡声放送について、小樽市公害防止条例によ

り規制しています。 

 

種            類 スピーカー数 

  街         頭 1 社    91 台 

  店         頭 1 社                  2 台 

  移    動    車 2 社    3  台 

  計 4 社    96 台 

 

 

（５）振動発生施設数 

施  設  名 

振動規制法の届出 道 条 例 の 届 出 
工場・事業 

場数(実数) 
施設数計  工 場 ・ 

 事業場数 
施設数 

 工 場 ・ 

 事業場数 
施設数 

金 属 加 工 機 械 15 86 19  87 34 173 

圧    縮    機 52 140 53 149 105 289 

土石用破砕機、摩砕機等  2 3 8 76 10 79 

コンクリート製品製造機 0 0 6 6 6 6 

木 材 加 工 機 械 1 1 2 6 3 7 

印 刷 機 械 11 23 8 21 19 44 

ゴ ム 練 用 ロ ー ル 機 等 2 24 1 2 3 26 

合 成 樹 脂 用 射 出 成 形 機 3 25 1 8 4 33 

遠 心 分 離 機 － － 2 4 2 4 

施  設  数  計 － 302 － 359 － 661 

工場・事業場数（実数） 75 － 84 － 157 － 

注：一つの工場・事業場が、複数の種類の特定施設を持つ場合があり、実数と縦計は異なります。 

注：一つの工場・事業場が、法と条例に該当する特定施設を持つ場合があり、実数と横計は異なります。 

 

 

  （６）特定建設作業等の届出 

 

特 定 建 設 作 業 等 届 出 数 

 騒 音 規 制 法 振 動 規 制 法 合  計 

くい打ち機等を使用する作業 4 4 8 

さ く 岩 機 を使用する作業 24 － 24 

ブレーカー を使用する作業 － 12 12 

そ  の  他  の  作  業 1 0 1 

      計 29 16 45 
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  （７）小樽市による監視指導 

 

騒音規制法、振動規制法や条例により規定される金属加工機械や圧縮機などの騒音発生施設について、法令に

基づき立入検査を実施し、監視指導を行っています。    

そのほか、騒音及び振動に関する市民からの苦情などにより、法令の対象外である施設や建設作業について立

入調査を実施し、必要な指導や要請を行っています。近年は、全国的にも日常生活に伴う音、例えばピアノの音

やエアコンの室外機の音などといった近隣騒音に関する苦情が増えてきています。 

 

騒音・振動立入検査・立入調査数（平成２８年度） 

 
 測 定 を 伴 う 立 入 検 査 数 測定を伴わない 

立入検査数         
その他立入調査数 

特定建設作業 工 場 ・ 事 業 場 拡 声 放 送 

騒 音 0 0 1 11 11 

振 動 0 0 － 6 1 

注：立入検査は、騒音規制法等に基づき、立入調査は、苦情など同法に基づかないものです。 

 

 

【参考 騒音の目安】 
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第４節  悪     臭 

 
１ 現     況 

 
（１）規制基準 

濃度基準 

悪臭公害については、「悪臭防止法」に基づき、濃度基準または臭気指数による規制地域を指定するこ 

とができ、それぞれについて、当該事業場の敷地境界、排出口、排出水における規制対象物質濃度基準 

及び臭気指数による規制基準が定められています。小樽市内では濃度基準が適用されており、「悪臭防止 

法」が適用される規制地域では最も規制が厳しいＡ区域に指定しています。 

 

◎ 敷地境界線の地表における規制基準（Ａ区域）                 単位： ｐｐｍ 

規制対象物質 臭いの種類 規制基準 規制対象物質 臭いの種類 規制基準 

ア ン モ ニ ア し 尿 の よ う な 臭 い 1 イソバレルアルデヒド 
む せ か え る よ う な 

甘酸っぱい焦げた臭い 
0.003 

メ チ ル メ ル カ プ タ ン 
腐 っ た タ マ ネ ギ 

の よ う な 臭 い 
0.002 イ ソ ブ タ ノ ー ル 刺激的な発酵した臭い 0.9 

硫 化 水 素 腐った卵のような臭い 0.02 酢 酸 エ チ ル 
刺 激 的 な シ ン ナ ー 

の よ う な 臭 い 
3 

硫 化 メ チ ル 
腐 っ た キ ャ ベ ツ 

の よ う な 臭 い 
0.01 メチルイソブチルケトン 

刺 激 的 な シ ン ナ ー 

の よ う な 臭 い 
1 

二 硫 化 メ チ ル 
腐 っ た キ ャ ベ ツ 

の よ う な 臭 い 
0.009 ト ル エ ン ガソリンのような臭い 10 

ト リ メ チ ル ア ミ ン 腐った魚のような臭い 0.005 ス チ レ ン 都市ガスのような臭い 0.4 

ア セ ト ア ル デ ヒ ド 刺激的な青臭い臭 い 0.05 キ シ レ ン ガソリンのような臭い 1 

プロピオンアルデヒド 
刺激的な甘酸っぱ い 

焦 げ た 臭 い 
0.05 プ ロ ピ オ ン 酸 刺激的な酸っぱい臭い 0.03 

ノ ル マ ル ブ チ ル 

ア ル デ ヒ ド 

刺激的な甘酸っぱ い 

焦 げ た 臭 い 
0.009 ノ ル マ ル 酪 酸 汗 く さ い 臭 い 0.001 

イソブチルアルデヒド 
刺激的な甘酸っぱ い 

焦 げ た 臭 い 
0.02 ノ ル マ ル 吉 草 酸 

む れ た 靴 下 

の よ う な 臭 い 
0.0009 

ノ ル マ ル バ レ ル 

ア ル デ ヒ ド 

む せ か え る よ う な 

甘酸っぱい焦げた臭い 
0.009 イ ソ 吉 草 酸 

む れ た 靴 下 

の よ う な 臭 い 
0.001 

 

  ◎ 排出口における規制基準 （施設ごとに計算により算出） 

排出流量（Ｎｍ３／ｈ） ＝ ０．１０８ × 補正された排出口の高さの二乗 × 敷地境界の規制基準 

※補正された排出口の高さが５ｍ未満の場合は、敷地境界の規制基準となります。 

規制物質 

・アンモニア ・硫化水素  ・トリメチルアミン  ・プロピオンアルデヒド  ・ノルマルブチルアルデヒド 

     ・イソブチルアルデヒド  ・ノルマルバレルアルデヒド  ・イソバレルアルデヒド  ・イソブタノール 

・酢酸エチル  ・メチルイソブチルケトン  ・トルエン  ・キシレン 

  ◎ 排出水における規制基準 （施設ごとに計算により算出） 

排出水中の濃度（ｍｇ／ｌ） ＝ ｋ × 敷地境界の規制基準 

  ※ ｋは、それぞれの物質や条件により法で定められた値 

規制物質 

・メチルメルカプタン   ・硫化水素   ・硫化メチル   ・二硫化メチル 
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（平成２８年度） 

（平成２８年度） 

   

（２）臭気指数による指導基準（Ａ区域） 北海道指導要綱 

敷  地  境  界 排    出    口 

10 30 

 

 

２ 法・条例による規制指導等 

 

（１）特定施設の届出状況 

悪臭関係工場・事業場実数 届 出 受 理 数 立 入 検 査 数 立 入 調 査 数 

6 0 3 21 

注：立入検査は、悪臭防止法、北海道公害防止条例、小樽市公害防止条例に基づき、立入調査は、苦情など 

同法・条例に基づかないものです。 

 

 

（２）悪臭発生施設数 

施  設  名 

道条例の届出 市条例の届出 工 場 ・ 

事業場数 

(実数） 

施設数 

 計 
工 場 ・ 

事業場数 
施設数 

工 場 ・ 

事業場数 
施設数 

動 物 の 飼 養 又 は 

収 容 に 供 す る 施設 

  飼 料 施 設 0 0 1 1 1 1 

  し 尿 施 設 等  0 0 2 2 2 2 

飼 料又は 肥料の 製造の 用に供 する原 料置場 、

蒸解施設、分離施設、濃縮混合施設及び乾燥施設 
1 1  0  0 1 1 

ゴ ム 製 品 の 製 造 の 用 に 供 す る  

熱 処 理 施 設 及 び 焼 却 施 設  
3 45  －  － 3 45 

施   設   数   計  － 46  －  3  － 49 

工 場 ・ 事 業 場 数 （実 数） 4 － 2  － 6 － 

注：一つの工場・事業場が、複数の種類の特定施設を持つ場合があり、実数と縦計は異なります。 
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第３章 現況と対策 

（平成２８年度） 

 

第５節 公害関係施設一覧 

 

特定施設設置工場・事業場の届出状況 
 

区分 
                年度      

 法令 
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２7 年度 ２8 年度 

大気 

 大 気 汚 染 防 止 法 211 203 198 194 190 

 北 海 道 公 害 防 止 条 例 14 15 16 16 14 

 小 樽 市 公 害 防 止 条 例 205 203 205 201 203 

 工 場 ・ 事 業 場 数（実数） 374 364 362 355 364 

水質 

 水 質 汚 濁 防 止 法 82 83 87 84 82 

 小 樽 市 公 害 防 止 条 例 77 77 77 73 73 

 工 場 ・ 事 業 場 数（実数） 153 153 157 152 155 

騒音 

 騒 音 規 制 法 177 175 174 169 171 

 北 海 道 公 害 防 止 条 例 57 59 64 64 61 

 小 樽 市 公 害 防 止 条 例 192 192 190 185 186 

 工 場 ・ 事 業 場 数（実数） 348 349 352 346 345 

振動 

 振 動 規 制 法 76 78 77 74 75 

 北 海 道 公 害 防 止 条 例 82 84 88 87 84 

 工 場 ・ 事 業 場 数（実数） 157 161 164 160 157 

悪臭 

 北 海 道 公 害 防 止 条 例 5 5 4 4 4 

 小 樽 市 公 害 防 止 条 例 1 2 2 2 2 

 工 場 ・ 事 業 場 数（実数） 6 7 6 6 6 

総 工 場 ・ 事 業 場 数（実数） 675 668 664 649 652 

注：一つの工場・事業場が、法と条例に該当する特定施設を持つ場合があり、実数と縦計は異なります。 

 

 

第６節  公 害 苦 情 

 

１ 平 成 ２８ 年 度 の 種 類 別 件 数 

 

  ばい煙 粉じん 騒 音 振 動 悪 臭 水質汚濁 その他 計 

苦 情 件 数 3 3 5 1 9 8 0 29 

 

 

２ 公害苦情経年変化 

 

54 

20 

11 

54 
44 

35 
40 

30 27 29 

0

20

40

60

80

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

（件）
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第３章 現況と対策 

（平成２８年度） 

 

３ 発生源・種類別件数 

 ばい煙 粉じん 騒 音 振 動 悪 臭 水質汚濁 その他 計 

農      業            0 

林      業        0 

漁      業     1   1 

鉱      業  1    1  2 

建   設   業           1     1      2 

製   造   業 1 1 2  5     9 

電 気 ・ ガ ス ・  

熱 供 給 ・ 水 道 業 
         0 

情 報 通 信 業         0 

運   輸   業        1  1 

卸 売 ・ 小 売 業       1  1 

飲   食   店 1  1         2 

宿   泊   業     1   1 

金 融 ・ 保 険 業         0 

医 療 ・ 福 祉         0 

教育・学習支援業        0 

サ ー ビ ス 業               1  1 

公      務        0 

家 庭 生 活     1      1      1 1      4 

自   然   系      1              1 

そ   の   他     1     1 

不      明          3  3 

計 3 3 5 1 9     8 0 29 

 

 

 

第７節  公 害 の 未 然 防 止 

 

１ 公害未然防止に係る事前協議等 

 

・事前協議 

事業者が、面積が１,０００m2 以上の開発行為を行う場合や高さが１０ｍ以上の工作物を建設しようとする場合

に、工事施工に伴う騒音、振動及び放送電波の受信障害などのトラブルを回避するため、事前に付近住民に対し

て十分説明を行うことや放送電波の受信障害予測調査の実施などについて、工事施工事業者等と事前協議をし、

指導を行っています。 

・監視調査 

    大気汚染に係る汚染物質の調査、河川や運河の水質調査、酸性雨の調査及び車の騒音・振動調査などを行い、 

その数値が人の健康を保護する上で、国の定める望ましい基準値の範囲内なのかどうか監視しています。 

・市民からの通報 

     市民の方から異臭がする、川がいつもより汚れている、音がうるさいなどの通報があった時は、現地調査を 

    し、原因が特定された場合には事業者などへ公害防止についての指導を行っています。 
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２ 採石場への立入指導 

１０月２6日に市内５か所の採石場に北海道公害防止条例に基づく立入検査を行い、施設の適正な管理点検を 

   行うよう指導したほか、場内における清掃や適度な散水などによる粉じん発生の防止について要請をしまし

た。 

 

 

第８節 環境影響評価 
 

環境影響評価は、事業者が一定規模以上の開発行為を実施するに当たり、その事業が周辺の環境にどのような影響

を及ぼすかについて、事前に調査、予測、評価を行い、環境保全に配慮した計画内容を事業に反映させるための仕組

みです。法令の適用となる開発事業を計画する場合、事業者は関係市町村や住民の意見を聴取しながら、環境影響評

価を実施することになります。市では、本年度の対象事業について、環境保全の見地から各事業者や国・北海道の関

係機関に対し意見を述べました。 
 

環境影響評 価 に よ る 市 の 意 見 適 用 法 令 件 数 

風力発電事業に係る環境影響評価準備書に対する意見 環境影響評価法 １ 

 

 

第９節 放送電波受信障害の防止 
 

小樽市公害防止条例（昭和５０年小樽市条例第２３号）第３４条では、地上１０メートル以上の高さ の工 作物

を建設した者に対し、その工作物により近隣住民のテレビジョン又はラジオの放送電波の受信に著しい障 害が 生

ずる際には、共同受信設備を設置する等、正常な電波を受信するため必要な措置を講ずべきことを義務付 けて い

ます。この条例の規定のほか、放送電波の受信障害の未然防止という観点から小樽市放送電波受信障害防 止に 関

する要綱を定めており、放送電波受信障害防止の推進を図っています。 

要綱では、地上１０メートル以上の高さの工作物（以下単に「工作物」という。）を建設しようとす る者 並び

にその設計者及び工事施工者（以下「建設者等」という。）に対し、次の事項を規定しています。 
  

①誓約書の提出 

建設者等は、工作物及びその建設工事に起因する放送電波の受信障害について、付近住民と紛争が生じない 

ように配慮するとともに、紛争が生じた場合に自己の責任において解決を図ることを約するため、誓約書を市 

長に提出するものとしています。 

②受信障害予測調査 

建設者等は、工作物の建設によって放送電波の受信障害が生ずるおそれがある場合は、当該工作物の建設工 

事の着工前に、当該受信障害が予想される範囲を調査するものとしています。 

③受信障害の改善措置 

建設者等は、②の調査の結果、放送電波の受信障害が生ずるおそれがあると認められる場合は、その改善措置

の内容をあらかじめ付近住民に説明した後、これらの経過について速やかに市長に報告するものとしています。 
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第１０節  自然環境の保全 

 

１ 自然公園 

すぐれた自然の風景地で、その保護及び利用の増進を図る必要がある地域は自然公園法に基づき自然公園に指

定されています。 

ニセコ積丹小樽海岸国定公園は、ニセコ連峰の山岳景観及び積丹半島の海食崖景観を主要景観として昭和 

３８年７月に指定され、小樽市域では､祝津以西の海岸部を中心に陸域４６９ha、海域公園地区１４.７ haが 

指定されています。 

 

市域内国定公園地域地区別面積 

特 別 地 域 ： 公園の風致を維持するため、公園計画に基づいて北海 

道知事が指定する地域 

特 別 保 護 地 区  ： 特に景観の維持を図る必要のある地域として、特別 

地域内に北海道知事が指定する地区 

第１種特別地域 ： 特別保護地区に準ずる景観を有し、特別地域のうち 

では風致を維持する必要性が最も高い地域 であって、 

現在の景観を極力保護することが必要な地域 

第２種特別地域 ： 第１種特別地域及び第３種特別地域以外の地域であ 

って、特に農林漁業活動については努めて調整を図るこ 

とが必要な地域 

第３種特別地域 ： 特別地域のうちでは風致を維持する必要性が比較的低い地域であって、特に通常の農林 

漁業活動については原則として風致の維持に影響を及ぼすおそれが少ない地域 

 海 域 公 園 地 区  ： 海域の景観を維持するため､海域内に北海道知事が指定する地区 

普 通 地 域 ： 特別地域及び海域公園地区に含まれない地域 

      

 

 

２ 環境緑地保護地区等及び記念保護樹木 

北海道自然環境等保全条例に基づき知事が指定するもので、小樽市では下記の地区等が定められています。 

環境緑地保護地区 ： 市街地及びその周辺地のうち、環境緑地として維持又は造成することが必要な地区 

自然景観保護地区 ： 森林、草生地、山岳、丘陵、渓谷、湖沼、河川、海岸等の所在する地域のうち、良好な 

自然景観地として保護することが必要な地区 

記 念 保 護 樹 木： 由緒･由来のある樹木又は住民に親しまれている樹木のうち、郷土の記念樹木として保護 

することが必要なもの 

 

小 樽 市 域 内 環 境 緑 地 保 護 地 区 等 一 覧 表 

 
 

保 護 地 区 名 面積(ha) 指　　　　　定　　　　　事　　　　　由

赤 岩 山 南 環 境 緑 地 保 護 地 区    246 市街地周辺地の環境緑地として維持することが必 要な樹林地の保護

小 樽 苗 畑 林 環 境 緑 地 保 護 地 区     20 市街地における環境緑地として維持することが必 要な樹林地の保護

張 碓 環 境 緑 地 保 護 地 区     11 市街地周辺地の環境緑地として維持することが必 要な樹林地の保護

中 野 植 物 園 環 境 緑 地 保 護 地 区      4 市街地における環境緑地として維持することが必 要な樹林地の保護

住 吉 神 社 環 境 緑 地 保 護 地 区      3 同　　　　　　上

王 子 小 樽 山 林 自 然 景 観 保 護 地 区  4,082 春 香 山 及 び そ の 周 辺 地 の 良 好 な 自 然 景 観 地 の 保 護

奥 沢 水 源 地 自 然 景 観 保 護 地 区    439 奥 沢 水 源 地 及 び そ の 周 辺 地 の 良 好 な 自 然 景 観 地 の 保 護

小 樽 天 狗 山 自 然 景 観 保 護 地 区    222 天 狗 山 及 び そ の 周 辺 地 の 良 好 な 自 然 景 観 地 の 保 護

夫 婦 銀 杏 記 念 保 護 樹 木 － 雌 雄 一 対 で 生 育 し て 珍 重 さ れ て い る 樹 木 の 保 護

恵 美 須 神 社 の 桑 記 念 保 護 樹 木 － 神 木 と し て 敬 愛 さ れ て い る 樹 木 の 保 護

面積(ha)

特 別 保 護 地 区 0

第 １ 種 特 別 地 域 53

第 ２ 種 特 別 地 域 275

第 ３ 種 特 別 地 域 141

小  計 469

0

469

14.7

地 域 区 分

特
別

地
域

普通地域（陸域）

合計（陸域）

海 域 公 園 地 区
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第３章 現況と対策 

 

第１１節  環境保全意識の高揚 

 

現在の環境問題（都市・生活型公害）や地球環境問題に対応していくためには、市民一人一人が人間 と環 境

との関わりについて理解と認識を深め、環境に配慮した生活を送ることが必要です。そのために、環 境教 育、

環境学習の推進が重要となってきています。 

 

 

１ こどもエコクラブ 

 

小・中学生の子どもたちがクラブを結成し、地域に根差した環境保全活動を実施するものです。平成２８年度は

「最上エコたんけん隊」の１団体の継続があり、自主的な活動を行いました。「最上エコたんけん隊」は平成１１

年から活動し、その間「全国こどもエコサミット」に平成１５年度から３年連続招待され、全国各地のエコクラブ

と交流をしました。また、平成２２年には環境に関する体験や学習を行っている「イオンチアーズクラブ」の全国

大会「イオンチアーズサミット」において活動が認められ優勝し、「ドイツに学ぶエコライフ」ツアーに招待され

るなど、見聞を広めています。 

 

 

２ 環境学習 

 
平成２８年度は、「まち育てふれあいトーク」で、２件、１９人に地球温暖化防止などについての 講話 を行

いました。 

また、市庁舎１階の本館と別館との渡り廊下において環境月間（６月１日～６月３０日）及び環 境の 日（６

月５日）にちなみ、６月1日～６月７日まで、市民に対する地球環境意識啓発のため「環境パネル展」を開 催

しました。 

    さらに、電気を消すことでいかに照明を使用しているかを実感し、地球温暖化問題について考えることを目的 

とした、６月２１日の「夏至ライトダウン」及び７月７日の「七夕ライトダウン」（いずれも２０時～２２時の２ 

時間について消灯）に加え、二酸化炭素排出抑制を目的として両日をノー残業デー及びノーカー通勤デーとする 

よう各企業などに呼びかけました。 

    このほかには、地球温暖化防止のガイドブックとして、市民向けに「環境にやさしいエコ・アクション・プログ

ラム」308 部、事業者向けに「おたるエコガイド」303 部を配布しました。 
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第４章 地球温暖化問題 

 

 

第４章 地球温暖化問題 

 

地球温暖化防止に向けた国際的な取組の中、１９９７年１２月に開催された「地球温暖化防止京都会議」で 

「京都議定書」が採択されました。日本としても、この議定書の責任を果たすため「地球温暖化対策の推進に 

関する法律」を１９９８年１０月に制定し、国、地方公共団体、事業者、国民のすべての主体が地球温暖化対 

策の推進に取り組むこととされました。これを受け、小樽市では、市民、事業者、行政が協働して、地球温暖 

化防止に取り組む「環境にやさしい小樽市民ルール」を平成１３年２月に策定し、平成１３年度から平成２０ 

年度までは市民団体や公募市民による「環境にやさしい小樽市民ルール推進員会議」において普及を進めまし 

た。平成１７年度には、「環境にやさしい小樽市民ルール」をさらに分かりやすくし、情報量を充実させた市 

民行動計画「環境にやさしいエコ・アクション・プログラム」を策定し、平成２３年度には、事業者版プログ 

ラムとして「おたるエコガイド」を新たに作成し、普及に努めています。 

また、地方公共団体である小樽市が取り組む「小樽市温暖化対策推進実行計画」を平成１３年６月に 策定 し、 

平成１７年度まで市の事務事業から排出される温室効果ガスの削減に取り組みました。平成１８年度には「第 

２次小樽市温暖化対策推進実行計画」、平成２４年度には「第３次小樽市温暖化対策推進実行計画」を策 定し 、

引き続き市として温室効果ガスの削減に取り組み、排出状況を調査し、その結果を公表しています。 

 

 

 

第１節 小樽市温暖化対策推進実行計画の推進結果（平成１３年４月～平成１８年３月） 

 

１ 実行計画の削減結果 

平成１７年度の温室効果ガスの排出量は、基準年（平成１１年度）より５,２９９トン減少し、削減率は１３.５％

となり、２.０％以上の削減目標を達成しました。 

 

 

２ 排出量の変化 

39,350

35,893

36,708

33,266

33,582

34,051

32,000

34,000

36,000

38,000

40,000

H11 H13 H14 H15 H16 H17

温室効果ガス排出量経年変化

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（トン-ＣＯ２） 
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第４章 地球温暖化問題 

 

３ 排出量の比較 

100.0 91.2 93.3 84.5 85.3 86.5 

8.8 6.7 
15.5 14.7 13.5 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

H11 H13 H14 H15 H16 H17

（％） 各年度排出量比較

削減率

排出量

 

※ 平成１１年度の排出量を１００％とした場合の各年度の排出量割合と削減率 

 

 

第２節 第２次小樽市温暖化対策推進実行計画の推進結果（平成１８年４月～平成２３年３月） 

 

１ 実行計画の削減結果 

     温室効果ガス排出量の削減率は、平成１８年度は１１.５％、平成１９年度は１０.９％、平成２０年度は

１９.４％、平成２１年度は１７.１％、平成２２年度は１９.２％となり、各年度においてそれぞれ６％以上の

目標を達成しました。 

 

 

２ 排出量の変化 

36,051

31,889 32,108

29,072 29,904 29,128

28,000

30,000

32,000
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36,000
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第４章 地球温暖化問題 

 

３ 排出量の比較 

100.0 88.5 89.1 80.6 82.9 80.8 

11.5 10.9
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（％） 各年度排出量比較

削減率

排出量

 

※ 平成２年度の排出量を１００％とした場合の各年度の排出量割合と削減率 

 

 

 

第３節 第３次小樽市温暖化対策推進実行計画の推進状況（平成２４年４月～平成２９年３月） 

 

１ 実行計画の削減目標 

   温室効果ガス排出量を、２０２１（平成３３）年度までに２０１１（平成２３）年度よりも１０％以上削減する。 

（計画期間：平成２４年度～平成３３年度） 

 

 

２ 実行計画の削減結果 

   平成２８年度では、温室効果ガス排出量を平成２３年度比で１２．４％削減しました。 

 

 

３ 排出量の変化 
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第４章 地球温暖化問題 

 

４ 排出量の比較 

 

※ 平成２３年度の排出量を１００％とした場合の各年度の排出量割合と削減率 

 

 

 

第４節 環境にやさしいエコ・アクション・プログラム（平成１８年３月策定） 

 
平成１２年度に市民・事業者・行政が協働して策定した地球温暖化防止の基本ルール「環境にやさし い小 樽市

民ルール」を、より取り組みやすいように市民行動計画として平成１７年度にまとめたものが「環境にやさ しい エ

コ・アクション・プログラム」です。平成２３年度には、事業者向けの行動計画として「おたるエコ ガ イ ド」

も作成しました。 

  冊子については、市役所で配布しているほか、環境課ホームページでご覧になれます。 

   ※ 最終改訂 平成２９年５月（市民向けプログラム） 平成２９年５月（事業者向けプログラム） 

※ 環境課ホームページアドレス 

  http://www.city.otaru.lg.jp/kankyo/ 
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第５章 環境基本計画 

 

第５章 環境基本計画  

第１節 概要 

 

１ 計画の目的 

 

本計画は、小樽市環境基本条例第３条に掲げる環境の保全及び創造に関する四つの基本理念の実現 に 向け 、

本市の目指すべき環境の将来像や目標を示し、様々な環境問題に対処するための環境施策を総合的か つ計 画的

に推進することを目的としています。 

                             

基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画の位置付けと期間 

 

本計画は、小樽市環境基本条例第８条の規定に基づき策定するもので、本市環境行政の最も基本とな る「 環境

分野のマスタープラン」であり、市の個別計画や事業と連携を取りながら、小樽市総合計画を環境面から 推進 し

ていくものです。 

計画の実施に当たっては、環境に関わる市の計画や条例等のほか、国や道の環境基本計画及び関連計 画・法令

とも整合性を図り、環境施策を総合的に進めていきます。 

本計画の期間は、環境の将来的展望を見据え中長期的な視点に立ち、平成 27 年度～平成 36 年度 の 10 年間

としています。なお、本市を取り巻く社会情勢や環境の変化を踏まえ、必要に応じて計画の見直しを行う こと と

します。 

 

３ 望ましい環境像 

 

望ましい環境像は、10 年後、20 年後、小樽市の環境をどのようにしていくかを描く、中長期的な 視点 でと

らえた目標となるものです。市の考え方や方向性に市民からの意見も踏まえながら、小樽市がこれから目 指し て

いく望ましい環境像を次のように定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

① 良好な環境を確保し将来の世代へ継承していく 

② 環境への負荷の少ない持続的発展可能な社会を構築する 

③ 市民、事業者、市が相互に協力・連携する 

④ 地球環境保全に自主的かつ積極的に取り組む 

ともに守り 未来へつなぐ 環境にやさしいまち 小樽 

 

豊かな自然に包まれ 歴史と文化が息づく 快適空間 ・・・ 

望ましい環境像  
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第５章 環境基本計画 

 

４ 施策の体系 

 

本計画は、六つの環境分野を柱として次のような体系で環境施策の推進を図っていきます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

望ましい 
環境像 

 

 

 

 

1-1 自然豊かな環境の保全 

1-2 多様な生き物の保全 

1-3 自然とのふれあいの確保 

 

 

 

2-1 空気と水がきれいな 

環境の確保 

 

2-2 音や臭いが気にならない 
環境の確保 

 

 

 

 

（1）森林の保全 
（2）河川・海岸の保全 
（3）すぐれた自然の保全 

（1）野生動植物の保護 

（1）自然とふれあえる場 
の創出 

 

 

 

（1）大気の保全 

（2）水質の保全 

 
（1）騒音・振動・悪臭対策 

の推進 

施 策 方 針 個 別 施 策 

豊
か
な
自
然
に
包
ま
れ 

歴
史
と
文
化
が
息
づ
く 

快
適
空
間 ･

･
･
 

と
も
に
守
り 

未
来
へ
つ
な
ぐ 

環
境
に
や
さ
し
い
ま
ち 

小
樽 

基 本 目 標 

 

自然と共生する 

まちづくり 

自 然 環 境 

 

安 全 で 安 心 し て  

暮らせるまちづくり 

生 活 環 境 

 

１ 

２ 

 

 

5-1 地球環境の保全 

 

 

（1）地球環境問題に対する 
取組の推進 

 
（2）エネルギーの効率的な 

利用と活用 

 

地球環境を思いやる 

まちづくり 

地 球 環 境 

 

 

3-1 ごみ減量化と資源物 

有効利用の推進 
 

 

 

 

 

4-1 緑にふれあえ、水と 
親しめる空間の確保 

4-2 良好な景観の形成 

4-3 歴史と文化をいかした 

環境の保全 

 

 

 

6-1 環境保全に対する 

意識の向上 

 

6-2 環境を保全する 
積極的な取組の推進 

 

 

（1）ごみの適正処理 
 
（2）３Ｒの推進 

 

 

 

 

（1）公園・緑地と水辺の整備 

 
（1）まちなみ景観の創出 
 
（1）歴史的・文化的遺産 

の保全と活用 

 

 

 

（1）環境学習の推進 

（2）環境情報の充実 

 

（1）環境活動の推進 

 

資源を大切にする 

まちづくり 

廃棄物・資源循環 

 

潤いと安らぎのある 

まちづくり 

社 会 環 境 

 

みんなで環境保全に 

取り組むまちづくり 

環境学習・環境活動 

６ 

５ 

４ 

３ 
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第５章 環境基本計画 

 

５ 計画の進行管理 

 

本計画に基づく様々な取組の状況については、「小樽市環境基本計画策定推進会議※１」で、年度ご とに 計画

全体の施策の進捗状況や目標の達成状況を点検・評価し、年次報告として取りまとめを行います。 

年次報告は、「小樽市環境審議会※２」への報告とともに、市のホームページ等を通じて広く市民・ 事業 者に

公表します。 

本計画の評価に対して寄せられた意見については、庁内各部局へフィードバックし、必要に応じて施 策や 計画

の見直しと改善を図っていきます。 

 

※１【小樽市環境審議会】 

小樽市環境基本条例第 32 条に基づき、環境の保全及び創造に関する基本的事項の調査審議を行う市 長の 附属

機関で、学識経験者や関係行政機関の職員、市民、事業者、民間団体の代表者によって構成されています。 

本計画の進捗状況に対し、必要に応じて課題や実施方針などに関する提言を行います。 

 

※２【小樽市環境基本計画策定推進会議】 

本計画を総合的かつ効果的に推進するための庁内体制で、補助機関として幹事会を設置し、事務局を 生活 環境

部環境課が務めます。 

計画の推進に当たって、各部局との横断的な連携のもと、環境に関する施策の総合調整を行います。 

 

ＰＤＣＡサイクルを繰り返し行っていくことで計画の進行状況を確認・把握し、課題を解決しながら 継続 的な

改善を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A c t i o n  

（ 見 直 し ）  

C h e c k   

（ 点 検 ・ 評 価 ）  

D o  

（ 実 行 ）  

P l a n  

（ 計 画 ）  
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第５章 環境基本計画 

※ 達成度：「A.達成」「B.概ね予定どおり進んでいる」「C.遅れている」の３段階 

※ 目標値の達成年度は基本的に平成３６年度ですが、一部、指標の基礎となっている市の各個別計画における達成年度を設定し
ている場合があります。 

 

第２節 計画の推進状況 

 

１ 環境指標の達成状況 

 

 

 

環境指標
現状値

（基準値）
目標値

（H36年）
実績値

（H28年度）
達成度

森林面積
161.33k㎡

（H24年度）
現状を維持する

158.24k㎡
（H27年度）

B

浚渫工事箇所数
（運河へ接続している３河川の沈
砂池浚渫）

１回３か所
（H25年度）

現状より増やす １回３か所 B

環境緑地保護地区・自然景観保護
地区

8か所
（H25年度）

現状を維持する 8か所 A

記念保護樹木・保存樹木・保全樹
林

15か所
（H25年度）

現状を維持する 15か所 A

鳥獣保護区面積（４区域）
843ha

（H25年度）
現状を維持する 843ha A

市民体験農園申込件数
120件

（H25年度）
現状より増やす 93件 B

大気の環境基準値超過件数
（常時監視項目）

０件
（H25年度）

現状を維持する ０件 A

水質の環境基準値超過件数
（運河４地点）

０件
（H25年度）

現状を維持する ０件 A

騒音の環境基準値超過件数
（一般環境騒音）

０件
（H25年度）

現状を維持する ０件 A

市民一人１日当たりの生活系ごみ
排出量

476g／人・日
（H24年度）

現状より減らす 456g/人・日 A

市民一人１日当たりの生活系資源
物排出量

138g／人・日
（H24年度）

現状より増やす 143g/人・日 A

市民一人当たりの都市公園面積
10.09㎡

（H24年度）
（H32年）12㎡ 10.72㎡ B

小樽歴史景観区域
131.6ha

（H25年度）
現状を維持する 131.6ha A

指定歴史的建造物の件数
73件

（H26年6月）
現状より増やす 78件 A

市事務事業からの温室効果ガス排
出量（第３次小樽市温暖化対策推
進実行計画指標）

H23年度比で6.6％削
減（H25年度）

（H33年）H23年度
比で10％以上削減

H23年度比で
12.4％削減

A

市民一人１日当たりの使用電力量
14.7kWh

（H24年度）
現状より減らす 12.5kWh A

森の自然館入館者数
11,787人

（H25年度）
（H30年）18,500
人以上

10,617人 C

「環境にやさしいエコ・アクショ
ン・プログラム」
「おたるエコガイド」の配布部数

372部
（H25年度）

現状より増やす 611部 A

清掃ボランティア参加者数
（地域清掃や「ポイ捨て防止！街
をきれいにし隊」などへの参加者
数）

12,527人
（H25年度）

現状より増やす 11,922人 B
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環境指標

森林面積 161.33k㎡ 161.19k㎡ 158.24k㎡ 現状を維持する

【基本目標１】自然と共生するまちづくり

　■施策方針　１－１　自然豊かな環境の保全

　　▶個別施策　（１） 森林の保全

１．環境指標

現状値
（H24年度）

（参考）
H26年度

H27年度
目標値

（H36年）

B.概ね進んでいる

【内容】森林の有する多面的機能（水資源の確保、山地災害防止、
生物多様性の保全など）の発揮に向け、随時、森林内をパトロール
するなど、日頃から森林の適正な管理を行なっています。

【今後の取組について】 区分

２．市の取組

市の取組指針 実施内容（H28年度実績） 関係課名

【森林の適正な保全管理】
●水源涵養(かんよう)、保水な
どの機能を持ち、野生動植物の
生息・生育環境でもある森林の
保全に努めます。
●「小樽市森林整備計画」に基
づき、森林資源の整備を推進し
ます。
●関係機関と連携し、自然林や
保安林など森林の適正な整備・
管理を進めます。

▶森林の適正な管理

計画達成度 B.概ね予定どおり進んでいる

H28年度実績に対する評価・考察

　平成２７年度から「未来につなぐ森づくり推進事業」を実施し、伐採後の確実な植栽を促す「植えて、育てて、
伐って、また植える」という循環を促すことで、森林の有する多面的機能の発揮に寄与することができました。

今後の取組について

　引き続き、森林の有する機能が発揮できるよう、保全、その推進に向け管理していきます。

【保全活動の推進】
●市民参加による植樹や間伐な
ど保全活動を支援します。
●森林保全に関する情報提供や
普及啓発活動に努めます。

▶未来につなぐ森づくり推進事業

農政課

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【内容】森林整備事業により実施した伐採後の確実な植林等への支
援により、「植えて、育てて、伐って、また植える」という森林資
源への長期的な循環利用の推進を目的としています。

【森林の保全への配慮】
●森林の整備・開発は必要最小
限に抑え、環境への十分な配慮
に努めます。
●開発行為や事業活動が実施さ
れる場合には、森林保護への配
慮を促します。

▶森林伐採時の適切な届出の実施

農政課

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【内容】森林整備計画内にある森林伐採については、事前に開発行
為の届出義務が必要であり、適宜、届出の際はその必要性について
説明し、森林保全への配慮を促しています。

【今後の取組について】 区分 4.継続

【今後の取組について】 区分 4.継続

4.継続
農政課

【区分】 4.継続 【計画達成度】

　※　環境指標の計画達成度：「A.達成」「B.概ね予定どおり進んでいる」「C.遅れている」の３段階

　※　市の取組の計画達成度：「A.予定どおり進んでいる」「B.概ね進んでいる」「C.遅れている」の３段階

２　評価及び具体的取組内容

第５章　環境基本計画

【基本目標１】自然と共生するまちづくり

■施策方針 １－１ 自然豊かな環境の保全

◆個別施策 （１） 森林の保全

58



H28年度実績に対する評価・考察

　於古発川、色内川、手宮仲川の沈砂池を浚渫し、河川の適正な保全管理を行いました。

今後の取組について

　今後も継続して河川の沈砂池浚渫を行います。

２．市の取組

市の取組指針 実施内容（H28年度実績） 関係課名

浚渫工事箇所数
（運河へ接続している３河川の沈砂池浚渫）

１回３か所 １回３か所 １回３か所 現状より増やす

計画達成度 B.概ね予定どおり進んでいる

　　　個別施策　（２） 河川・海岸の保全

１．環境指標

環境指標
現状値

（H25年度）
（参考）
H27年度

H28年度
目標値

（H36年）

【河川・海岸の保全への配
慮】
●河川の整備は、環境への十分
な配慮に努めます。
●周辺で開発行為や事業活動が
実施される場合には、環境への
配慮を促します。

▶河川整備等工事費

▶沈砂池の設置指導

【今後の取組について】

▶海岸漂着ごみ回収処理事業

清掃事業所

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【河川・海岸の適正な保全管
理】
●河川・海域での清掃や浚渫、
護岸整備など適正な保全管理を
行います。
●国や北海道が実施する海岸の
侵食防止や保安林保全などの事
業推進に協力します。

▶沈砂池しゅんせつ等工事費

建設事業課

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【内容】於古発川、色内川、手宮仲川の沈砂池浚渫を行いました。

【今後の取組について】 区分 4.継続

【今後の取組について】 区分 4.継続

【内容】本市の港湾区域を除く海岸線で、海水浴場や景勝地となっ
ている海岸線約４５ｋｍに渡って海岸漂着ごみの回収処理を実施
し、約５１トンの漂着ごみを処分しました。

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【内容】市民等が任意に行なう海岸・河川の清掃美化の際、発生す
るごみを市が回収しており、平成２８年度では、海岸で３９件、
２，１６９人、河川で５件、１１０人の参加がありました。

都市計画課

【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【内容】河川の周辺で開発行為等があった場合に、濁水が河川に流
出しないように、沈砂池を設けるように指導しました。

建設事業課

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【内容】二ツ目川、手宮仲川、トヨクラ川、張碓右１の沢川等の河
川改良工事については、環境に配慮して実施しました。

4.継続

区分 4.継続

【今後の取組について】 区分 4.継続

【今後の取組について】 区分 4.継続

【内容】ラブリバー制度による事業の一環として、支流7河川を含
む河川内外の草刈り及びゴミ収集等の活動を、地域住民、北海道及
び小樽市が一体となって行いました。

▶勝納川清掃活動

用地管理課
建設事業課

【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【保全活動の推進】
●市民参加による河川や海岸の
清掃美化など保全活動を支援し
ます。

▶ボランティア清掃

清掃事業所

【今後の取組について】 区分

第５章　環境基本計画

◆個別施策 （２） 河川・海岸の保全
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※保護区域やその周辺での開発行為等の実施はありませんでした。

　　　個別施策　（３） すぐれた自然の保全

１．環境指標

環境指標
現状値

（H25年度）
（参考）
H27年度

H28年度
目標値

（H36年）

２．市の取組

市の取組指針 実施内容（H28年度実績） 関係課名

【自然保護区域の適正な保全
管理】
●環境緑地保護地区や自然景観
保護地区、記念保護樹木の保全
は、北海道と連携しながら取り
組みます。
●自然保護監視員等との連携を
取りながら保護区域内の巡回を
継続していきます。

▶環境緑地保護地区等の巡回

環境課

【区分】

計画達成度 A.達成

H28年度実績に対する評価・考察

　環境緑地保護地区・自然景観保護地区について、H28年度は、目標値「現状を維持する（８か所）」を達成し、
記念保護樹木・保存樹木・保全樹林についても、目標値「現状を維持する（15か所）」を達成しました。
　　　※内訳　環境緑地保護地区５か所、自然景観保護地区３箇所
　　　　　　　記念保護樹木２か所、保存樹木7か所、保全樹林6か所

今後の取組について

　ホームページやパンフレット、説明板により、環境緑地保護地区及び記念保護樹木・保存樹木等の自然環境保全
について周知啓発を行い、自然と調和したまちなみの保全に努めます。

環境緑地保護地区・自然景観保護地区 8か所 8か所 8か所 現状を維持する

記念保護樹木・保存樹木・保全樹林 15か所 15か所 15か所 現状を維持する

【自然保護区域の保全への配
慮】
●保護区域やその周辺での整
備・開発は必要最小限に抑え、
環境への十分な配慮に努めま
す。
●周辺で開発行為や事業活動が
実施される場合には、環境への
配慮を促します。

4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【内容】環境緑地保護地区、自然景観保護地区及び記念保護樹木に
ついて延べ16回の巡回を実施しました。

【今後の取組について】 区分 4.継続

【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【内容】景観条例に基づき指定した保存樹木等については、ホーム
ページや説明板等で広く市民や観光客へ周知、ＰＲしています。

都市計画課
環境課

【今後の取組について】

【保全活動の推進】
●市民参加による保護区域やそ
の周辺での清掃美化など保全活
動を支援します。
●市が指定する保存樹木・保全
樹林の周知を行い、保全意識の
啓発に努めます。

▶自然景観等保全事業

まちづくり推
進課

区分 4.継続

第５章　環境基本計画

◆個別施策 （３） すぐれた自然の保全
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※野生動植物の生息・生育場所やその周辺での開発行為等の実施は
ありませんでした。

鳥獣保護区面積（４区域） 843ha 843ha 843ha 現状を維持する

計画達成度 A.達成

　施策方針　１ー２　多様な生き物の保全

　　　個別施策　（１） 野生動植物の保護

１．環境指標

環境指標
現状値

（H25年度）
（参考）
H27年度

H28年度
目標値

（H36年）

【野生動植物の生息・生育環
境の保全】
●多様な野生動植物の生息・生
育場所である森林や河川・海岸
等の保全に努めます。
●野生動植物を実態調査し、生
息・生育状況の把握に努めま
す。
●鳥獣の保護と狩猟の適正化を
図ります。

▶有害鳥獣駆除対策

農政課

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【内容】市内４区域に存在する鳥獣保護区内における鳥獣被害が発
生した際には、道に許可申請の手続きのうえ、鳥獣の駆除を実施す
ることにはしていますが、平成28年度の実績はありませんでし
た。

H28年度実績に対する評価・考察

　森林内に生息する鳥獣を手軽に見ることができ、市民の憩いの場、自然観察の場として提供するため、随時、鳥
獣保護区内を巡視することにより生態系阻害の防止に努めました。

今後の取組について

　今後も自然との触れ合いの場として提供できるよう、鳥獣が安定した生息ができるよう管理に努めていきます。

２．市の取組

市の取組指針 実施内容（H28年度実績） 関係課名

都市計画課
環境課
農政課

【内容】調査研究事業である市内生物相調査を平成3年度から継続
し、市内に生息する野生動植物の実態把握を行いました。28年度
は毛無山地区等に生息する生物について調査を実施しました。ま
た、研究紀要に2編の調査報告を掲載しました。

【生態系の保全への配慮】
●野生動植物の生息・生育場所
やその周辺での整備・開発は必
要最小限に抑え、環境への十分
な配慮に努めます。
●野生動植物の生息・生育場所
やその周辺での開発行為や事業
活動が実施される場合には、環
境への配慮を促します。

▶市内生物相調査の実施（野生動植物）

総合博物館

【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【内容】ホームページ、ポスター等を利用し、ペットの生涯飼育の
徹底、遺棄禁止の啓発を行いました。

【生態系生物多様性保全の啓
発推進】
●生態系の保全やペットの遺棄
禁止について市民への啓発を行
います。

▶ペットの遺棄禁止の啓発

生活衛生課

【今後の取組について】 区分 4.継続

【今後の取組について】

【外来生物対策の推進】
●外来生物に関する情報を収
集・整理し提供することによ
り、地域固有の生態系への影響
抑制に努めます。

▶市内生物相調査の実施（外来生物）

総合博物館

【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【内容】市内生物相調査の一環として、市内に生息する外来種の把
握・記録を実施しました。

区分 4.継続

【今後の取組について】 区分 4.継続

【今後の取組について】 区分 4.継続

【区分】 4.継続

第５章　環境基本計画

■施策方針 １ー２ 多様な生き物の保全

◆個別施策 （１） 野生動植物の保護
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H28年度
目標値

（H36年）

今後の取組について

・市外からの利用者についても積極的に受け入れるようにしています。広報などで体験談の掲載などを検討中。
・栽培技術の相談については、農業改良普及センターの説明会を平日に実施していますが、利用者のために日曜日
に協議会会員による相談会も実施し、利用者のニーズにきめ細かく対応しています。
・平成27年度から越冬野菜の栽培についての取組を開始し、今後、栽培方法の研究、品目の拡大に取り組みます。

２．市の取組

市の取組指針 実施内容（H28年度実績）

H28年度実績に対する評価・考察

・申込件数は、毎年度新規申込が１０件程度あるものの、開設当初から利用してきた方々が高齢化で引退し、利用
者数の減少に繋がっています。
・一方で、１人あたり複数区画を利用する方々も増加し、現状値（H25年度）からの区画数の減少率は申込件数の
減少率より低くなっている。

関係課名

市民体験農園申込件数 120件 95件

【今後の取組について】 区分 4.継続

【自然とふれあえる場の利用
促進】
●自然とふれあえる場所や体験
学習施設、レクリエーション施
設などに関する情報提供の充実
に努め、市民の利用促進を図り
ます。 農政課

▶市民体験農園の周知

【今後の取組について】 区分 4.継続

【今後の取組について】 区分 4.継続

【今後の取組について】 区分 4.継続

▶遊歩道の情報提供

【区分】 4.継続 【計画達成度】

93件 現状より増やす

計画達成度 B.概ね予定どおり進んでいる

【内容】ニセコ積丹小樽海岸国定公園の探勝路について定期的に巡
回、点検をし、歩行に支障のある枝や草を除去したほか、北海道と
連携して危険箇所への立入禁止の看板等の設置を行いました。

▶ニセコ積丹小樽海岸国定公園内の探勝路点検等

環境課

【区分】 4.継続 【計画達成度】

【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【内容】おたる自然の村市民体験農園協議会が実施している事業に
ついて、広報誌等で市民に情報提供し、利用促進を図っています。

　施策方針　１ー３　自然とのふれあいの確保

　　　個別施策　（１） 自然とふれあえる場の創出

１．環境指標

環境指標
現状値

（H25年度）
（参考）
H27度

【内容】ニセコ積丹小樽海岸国定公園内の探勝路では、ボランティ
ア清掃が行なわれており、市と地域住民との協働により環境保全に
取り組んでいます。

A.予定どおり進んでいる

【内容】旭展望台周辺の遊歩道については、市民の利用促進を図る
ため、市のホームページで情報を提供しています。

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

B.概ね進んでいる

▶旭展望台周辺遊歩道の整備、安全確保

農政課

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【内容】・旭展望台周辺に遊歩道を１８コース（総延長１４キロ
メートル）用意し、市民の森林浴、憩いの場として提供していま
す。・遊歩道の通行の妨げとなった倒木の除去、夏季の除草作業な
どを実施しています。

【今後の取組について】 区分 4.継続

第５章　環境基本計画

【保全活動の推進】
●市民参加による遊歩道の清掃
美化など保全活動を支援しま
す。

▶遊歩道でのボランティア清掃

清掃事業所

【自然とふれあえる場の整
備】
●自然を体験学習できる施設、
遊歩道などを整備し、自然とふ
れあえる場の確保に努めます。
●国定公園内の探勝路や案内板
などは、北海道と連携しながら
整備を図ります。
●市内外からの来訪者に対して
施設利用についてのマナー啓発
に努めます。

■施策方針 １ー３ 自然とのふれあいの確保

◆個別施策 （１） 自然とふれあえる場の創出
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A.達成

　施策方針　２－１　空気と水がきれいな環境の確保

　　　個別施策　（１） 大気の保全

１．環境指標

環境指標
現状値

（H25年度）
（参考）
H27年度

H28年度
目標値

（H36年）

基本目標２　安全で安心して暮らせるまちづくり

大気の環境基準値超過件数
（常時監視項目）

０件 0件

環境課

【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【内容】大気汚染防止法、北海道公害防止条例、小樽市公害防止条
例に基づき工場・事業場に対する立入検査を116件実施し、規制
基準の遵守等について指導したほか、１2件については必要な届出
等の提出について指導を行いました。

【今後の取組について】 区分 4.継続

【内容】銭函一般環境大気測定局に設置している浮遊粒子状物質測
定装置について、耐用年数の超過に伴い、機器の更新を行いまし
た。

【自動車排出ガス対策の推
進】
●低公害車の普及とアイドリン
グストップ運動の推進、公共交
通機関の利用促進など自動車排
出ガス対策に取り組みます。

▶アイドリングストップ等の普及啓発

【工場・事業場での公害防止
対策の推進】
●ばい煙や粉じんなど大気汚染
物質の発生源となる工場・事業
場に対して、立入調査を実施
し、規制基準の順守と施設の適
正管理について必要な指導を行
います。

▶ばい煙発生施設等立入検査

環境課

環境課

【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【内容】市内４箇所の測定局にて、大気汚染物質を常時測定し監視
を行いました。二酸化硫黄、二酸化窒素、一酸化窒素、浮遊粒子状
物質、微小粒子状物質（PM2.5）、有害大気汚染物質（ベンゼ
ン）の全項目にて環境基準を達成しました。

▶大気汚染監視測定機器整備事業費

【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【大気環境の監視】
●大気汚染の状況を把握するた
め、観測・監視を行います。

▶大気汚染調査費、有害大気汚染物質対策事業費

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【内容】パンフレット「環境にやさしいエコ・アクション・プログ
ラム」配布により、公共交通機関の利用促進や、自動車の急発進・
急加速・空ぶかしの自粛などについての啓発を実施しました。（配
布部数：308部）

【今後の取組について】 区分 4.継続

【今後の取組について】 区分 4.継続

H28年度実績に対する評価・考察

　市内４箇所の測定局にて大気汚染の常時監視を実施し、二酸化硫黄、二酸化窒素、一酸化窒素、浮遊粒子状物
質、微小粒子状物質（PM2.5）、有害大気汚染物質（ベンゼン）の全項目にて環境基準を達成しました。

今後の取組について

　今後も引き続き大気環境の常時監視を行い、環境基準の達成状況を把握するとともに、大気汚染防止法、小樽市
公害防止条例に基づく工場・事業場の立入検査の実施等、大気汚染防止対策を推進し、環境基準の達成に努めてい
きます。

２．市の取組

市の取組指針 実施内容（H28年度実績） 関係課名

【今後の取組について】 区分 4.継続

０件 現状を維持する

計画達成度

第５章　環境基本計画

【基本目標２】安全で安心して暮らせるまちづくり

■施策方針 ２－１ 空気と水がきれいな環境の確保

◆個別施策 （１） 大気の保全
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【水環境の監視】
●河川・海域の水質状況を把握
するため、観測・監視を行いま
す。

▶河川・海水調査

環境課

【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【内容】河川調査については、春、夏、秋においてそれぞれ３回、
計９回の水質調査を実施し、概ね良好な結果となっています（環境
基準値の設定なし）。また、海水調査については、運河４地点にお
いて年１２回水質調査を実施し、全地点において環境基準値を達成
しました。

H28年度実績に対する評価・考察

小樽運河４地点で水質調査を実施し、全地点において環境基準を達成しました。
　　・環境基準値：COD値８mg/l
　　・測定結果
　　　　　採水地点　①運河北端　：COD値3.8mg/l
　　　　　　　　　　②運河北浜橋：COD値4.3mg/l
　　　　　　　　　　③運河中央橋：COD値2.6mg/l
　　　　　　　　　　④運河浅草橋：COD値2.8mg/l

今後の取組について

　今後も引き続き小樽運河の水質調査を行い、環境基準の達成状況の把握を行います。

２．市の取組

市の取組指針 実施内容（H28年度実績） 関係課名

区分 4.継続【今後の取組について】

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【内容】油流出事故や水質汚濁の原因となる排水を排出している工
場・事業場に対して立入調査を合計１３件実施し、必要な指導を行
いました。

環境課

【工場・事業場での公害防止
対策の推進】
●水質汚濁物質の発生源となる
工場・事業場に対して、北海道
と連携して立入調査を実施し、
規制基準の順守と施設の適正管
理について必要な指導を行いま
す。

▶水質関係立入調査

【今後の取組について】 区分 4.継続

 

【内容】４月から１１月の期間で、市内において監視パトロールを
実施しています。また、ホームページにおいて、野外焼却が原則禁
止であることを周知しています。市民等からの通報があった際は、
現場確認のうえ、関係機関と連携し対応しました。

環境課

【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【野外焼却対策の推進】
●野焼き防止を図るため、啓発と監
視に努めます。

▶監視パトロール等

【内容】大気汚染に関する市民からの苦情が6件寄せられ、発生源
の調査と指導を行いました。

▶公害苦情対応（大気汚染）

清掃事業所
ごみ減量推進
課

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【今後の取組について】 区分 4.継続

【今後の取組について】 区分 4.継続

【公害苦情対策の推進】
●公害発生源を調査し適正な防
止策が図られるよう努めます。

水質の環境基準値超過件数
（運河４地点）

０件 0件 ０件 現状を維持する

計画達成度 A.達成

　　　個別施策　（２） 水質の保全

１．環境指標

環境指標
現状値

（H25年度）
（参考）
H27年度

H28年度
目標値

（H36年）

第５章　環境基本計画

◆個別施策 （２） 水質の保全
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▶水洗化普及促進

【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

１．環境指標

環境指標
現状値

（H25年度）
（参考）
H27年度

H28年度
目標値

（H36年）

【生活排水対策の推進】
●下水道の更新整備・接続、合
併処理浄化槽への転換推進を
図っていきます。
●生活排水による水質汚濁防止
の啓発を行います。

【今後の取組について】 区分

環境課

計画達成度 A.達成

【内容】水洗便所改造資金貸付制度のＰＲ活動、戸別訪問及びチラ
シ配布による促進を行いました。

▶合併処理浄化槽設置整備事業費補助金

【今後の取組について】 区分 4.継続

【今後の取組について】 区分 4.継続

区分 4.継続

水道局

▶管渠の更新整備

【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【内容】水質汚濁に関する市民からの苦情が8件寄せられ、発生源
の調査と指導を行いました。

管理課

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【内容】公共下水道整備計画区域外に居住する非水洗又は単独浄化
槽を設置している世帯に対し、合併処理浄化槽設置費用の一部を助
成することにより、合併処理浄化槽の設置を促進する事業です。平
成２８年度は補助金の申請がありませんでした。

騒音の環境基準値超過件数
（一般環境騒音）

０件 0件 ０件 現状を維持する

【公害苦情対策の推進】
●公害発生源を調査し適正な防
止策が図られるよう努めます。

▶公害苦情対応（水質汚濁）

　施策方針　２－２　音や臭いが気にならない環境の確保

　　　個別施策　（１） 騒音・振動・悪臭対策の推進

【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【内容】耐用年数を超過した管渠に対し行った劣化調査を踏まえ、
緊急性の高い管渠の更新を行いました。

4.継続

【今後の取組について】

H28年度実績に対する評価・考察

　市内１０地点において、一般環境騒音の測定を実施し、全ての地点において環境基準値を達成しました。
　　●一般環境騒音の環境基準
　　　　地域類型Ａ及びＢ　　　昼（6～22時）55デシベル　　夜（22～6時）45デシベル
　　　　地域類型Ｃ　　　　　　昼（6～22時）60デシベル　　夜（22～6時）50デシベル
　　　　　※Ａ：専ら住居の用に供される地域　　Ｂ：主として住居の用に供される地域
　　　　　　Ｃ：相当数の住居と併せて商業、工業等の用に供される地域
　　●測定結果：地域類型Ａ：4地点　昼41～49デシベル、夜33～44デシベル
　　　　　　　　地域類型Ｂ：2地点　昼43～45デシベル、夜35～40デシベル
　　　　　　　　地域類型Ｃ：4地点　昼45～49デシベル、夜36～41デシベル

今後の取組について

　今後も引き続き一般環境騒音の測定を行い、環境基準の達成状況を把握するとともに、工場・事業場に対し騒音
規制法、小樽市公害防止条例で規定する騒音発生施設の規制基準の遵守と適正な施設管理の指導のほか、迅速な苦
情対応など、総合的な騒音防止対策を推進し、環境基準の達成に努めていきます。

第５章　環境基本計画

■施策方針 ２－２ 音や臭いが気にならない環境の確保

◆個別施策 （１） 騒音・振動・悪臭対策の推進
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環境課

【区分】

【今後の取組について】 区分 4.継続

【自動車交通騒音・振動対策
の推進】
●主要幹線道路の自動車交通騒
音・振動の調査を実施し、状況
の把握を行います。
●道路沿道の自動車交通騒音緩
和のため、国や北海道と協力し
て、遮音壁や低騒音舗装、植樹
帯の整備などに努めます。
●交通騒音低減のため、自動車
使用の抑制と公共交通機関の利
用促進を図ります。
●自動車の急発進・急加速・空
ぶかしの自粛など、騒音防止の
啓発を行います。

▶自動車交通騒音・振動調査

【今後の取組について】 区分 4.継続

4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【内容】自動車交通騒音測定・面的評価は、実測と推計により、環
境基準に適合している戸数及び割合を算出し評価する方法です。こ
れにより、道路の近接空間（道路端から20m以内（２車線以下は
15ｍ）)で昼・夜において基準値以下の戸数は95.9％、非近接空
間（50mの評価範囲のうち近接空間以外）で昼・夜において基準
値以下の戸数は97.2％となりました。

２．市の取組

市の取組指針 実施内容（H28年度実績） 関係課名

区分 4.継続

環境課

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【内容】パンフレット「環境にやさしいエコ・アクション・プログ
ラム」配布により、公共交通機関の利用促進や、自動車の急発進・
急加速・空ぶかしの自粛などについての啓発を実施しました。（配
布部数：308部）

【工場・事業場での公害防止
対策の推進】
●騒音・振動・悪臭の発生源と
なる工場・事業場に対して、規
制基準の順守と施設の適正管理
について必要な指導を行いま
す。
●騒音・振動が発生する建設作
業に対して、低騒音・低振動型
機械の導入や適正な作業時間の
設定など、周辺への配慮を徹底
するよう指導します。

▶騒音・振動関係法令に基づく届出

▶特定建設作業の届出

【区分】 4.継続

▶公共交通機関の利用促進等

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【内容】パンフレット「身近な環境を守るために私たちができるこ
と」により、法令の規制のない近隣騒音について、騒音防止に配慮
するよう啓発を行いました。

【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【内容】さく岩機やくい打ち機等を使用する特定建設作業の届出件
数は、騒音規制法が29件、振動規制法が16件あり、低騒音・低振
動型機械の使用や適正な作業時間の設定、付近住民への周知の徹底
などについて指導を行いました。

【今後の取組について】

【内容】工場・事業場からの騒音・振動関係法令に基づく届出受理
数は、騒音規制法2件、振動規制法0件、北海道公害防止条例１4
件、小樽市公害防止条例4件でした。届出に応じて規制基準の遵守
と施設の適正管理について必要な指導を行いました。

【今後の取組について】 区分 4.継続

【今後の取組について】 区分 4.継続

【今後の取組について】 区分 4.継続

【公害苦情対策の推進】
●公害発生源を調査し適正な防
止策が図られるよう努めます。

▶公害苦情対応（騒音・振動・悪臭）

環境課

【区分】 4.継続

【近隣騒音対策の推進】
●住宅地での生活騒音抑制の啓
発を行います。

▶パンフレットによる啓発

環境課

【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【内容】騒音に関する市民からの苦情が5件、振動関係が1件、悪
臭関係が9件寄せられ、発生源の調査と指導を行いました。

第５章　環境基本計画
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【内容】市内を１７地域に分け、効率的にごみ・資源物の回収を実
施しています。冬期間パッカー車が通行困難な地域は小型車にて対
応するなど、市民サービスの維持に努めています。また、回収した
資源物の一部は入札により売却しています。

２．市の取組

市の取組指針 実施内容（H28年度実績） 関係課名

計画達成度 A.達成

H28年度実績に対する評価・考察

Ｈ２４年度と比べ、ひとりあたりの排出量は若干減少していますが、ほぼ一定の値に収まっています。

H28年度
目標値

（H36年）

市民一人１日当たりの生活系ごみ排出量

【ごみ収集の効率化】
●分別区分や品目、回収方法な
どを見直し効率的な収集体系の
構築を図ります。
●ごみステーションの設置補助
などで集積拠点の拡充と整備を
図ります。

▶資源物分別収集事業費

ごみ減量推進
課

【区分】

【今後の取組について】 区分 4.継続

4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【内容】事業系一般廃棄物の発生抑制を目的に資源化に向けた情報
提供や適正処理の監視・指導を推進しています。平成２８年度は、
一般廃棄物処理基本計画に基づき、特に食品廃棄物を中心とした事
業系一般廃棄物の減量を呼びかける啓発資料を作成し、啓発に努め
ました。

【今後の取組について】 区分 4.継続

ごみ減量推進
課

【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【内容】不適正なごみの排出は、業務の支障となるため、職員によ
るこまめな巡回と指導を実施し、適正処理と減量化を推進していま
す。

【内容】家庭ごみを排出するごみステーションの設置費の一部を助
成し、整備を推進しています。

【ごみ処理の適正化】
●廃棄物処理施設での適正なご
み処理と施設の維持管理を行い
ます。
●家庭や事業所でのごみの適正
処理・減量化に向けた啓発・指
導を行います。

▶資源物分別収集事業費

▶事業系廃棄物減量推進事業

【区分】

【内容】北しりべし広域クリーンセンター、廃棄物最終処分場、産
業廃棄物最終処分場等の適正な維持管理を継続しています。

▶桃内施設等維持管理業務委託料等

【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【今後の取組について】 区分 4.継続

基本目標３　資源を大切にするまちづくり

　施策方針　３－１　ごみ減量化と資源物有効利用の推進

　　　個別施策　（１） ごみの適正処理

１．環境指標

現状値
（H24年度）

（参考）
H27年度

▶ごみ箱設置費等助成金

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【今後の取組について】 区分 4.継続

【今後の取組について】 区分 4.継続

環境指標

今後の取組について

生ごみの水切りや、食品ロスの減量の取組を強化しごみの量の減量化に努めます。

476g/人・日 482g/人・日 456g/人・日 現状より減らす

第５章　環境基本計画

【基本目標３】資源を大切にするまちづくり

■施策方針 ３－１ ごみ減量化と資源物有効利用の推進

◆個別施策 （１） ごみの適正処理
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【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【内容】近年大きな環境問題となっている廃棄物の不法投棄等の対
策として、不法投棄監視員を配置（４月～１１月）し、不法投棄重
点地区を巡回。また、啓発用立看板等の設置も行い、その抑止及び
早期発見に努めています。

【ごみの不法投棄・野焼き対
策の推進】
●定期的なパトロールや看板設
置などにより未然防止を図りま
す。
●北海道や警察など関係機関と
も連携しながら監視・通報体制
の強化に努めます。
●家庭や事業所でのごみの不法
投棄・野焼き防止に向けた啓
発・指導を行います。

▶不法投棄等対策経費

【今後の取組について】 区分 4.継続

【発生抑制（リデュース）】
●「小樽市一般廃棄物処理基本
計画」に基づき、計画的にごみ
の減量化を推進します。
●「小樽市分別収集計画」に基
づき、容器包装廃棄物の分別収
集を推進します。
●ごみの発生抑制による減量化
に向けた啓発を行います。
●ごみの減量化に積極的に取り
組んでいる店舗をエコショップ
に認定し、広く周知します。
●市民や事業者によるごみ減量
化の取組を支援します。

▶一般廃棄物処理基本計画

ごみ減量推進
課

【区分】 4.継続

計画達成度 A.達成

H28年度実績に対する評価・考察

　資源物排出量は、平成１７年のごみ有料化後、増加を続けてきましたが、近年ほぼ一定の数値に収束していま
す。

今後の取組について

　回収品目の拡大など、リサイクル率の向上を検討します。

目標値
（H36年）

138g/人・日 148g/人・日 143g/人・日 現状より増やす

【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【内容】本基本計画を策定し、減量化や再資源化の推進を図り、持
続可能な循環型社会の構築をめざしています。

【今後の取組について】 区分 4.継続

２．市の取組

4.継続

現状値
（H24年度）

環境指標

市民一人１日当たりの生活系資源物排出量

【今後の取組について】 区分

市の取組指針

【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【内容】環境にやさしいエコショップを審査・認定し、ホームペー
ジを通じ紹介しています。認定店舗数　４５店

4.継続

▶エコショップ認定制度

【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【今後の取組について】

▶ごみ減量等市民啓発事業費

実施内容（H28年度実績） 関係課名

【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

H28年度

清掃事業所
ごみ減量推進
課

１．環境指標

（参考）
H27年度

区分

　　　個別施策　（２） ３Ｒの推進

ごみ減量推進
課

【内容】まち育てふれあいトーク等の機会を通じ、３Ｒ運動の啓蒙
を実施。平成２８年度は、ふれあいトークの実施はありませんでし
たが、西陵中学校の総合学習、資源回収運動研修会を実施しまし
た。

【内容】全戸にごみ・資源物の収集カレンダーを配布し、適正にご
み・資源物を排出し、ごみの減量化に対する意識の高揚を図ってい
ます。配布枚数約６８，０００枚

▶３Ｒの啓蒙活動

【区分】

区分 4.継続

【今後の取組について】 4.継続

第５章　環境基本計画

【再使用（リユース）】
●再生品・再生利用品の利用促
進に向けた啓発を行います。
●広報を通して不用品登録によ
る交換・譲渡などの活用促進を
支援します。

◆個別施策 （２） ３Ｒの推進
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▶不用品リサイクル推進事業

環境指標

市民一人当たりの都市公園面積

生活安全課

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【内容】各家庭で使用しなくなった家庭用品の再利用を推進するた
め、広報おたるに毎月掲載し啓発を行いました。

【今後の取組について】 区分 4.継続

区分 5.その他

【区分】

基本目標４　潤いと安らぎのあるまちづくり

　施策方針　４－１　緑にふれあえ、水と親しめる空間の確保

　　　個別施策　（１） 公園・緑地と水辺の整備

【今後の取組について】 区分 4.継続

【資源化（リサイクル）】
●リサイクル教室・講座など資
源化に関する事業を推進しま
す。
●環境イベントの開催やリサイ
クルプラザの活用などを通して
資源化に向けた啓発を行いま
す。
●市民や事業者による資源化の
取組を支援します。

▶集団資源回収事業費

ごみ減量推進
課

【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【内容】市の収集業務に頼らず、市民が収集業者に資源を直接引き
渡す資源回収運動を助成することにより、回収運動が活発化するた
め、ごみの発生を抑制し、ごみの減量化により収集業務の負担を軽
減できる。平成２８年度実施団体数296団体、実施回数2,102
回、回収量2,777トン。

計画達成度 B.概ね予定どおり進んでいる

10.09㎡ 10.54㎡ 10.72㎡ 12㎡

１．環境指標

現状値
（H24年度）

（参考）
H27年度

H28年度
目標値

（H3２年）

関係課名

4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【内容】小樽公園・市内公園（３公園）の整備を行いました。

【今後の取組について】 区分 4.継続

実施内容（H28年度実績）

▶緑の基本計画推進事業

都市計画課

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【内容】公園・緑化の整備、緑化等の計画の推進状況を把握するた
め、平成２７年度末現在における「小樽市緑の基本計画」の推進状
況調査を実施しました。

公園緑地課

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【内容】旧国鉄手宮線の整備を行い、全区間の整備が完了しまし
た。

【今後の取組について】

【今後の取組について】 区分 4.継続

▶旧国鉄手宮線の整備

【公園・緑地の整備】
●「小樽市緑の基本計画」に基
づき、気軽に利用することがで
き、地域の特性などもいかした
魅力あふれる公園・緑地の整備
を進めます。
●利用者の安全や快適性などを
確保するよう維持管理の充実を
図ります。

▶社会資本整備総合交付金事業

公園緑地課

２．市の取組

市の取組指針

H28年度実績に対する評価・考察

　新たに公園を作るには用地の確保が難しい状況ですが、公園施設長寿命化計画に基づき、既存遊具の更新等を優
先的に行いました。

今後の取組について

　公園施設長寿命化計画に基づき、市民ニーズに対応できる充実した公園・緑地の整備に努めます。

第５章　環境基本計画

【基本目標４】潤いと安らぎのあるまちづくり

■施策方針 ４－１ 緑にふれあえ、水と親しめる空間の確保

◆個別施策 （１） 公園・緑地と水辺の整備
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【内容】手宮公園・花園グリーンロード・最上公園へ苗の植栽を行
いました。

【区分】

環境指標
現状値

（H25年度）
（参考）
H27年度

H28年度
目標値

（H36年）

【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【内容】運河公園内の噴水等の施設の点検・清掃を定期的に実施し
ています。

【今後の取組について】 区分

▶自然観察会等普及事業の実施

【区分】

【今後の取組について】 区分

【今後の取組について】 区分 4.継続

港湾室

【緑化の推進】
●公共施設や民有地の緑化を推
進し、市街地の潤いづくりに努
めます。
●イベントや野外学習の場など
緑とふれあう機会の充実を図り
ます。

4.継続

▶総合博物館構内の緑化

【区分】

4.継続

4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【内容】自然観察会等の博物館の普及事業や出前授業等で郷土の自
然と触れ合う機会を提供しました。

総合博物館

【区分】

4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

公園緑地課

　施策方針　４－２　良好な景観の形成

　　　個別施策　（１） まちなみ景観の創出

【保全活動の推進】
●花壇の整備や植樹を行う団体
の育成と支援に努めます。
●市民参加による公園や水辺の
清掃美化、維持管理などの活動
を支援します。

▶小樽市花いっぱいコンクール

１．環境指標

【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【内容】本コンクールは市民に広く花を愛する心を育てる「花いっ
ぱい運動」をさらに推進するため、町会や学校、職場等において花
壇づくりに取り組んでいる事例を募集し、その努力を讃えるととも
にうるおいとやすらぎのある街づくりの一層の進展を図るもので
す。

▶環境緑化推進事業

【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【内容】総合博物館のボランティア制度に登録している環境ボラン
ティア会員により、構内の草木の整備や館入口前などの敷地にプラ
ンター花木を設置して美化に努めています。

【今後の取組について】 区分 4.継続

【今後の取組について】 区分 4.継続

4.継続

4.継続

生活安全課

計画達成度

小樽歴史景観区域 131.6ha 131.6ｈa 131.6ha 現状を維持する

【水辺の整備】
●散策路や小広場など親水空間
を確保した水辺の整備を図りま
す。

▶運河公園の施設維持管理

A.達成

H28年度実績に対する評価・考察

　平成28年度現在、小樽歴史景観区域の面積は131.6haで変更はありません。小樽歴史景観区域では、景観の特
性や歴史的背景を考慮して15地区に区分されており、各々の地区で景観形成に係る基準が異なり、条例に基づき、
届出・申請により事業者等と協議を行い、小樽らしい良好な景観の形成を進めています。

今後の取組について

　小樽歴史景観区域内の建築物等の建築や屋外広告物の設置等については、景観に与える影響が大きいことから、
今後も条例に基づく届出・申請により事業者等と協議を行うなど、良好な景観形成の誘導を図ります。

第５章　環境基本計画

■施策方針 ４－２ 良好な景観の形成

◆個別施策 （１） まちなみ景観の創出
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A.達成

【小樽らしい都市景観の創
出】
●「小樽市景観計画」などに基
づき、新旧調和の取れた都市景
観づくりを進めます。
●小樽歴史景観区域では、歴史
的建造物と調和した小樽らしい
まちなみの形成を図ります。
●建築物の建築や屋外広告物の
設置などに対しては、条例など
に基づき地域の特性を踏まえた
良好な景観形成の誘導に努めま
す。

▶まちなみ景観創出事業（建築物等）

まちづくり推
進課

【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【内容】届出の計画に対して、小樽市景観計画の内容に基づいた協
議や指導等を行うことにより、良好な景観形成を図りました。（届
出件数）景観計画区域：Ｈ28～29件　小樽歴史景観区域：H28
～10件

市の取組指針 実施内容（H28年度実績） 関係課名

【今後の取組について】 区分 4.継続

区分 4.継続

【内容】平成24年7月から本市独自の屋外広告物の基準を規定し
た小樽市屋外広告物条例を施行し、屋外広告物の設置に係る許可事
務を行っています。（許可件数）H28年度～130件

【啓発活動の推進】
●都市景観賞、八区八景めぐり
等のイベント実施など、景観に
対する理解と意識の向上を図る
啓発活動を推進します。

▶都市景観形成啓発推進事業(八区八景めぐり等）

まちづくり推
進課

【区分】 4.継続 【計画達成度】

（参考）
H27年度

75件

計画達成度

　施策方針　４－３　歴史と文化をいかした環境の保全

　　　個別施策　（１） 歴史的・文化的遺産の保全と活用

１．環境指標

指定歴史的建造物の件数 73件

H28年度実績に対する評価・考察

【今後の取組について】

【今後の取組について】 区分

H28年度
目標値

（H36年）

78件 現状より増やす

　歴史的建造物は、本市の景観行政の根幹をなすものであり、景観形成上の重要な要素となっています。また、観
光行政を進めるうえでも大切な資源となっていることから、引き続き歴史的建造物の維持保全に係る事業を進めて
いきます。

【内容】（小樽八区八景めぐり）市民を対象に大型バスを利用し
て、小樽八区八景をめぐる。H28年度～参加者：45名
（歴史的建造物めぐり）市民を対象に大型バスを利用して、歴史的
建造物をめぐる。H28年度～参加者：44名
（小樽まちなみ散策）市民を対象に座学を行い、その後、市内の重
要な施設等の説明を聞きながらまちを散策する。H28年度～参加
者：40名

▶まちなみ景観創出事業（屋外広告物）

【区分】

A.予定どおり進んでいる

２．市の取組

4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

　指定歴史的建造物に「旧小樽保証牛乳㈱」、「旧磯野支店倉庫」、「旧杉森喜一郎邸」が追加され、件数は78件
となりました。

今後の取組について

4.継続

環境指標
現状値

（H2６年６月）

第５章　環境基本計画

■施策方針 ４－３ 歴史と文化をいかした環境の保全

◆個別施策 （１） 歴史的・文化的遺産の保全と活用
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【区分】 2.拡大

関係課名

【歴史的建造物・文化財の保
全と活用】
●郷土に残る貴重な歴史的建造物の
登録と伝統的な文化財の指定の検討
を行い、市民の協力を得ながら適切
な保全と継承に努めます。
●歴史的建造物や文化財に関するパ
ンフレットや案内板・説明板などを
通して、保存・継承に向けた啓発に
努めます。
●登録・指定歴史的建造物の保全に
係る技術的・経済的支援に努めま
す。
●市外や外国からの来訪者に対して
は、分かりやすい案内・説明の周知
に努めます。
●総合博物館などで郷土資料に関す
る展示内容の充実を図ります。
●歴史的建造物や文化財の特色をい
かしながら、憩いの場や観光資源と
しての活用を図ります。

▶歴史的建造物等保全推進事業（説明板等）

まちづくり推
進課

区分 2.拡大

▶博物館収蔵資料の収集、保存

【区分】 4.継続 【計画達成度】

総合博物館

【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【内容】歴史的・文化的遺産である博物館収蔵資料について、常設
展・企画展及び普及事業における公開・活用を実施しました。ま
た、資料の利用申請を受け、外部団体・個人による資料の活用を支
援しました。

B.概ね進んでいる

【今後の取組について】 区分 4.継続

▶博物館収蔵資料の公開・活用

【内容】小樽市に所在する歴史ある文化財を保存・伝承する団体
（松前神楽小樽保存会・忍路鰊場の会・向井流水法会）を援助する
ことにより、かけがえのない文化遺産を後世に引き継ぎます。

【今後の取組について】 区分 4.継続

【今後の取組について】 区分

【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

▶松前神楽小樽保存会・忍路鰊場の会・向井流水法会補助金

▶歴史的建造物等保全推進事業（助成）

A.予定どおり進んでいる

生涯学習課

【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【計画達成度】

【計画達成度】

区分 4.継続

【内容】ライトアップ機器の維持管理
　歴史的建造物である日本銀行旧小樽支店金融資料館、旧三井銀
行、運河倉庫群（北日本倉庫港運、渋澤倉庫、大同倉庫、小樽倉
庫）、旧小樽倉庫、旧日本郵船㈱小樽支店へのライトアップを行
い、多くの観光客から好評を博しており、小樽のイメージアップに
大きく貢献しています。

【内容】歴史文化基本構想策定事業は小樽市が平成2８年度から
３ヵ年計画で行っています。本事業は、小樽市が策定する総合計画
等の文化財の保存活用に関する方針を反映したものです。また、年
に数回、市民参加型のワークショップ・シンポジウムを開催してお
り、行政、文化財所有者、市民の連携を促進し、小樽市内に所在す
る文化財の保存と活用に対する意識の高揚を図っています。

【保全活動の推進】
●市民参加による文化財の調査、維
持管理など保全活動を支援します。
●伝統文化を伝える後継者の育成と
保存団体の支援を図ります。

4.継続

歴史的建造物の老朽化は年々進行しています。今後、助成要望の増
加も考えられることから、事業の拡大を検討する必要があります。

▶ロマネスクイルミネーション経費

【今後の取組について】 区分 4.継続

２．市の取組

市の取組指針 実施内容（H28年度実績）

生涯学習課

【区分】 4.継続

4.継続

【内容】歴史的・文化的遺産の散逸を防ぎ、次世代へ引き継ぐため
の資料の収集活動と収蔵庫による保存・管理作業を継続していま
す。

▶歴史文化基本構想策定事業

A.予定どおり進んでいる

【今後の取組について】

【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【内容】指定歴史的建造物に「旧小樽保証牛乳㈱」、「旧磯野支店
倉庫」、「旧杉森喜一郎邸」が追加され、それぞれの建物に説明板
及び銘板を設置しました。

【内容】小樽の歴史と自然を生かしたまちづくり景観条例に基づく
助成金等交付要綱に基づき、指定歴史的建造物「旧中越銀行小樽支
店」「住吉神社社務所」「坂牛邸」に助成を行いました。

観光振興室

【区分】

【今後の取組について】

区分 4.継続

【今後の取組について】

第５章　環境基本計画
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　施策方針　５－１ 地球環境の保全

【地球温暖化防止対策の推
進】
●「小樽市温暖化対策推進実行
計画」に基づき、市が率先して
公共施設の管理や職員の取組に
より、事務事業から排出される
温室効果ガスの削減に努めま
す。
●環境に関する講座やイベント
の開催、パンフレットの配布な
どを通して、家庭や事業所での
地球温暖化防止に向けた啓発を
行います。

▶第３次小樽市温暖化対策推進実行計画

【内容】第３次小樽市温暖化対策推進実行計画（計画期間：平成２
４年度～平成３３年度） について、平成２8年度の温室効果ガス
排出量は平成２３年度比で12.4％削減し、目標値（平成２３年度
比で１０％）を上回る削減結果となりました。

【今後の取組について】 区分 4.継続

【計画達成度】

【今後の取組について】 区分

基本目標5　地球環境を思いやるまちづくり

　　　個別施策　（１） 地球環境問題に対する取組の推進

１．環境指標

環境指標
現状値

（H25年度）
（参考）
H27年度

H28年度
目標値

（H33年）

市事務事業からの温室効果ガス排出量
（第３次小樽市温暖化対策推進実行計画指標）

H23年度比で
6.6％削減

H23年度比で
15.7％削減

H23年度比で
12.4％削減

H23年度比で
10％以上削減

計画達成度 A.達成

H28年度実績に対する評価・考察

4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

B.概ね進んでいる

【内容】市民向けパンフレット「環境にやさしいエコ・アクショ
ン・プログラム」を308部配布、事業者向けパンフレット「おた
るエコガイド」を303部配布し、地球温暖化防止に向けて、家庭
や事業者が取り組むことができる取組の普及啓発を行いました。

【オゾン層保護に対する取組
の推進】
●オゾン層の破壊を引き起こす
温室効果ガスであるフロン類の
適正な回収・処理の推進を図り
ます。

▶自動車リサイクル法に基づくフロン類回収業者への指導

ごみ減量推進
課

【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【内容】使用済自動車に搭載されているカーエアコンからフロン類
の回収を業として行うには、自動車リサイクル法に基づくフロン類
回収業者として都道府県知事等の登録を受けることが必要。回収し
たフロン類は、フロン類運搬基準に従って自動車製造業者等へ引き
渡す義務があります。立入検査等を通じ、適正なフロン回収等につ
いて指導を実施しました。

4.継続

4.継続

第５章　環境基本計画

　平成２8年度における温室効果ガス排出量は30,028トンで、基準年度の平成２３年度と比較すると4,262トン
減少し、増減率は12.4％減となりました。また、前年度の平成２7年度における温室効果ガス排出量（28,910ト
ン）と比較すると1,118トン増加しました。
　調査項目において、Ａ重油（4,538トン減）の減少が最も多く、次いで電気使用量（1,457トン減）、灯油
（702トン減）の順となっています。一方、都市ガス（2,658トン増）は増加してます。
　平成２8年度の温室効果ガス排出量は、目標値（平成２３年度比で１０％）を上回る削減結果となりました。こ
れは平成２４年度から継続している節電行動や施設管理等の努力、施設の更新や統合、高効率の設備機器の導入等
に加えて、冬が例年に比べ暖かく降雪量も少なかったことによるものと考えられます。

今後の取組について

　今後、計画期間内を通した取組により目標を達成するためには、職員の環境配慮行動や各施設の適切な温度管理
等の継続に加えて、中長期的に見込まれる建物や設備機器の更新時にエネルギー効率の高い設計や機器を導入する
必要があります。

２．市の取組

市の取組指針 実施内容（H28年度実績） 関係課名

区分

▶地球温暖化防止の啓発

【区分】 4.継続

【今後の取組について】

環境課

【区分】

【基本目標５】地球環境を思いやるまちづくり

■施策方針 ５－１ 地球環境の保全

◆個別施策 （１） 地球環境問題に対する取組の推進
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今後の取組について

　今後も、「小樽市温暖化対策推進実行計画」に基づき、市が率先して公共施設の管理等で省エネルギーを推進す
るほか、市民、事業者に向けてパンフレット等による省エネルギーの取組の普及啓発を図っていきます。

　　　（２） エネルギーの効率的な利用と活用

１．環境指標

環境指標
現状値

（H24年度）
（参考）
H27年度

H28年度

A.予定どおり進んでいる

【内容】第３次小樽市温暖化対策推進実行計画（計画期間：平成２
４年度～平成３３年度） に基づき、職員の環境配慮行動や各施設
の適切な温度管理等、省エネルギーの取組を行いました。

【今後の取組について】 区分 4.継続

企画政策室

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

２．市の取組

計画達成度 A.達成

H28年度実績に対する評価・考察

　市民一人１日当たりの使用電力量は基準値14.7kWh（H24年度）に対し、平成２8年度は12.5kWhとなり目標
値を達成しました。減少率は約１5％となり、これは、市民、事業者及び市において、一人一人の節電行動、LED
照明など各種省エネ機器の導入や施設管理における省エネの取組によるもののほか、大きな電力需要のあった事業
者の廃業などによるものです。

▶省エネルギーの啓発

【内容】北海道主催の省エネ・新エネに関する会議において、道や
後志管内各自治体のエネルギーの活用等に関する情報を収集しまし
た。また、市内の民間事業者の風力発電の進捗状況、太陽光発電の
設置状況を把握し、今後の本市のエネルギー政策の方向性を見定め
るための情報収集を行いました。
　新エネルギーに関する各種支援制度などの情報提供は、国や道か
ら提供される情報を関係先に提供しました。

【新エネルギーの活用促進】
●再生可能エネルギーの活用に
向けた情報収集や研究を進めま
す。
●公共施設での再生可能エネル
ギー設備の導入を検討していま
す。
●新エネルギーに関する各種支
援制度などの情報を提供しま
す。

▶新エネルギー活用の情報収集等

市の取組指針 実施内容（H28年度実績） 関係課名

【省エネルギーの取組推進】
●「小樽市温暖化対策推進実行
計画」に基づき、市が率先して
公共施設の管理や職員の取組に
より、省エネルギーの推進を図
ります。
●環境に関する講座やイベント
の開催、パンフレットの配布な
どを通して、家庭や事業所での
省エネルギーに向けた啓発を行
います。
●省エネルギーに関する各種支
援制度などの情報を提供しま
す。

▶第３次小樽市温暖化対策推進実行計画　※再掲

環境課

【区分】 4.継続 【計画達成度】

【今後の取組について】 区分 4.継続

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【内容】地球温暖化防止の啓発用パンフレット「環境にやさしいエ
コ・アクション・プログラム」を308部配布、「おたるエコガイ
ド」を303部配布し、地球温暖化防止に向けて、家庭や事業者が
取り組むことができる省エネルギーの取組の普及啓発を行いまし
た。

第５章　環境基本計画

【酸性雨の監視】
●大気汚染物質が原因となって
いる酸性雨の監視を継続的に実
施します。

▶酸性雨の監視

環境課

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【内容】平成２8年度の酸性雨の測定結果については、異常値のた
め欠測扱いとしました。
※全国平均はｐＨ4.83（平成２7年度）

【今後の取組について】 区分 4.継続

【今後の取組について】 区分 4.継続

目標値
（H36年）

市民一人１日当たりの使用電力量 14.7kWh 13.1kWh 12.5kWh 現状より減らす

◆個別施策 （２） エネルギーの効率的な利用と活用
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【学習機会の拡充】
●自然観察会などの体験学習
会、まち育てふれあいトークや
リサイクル教室などの講座、環
境パネル展などのイベントを開
催し学習機会の拡充を図りま
す。
●自然を体験学習できる施設や
視察見学ができる環境関連施設
などの利用促進を図ります。
●環境学習に取り組むこどもエ
コクラブなどの団体を支援しま
す。

▶長橋なえぼ公園　自然観察会実施

公園緑地課

【区分】 4.継続 【計画達成度】 C.遅れている

【内容】５月に野鳥観察会を行いました。

H28年度実績に対する評価・考察

　人口減少や少子高齢化などの影響もあり伸び悩んでいます。

今後の取組について

　学校授業等での利用促進を図り、ホームページの内容を改良するなどしてＰＲ活動を行います。

２．市の取組

市の取組指針 実施内容（H28年度実績） 関係課名

区分 4.継続

▶自然観察会等普及事業の実施

【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【内容】各小中学校において「環境教育の全体計画」を作成し、地
域の特色を十分生かした環境教育が計画的に推進されるよう指導を
行いました。

【内容】自然観察会等の博物館の普及事業や出前授業等で野外学
習・環境学習の機会を提供しました。

【環境教育の推進】
●学校教育では「小樽市学校教
育推進計画」に基づき、子ども
たち自らが環境に配慮して行動
できる意欲や態度を身に付けら
れるよう環境教育の推進に努め
ます。
●学校給食では地産地消の献立
を取り入れます。
●環境分野の講師や指導者など
人材の育成に努めます。

▶環境教育の推進

▶学校給食物資選定と環境配慮への啓発

【今後の取組について】

総合博物館

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【今後の取組について】 区分 4.継続

学校教育支援
室
教育研究所

区分

【内容】学校給食では、北海道産の食材を優先して選定し、献立に
取り入れました。また、食育講座や給食だよりを通して、地域にお
ける食の資源の大切さや流通のしくみ、食文化などについて知識を
身に付けられるよう、環境配慮への啓発に努めました。
〔食育講座開催回数〕　平成２８年度１６４回
〔給食だより発行回数〕平成２８年度１０回（全校配布）

　施策方針　６－１　環境保全に対する意識の向上

１．環境指標

環境指標
現状値

（H25年度）
（参考）
H27年度

H28年度
目標値

（H30年）

基本目標6　みんなで環境保全に取り組むまちづくり

【今後の取組について】

森の自然館入館者数

区分 4.継続

【今後の取組について】

11,787人 11,997人 10,617人 18,500人以上

計画達成度 C.遅れている

第５章　環境基本計画

学校給食セン
ター

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

　　　個別施策　（１） 環境学習の推進

4.継続

【基本目標６】みんなで環境保全に取り組むまちづくり

■施策方針 ６－１ 環境保全に対する意識の向上

◆個別施策 （１） 環境学習の推進
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H28年度実績に対する評価・考察

　地球温暖化防止に向けた取組の普及啓発を図るため、家庭向けの温暖化対策ガイドブックである「環境にやさし
いエコ・アクション・プログラム」を308部、事業者向けのガイドブックである「おたるエコガイド」を303部、
市民及び事業者に配布し、地球温暖化防止に向けた取組の啓発を行いました。

今後の取組について

　今後も継続して、パンフレットの配布により、環境保全に対する意識の向上を図っていきます。

２．市の取組

市の取組指針 実施内容（H28年度実績） 関係課名

▶「小樽市の環境」（平成２７年度版）作成

【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

区分 4.継続

【情報内容の充実】
●市民ニーズに応えた生活上の
必要な情報や快適に過ごすため
の情報など内容の充実に努めま
す。

▶環境関連情報の更新等

環境課

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【内容】環境施策に関する情報についてインターネットや各種パン
フレットで情報発信し、随時、情報の更新・追加等を行いました。

【内容】市内の環境の現況や環境基本計画に基づき実施した施策の
状況について取りまとめた年次報告書「小樽市の環境」（平成２７
年度版）を作成し、公表しました。

【情報の提供拡充と共有化】
●市の広報誌やホームペ－ジ、
パンフレットなどを通して、的
確な情報を効果的な手段により
広く提供します。
●環境に関する講座やイベン
ト、事業者や民間団体との会
議・会合など様々な機会を利用
し、目的に応じたパンフレット
や資料の配布により情報提供を
行います。
●市民と行政との間で幅広い情
報の発信と収集、共有化を図り
ます。

【今後の取組について】 区分 4.継続

【今後の取組について】 区分 4.継続

【今後の取組について】 区分 4.継続

【内容】自然や環境に関する講演会・展示会等のパンフレット・ポ
スター等の配布・掲示を施設内で実施し、来館者への情報提供を行
いました。

【区分】

【内容】「広報おたる」やホームページ、各種パンフレットにて、
環境関連情報を発信しました。

▶環境関連パンフレット配布

▶総合博物館内におけるパンフレット配布・ポスター掲示等

総合博物館

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

4.継続 環境課

【区分】

551部 611部 現状より増やす

計画達成度 A.達成

　　　個別施策　（２） 環境情報の充実

１．環境指標

【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【内容】６月の環境月間に実施した環境パネル展や、民間団体が実
施する環境関連イベントにて各種パンフレット（「環境にやさしい
エコ・アクション・プログラム」、「おたるエコガイド」「環境基
本計画（概要版）」）を配布し、情報提供を行いました。

「環境にやさしいエコ・アクション・プログラム」
「おたるエコガイド」の配布部数

372部

現状値
（H25年度）

（参考）
H27年度

▶インターネット等による環境情報の発信

【今後の取組について】 区分 4.継続

4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

環境指標

第５章　環境基本計画

H28年度
目標値

（H36年）

【今後の取組について】

◆個別施策 （２） 環境情報の充実
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「地域清掃」や「ポイ捨て防止、街をきれいにし隊」は、市民や事業者、行政の協働によるボランティア活動とし
て定着しており、街の美化に寄与するだけでなく、市民や観光客に対する啓発の機会となっています。

今後の取組について

「地域清掃」や「ポイ捨て防止、街をきれいにし隊」は、誰でも気軽に参加できるボランティア活動であり、この
活動を体験した市民がさらに地域でのボランティア活動の輪を広げていく効果も期待できることから、今後も地道
に継続していきます。

２．市の取組

市の取組指針 実施内容（H28年度実績） 関係課名

【今後の取組について】 区分 4.継続

【今後の取組について】 区分

環境課

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

計画達成度

【環境保全活動の推進】
●環境保全に向けた啓発を行う
とともに、各種活動の周知を図
ります。
●市民、事業者、民間団体など
と連携を取りながら、協働によ
る環境保全の取組を推進してい
きます。
●環境保全に取り組む地域での
ボランティア活動を支援しま
す。
●活動に携わる人材の育成を図
ります。
●環境保全に貢献している個人
や団体に対する表彰の選考や推
薦を行うとともに、取組の状況
などを紹介します。

▶環境美化の啓発

ごみ減量推進
課
清掃事業所

【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【内容】「ポイ捨て防止、街をきれいにし隊」による啓発、清掃活
動を６回実施し、参加人数は、延べ６１５人でした。
　また、個人、ボランティア団体等が地域環境の美化を目的として
行なうボランティア清掃には、延べ１１，３０７人の参加がありま
した。

▶ボランティア団体による自然環境の調査等への協力

総合博物館

【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

【内容】ボランティア団体「小樽野草愛好会」による小樽市内の植
物相調査について専門的な助言・支援を行いました。「北海道ボラ
ンティアレンジャー協議会」との共催で赤岩山での自然観察会を実
施しました。

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【内容】大気汚染、水質汚濁、騒音、悪臭問題について市民一人一
人が身近で取り組める環境保全についての啓発用パンフレット「身
近な環境を守るために私たちができること」をホームページに掲載
し周知しているほか、地球温暖化防止の市民向け・事業者向けの各
パンフレットの配布により、環境保全に向けた啓発を行いました。

【内容】６月の環境月間に、市役所庁舎にて環境パネル展を開催
し、環境基本計画の周知と地球温暖化防止に向けた取組の啓発を行
いました。

▶環境保全の普及啓発

【今後の取組について】 区分 4.継続

▶環境パネル展

清掃ボランティア参加者数
　地域清掃や「ポイ捨て防止！街を
　きれいにし隊」などへの参加者数

12,527人 12,789人 11,922人 現状より増やす

B.概ね予定どおり進んでいる

4.継続

H28年度実績に対する評価・考察

【今後の取組について】 区分 4.継続

　施策方針　６－２　環境を保全する積極的な取組の推進

　　　個別施策　（１） 環境活動の推進

環境指標
現状値

（H25年度）
（参考）
H27年度

H28年度
目標値

（H36年）

１．環境指標

第５章　環境基本計画

■施策方針 ６－２ 環境を保全する積極的な取組の推進

◆個別施策 （１） 環境活動の推進
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【環境配慮行動の推進】
●市が率先して事務事業の中で
環境に配慮した取組を行いま
す。
●家庭や職場での環境配慮に向
けた啓発を行うとともに、行動
指針についての周知を図りま
す。

▶第３次小樽市温暖化対策推進実行計画　※再掲

環境課

【区分】 4.継続 【計画達成度】 A.予定どおり進んでいる

4.継続

第５章　環境基本計画

【区分】 4.継続 【計画達成度】 B.概ね進んでいる

【内容】市民向けパンフレット「環境にやさしいエコ・アクショ
ン・プログラム」を308部配布、事業者向けパンフレット「おた
るエコガイド」を303部配布し、地球温暖化防止に向けて、家庭
や事業者が取り組むことができる取組の普及啓発を行いました。

【今後の取組について】 区分

【内容】第３次小樽市温暖化対策推進実行計画（計画期間：平成２
４年度～平成３３年度） に基づき、職員の環境配慮行動や各施設
の適切な温度管理等、地球温暖化防止の取組を行いました。

▶地球温暖化防止の啓発　　※再掲

4.継続

【今後の取組について】 区分
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参考資料 

  

 

１ 小樽市環境基本条例 
 

制 定 平成２２年６月２２日条例第２１号 

目 次 

 前 文  

 第１章 総則（第１条－第６条） 

 第２章 環境の保全及び創造に関する基本的施策（第７条－第２９条） 

 第３章 地球環境保全のための施策の推進（第３０条・第３１条） 

 第４章 環境審議会（第３２条－第３６条） 

 附則  

 小樽市は、北海道西海岸のほぼ中央に位置し、海・山・坂など変化に富み、特に海岸線の一部は切り立った崖が連なり、

「ニセコ積丹小樽海岸国定公園」に指定されるなど、豊かな自然と景観に恵まれている。また、寒暖の差の少ない海洋性

気候で、さわやかな空気、おいしい水に恵まれ、四季を通じて折々の変化を感じられる緑豊かで暮らしやすいまちである。  

 明治以来、本市は、北海道経済の中心的な役割を果たす商工港湾都市として発展してきたが、現在では、道央圏や後志

圏の交通の要衝及び流通拠点であるとともに、レトロな情緒漂う小樽運河や活況を呈した往時をしのばせる歴史的建造

物を擁し、独特の街並みが訪れる人たちに安らぎを与える観光都市となった。 

 私たちは、このような良好な環境の下、快適かつ健康で文化的な生活を営むことのできる権利を有するとともに、郷土

の恵み豊かな環境を保全し、さらには、かけがえのない地球を将来の子供たちに引き継いでいく責務を負っている。 

 このため、自然の生態系を構成する一員としての自覚を持ち、私たちの生活様式の在り方を見直して、限りある資源や

エネルギーを有効に利用し、環境への負荷を少しでも軽減することが必要である。それゆえ、先人の知恵と歴史に学びな

がら、地域はもとより地球規模の視点に立って、市民、事業者及び市のみならず、本市を訪れる人たちや周辺地域とも協

働し、創意工夫の下、かけがえのない地球環境の保全に貢献していかなければならない。 

 また、近年、自然との触れ合いや快適な環境づくりへの関心が高まってきており、失われた自然を回復し、潤いや安ら

ぎといった心の豊かさを感じられる快適な環境を維持し、創造していくことも重要になっている。 

 このような認識に立ち、本市に集うすべての人々が、環境の問題を自らの課題としてとらえ、相互に協力しながら、環

境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の実現に向け、ここに、この条例を制定する。 

 

   第１章 総 則 

 （目的） 

第１条 この条例は、良好な環境の保全並びに快適な環境の維持及び創造（以下「環境の保全及び創造」という。）につ

いて、基本理念を定め、並びに市民、事業者及び市の責務を明らかにするとともに、環境の保全及び創造に関する施策

の基本となる事項を定めることにより、その施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将来の市民が健康で文

化的な生活を営む上で必要とする良好な環境を確保することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 ⑴ 環境への負荷 人の活動により環境に加えられる影響であって、環境の保全上の支障の原因となるおそれのある

ものをいう。 

 ⑵ 地球環境保全 人の活動による地球全体の温暖化又はオゾン層の破壊の進行、海洋の汚染、野生生物の種の減少そ

の他の地球の全体又はその広範な部分の環境に影響を及ぼす事態に係る環境の保全であって、人類の福祉に貢献す

るとともに市民の健康で文化的な生活の確保に寄与するものをいう。 

 ⑶ 公害 環境の保全上の支障のうち、事業活動その他の人の活動に伴って生ずる相当範囲にわたる大気の汚染、水質

の汚濁（水質以外の水の状態又は水底の底質が悪化することを含む。）、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下（鉱物

の掘採のための土地の掘削によるものを除く。）及び悪臭によって、人の健康又は生活環境（人の生活に密接な関係

のある財産並びに人の生活に密接な関係のある動植物及びその生育環境を含む。以下同じ。）に係る被害が生ずるこ
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とをいう。 

 （基本理念） 

第３条 環境の保全及び創造は、市民が健康で文化的な生活を営む上で必要とする良好な環境を確保し、これを将来の世

代へ継承していくことを目的として行われなければならない。 

２ 環境の保全及び創造は、市民、事業者及び市が自らの活動と環境とのかかわりを認識し、環境への十分な配慮を行う

ことにより、環境への負荷が少なく、持続的に発展することができる社会を構築することを目的として行われなければ

ならない。 

３ 環境の保全及び創造は、市民、事業者及び市のすべてがそれぞれの責務を自覚し、相互に協力し、及び連携して推進

されなければならない。 

４ 地球環境保全は、人類共通の課題であり、市民、事業者及び市のすべてが自らの問題としてとらえ、それぞれの日常

生活及び事業活動において自主的かつ積極的に推進されなければならない。 

 （市民の責務） 

第４条 市民は、その日常生活において資源及びエネルギーの消費等による環境への負荷を低減するように努めなけれ

ばならない。 

２ 前項に規定するもののほか、市民は、環境の保全及び創造に自ら積極的に努めるとともに、市が実施する環境の保全

及び創造に関する施策に協力する責務を有する。 

 （事業者の責務） 

第５条 事業者は、その事業活動を行うに当たっては、自らの責任において、公害の防止、廃棄物の適正な処理その他の

必要な措置を講ずるとともに、緑化、資源の循環的な利用その他環境への負荷の低減に努めなければならない。 

２ 前項に規定するもののほか、事業者は、その事業活動に関し、環境の保全及び創造に自ら積極的に努めるとともに、

市が実施する環境の保全及び創造に関する施策に協力する責務を有する。 

 （市の責務） 

第６条 市は、第３条に定める基本理念（以下単に「基本理念」という。）にのっとり、環境の保全及び創造に関し、地

域の自然的社会的条件に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 市は、環境に影響を及ぼすと認められる施策の策定及び実施に当たっては、環境への負荷の低減に努めなければなら

ない。 

３ 市は、第１項の施策の実施に当たっては、本市を訪れる者に対しても、その協力が得られるように、当該施策の周知

に努めなければならない。 

 

   第２章 環境の保全及び創造に関する基本的施策 

 （施策の基本方針） 

第７条 市は、基本理念にのっとり、次に掲げる事項を基本方針として、各種の施策相互の連携を図り、環境の保全及び

創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するものとする。 

 ⑴ 人の健康の保護及び生活環境の保全並びに自然環境の適正な保全を図るため、大気、水、土壌等を良好な状態に保

持すること。 

 ⑵ 人と自然とが共生する環境の保全及び創造に資するため、生態系の多様性の確保、野生生物の種の保存その他の生

物の多様性の確保を図るとともに、森林、農地、水辺地等における多様な自然環境を地域の自然的社会的条件に応じ

て体系的に保全すること。 

 ⑶ 自然との豊かな触れ合いを確保するとともに、地域の個性を生かした都市景観の形成及び歴史的文化的遺産の保

全に努め、潤いと安らぎのある快適な環境を創造すること。 

 ⑷ 廃棄物の減量及び適正な処理、資源の循環的な利用並びにエネルギーの有効利用により、環境への負荷の少ない循

環型社会の構築を図ること。 

 ⑸ 地球環境保全に資する施策を積極的に推進すること。 

 （環境基本計画） 
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第８条 市長は、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、環境の保全及び創造に関する基

本的な計画（以下「環境基本計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 環境基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

 ⑴ 環境の保全及び創造に関する目標 

 ⑵ 環境の保全及び創造に関する施策の基本的事項 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、環境の保全及び創造に関し必要な事項 

３ 市長は、環境基本計画を策定するに当たっては、市民及び事業者の意見を反映することができるように必要な措置を

講じなければならない。 

４ 市長は、環境基本計画を策定するに当たっては、あらかじめ、第３２条に規定する小樽市環境審議会の意見を聴かな

ければならない。 

５ 市長は、環境基本計画を策定したときは、速やかに、これを公表しなければならない。 

６ 前３項の規定は、環境基本計画の変更について準用する。 

 （環境の状況等の公表） 

第９条 市長は、毎年、環境の状況、環境への負荷の状況及び環境基本計画に基づき実施した施策の状況を公表しなけれ

ばならない。 

 （環境影響評価に係る措置） 

第１０条 市は、環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業を行う事業者が、あらかじめその事業に係る環境への影響

について自ら適正に調査、予測又は評価を行い、その結果に基づき、環境の保全について適正な配慮をすることができ

るように必要な措置を講ずるものとする。 

 （規制の措置） 

第１１条 市は、公害の原因となる行為及び自然環境の適正な保全に支障を及ぼすおそれのある行為に関し、必要な規制

の措置を講ずるものとする。 

２ 前項に規定するもののほか、市は、人の健康又は生活環境に係る環境の保全上の支障を防止するため、必要な規制の

措置を講ずるように努めるものとする。 

 （経済的措置） 

第１２条 市は、市民、事業者又はこれらの者が組織する団体（以下「民間団体」という。）による環境への負荷の低減

に資する施設の整備その他の環境の保全及び創造に関する活動を促進するため必要があるときは、適正な助成その他

の措置を講ずるものとする。 

２ 市は、環境への負荷の低減を図るため特に必要があるときは、市民、事業者又は民間団体に適正な経済的負担を求め

る措置を講ずるものとする。 

 （環境の保全及び創造に関する施設の整備等） 

第１３条 市は、下水及び廃棄物の処理施設その他の環境の保全上の支障の防止に資する公共的施設の整備を図るため、

必要な措置を講ずるものとする。 

２ 市は、公園、緑地その他の公共的施設の整備その他の自然環境の適正な整備及び健全な利用のための事業を推進する

ため、必要な措置を講ずるものとする。 

３ 市は、身近な自然環境と個性を生かした景観等の確保、歴史的文化的遺産の保全その他の潤いと安らぎのある快適な

環境の創造を図るため、必要な措置を講ずるものとする。 

 （廃棄物の減量等の促進） 

第１４条 市は、環境への負荷の低減を図るため、市民及び事業者による廃棄物の減量、資源の循環的な利用及びエネル

ギーの有効利用が促進されるように必要な措置を講ずるものとする。 

２ 市は、環境への負荷の低減を図るため、市の施設の建設及び維持管理その他の事業の実施に当たっては、廃棄物の減

量、資源の循環的な利用及びエネルギーの有効利用に努めるものとする。 

 （海、河川等の水質の保全等） 

第１５条 市は、良好な水環境を保全するため、海、河川等の水質の保全、水と親しめる空間の創造、海岸線の維持その
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他の必要な措置を講ずるものとする。 

 （森林及び緑地の保全等） 

第１６条 市は、人と自然とが共生できる基盤としての緑豊かな環境を確保するため、森林及び緑地の保全、緑化の推進

その他の必要な措置を講ずるものとする。 

 （美観の維持） 

第１７条 市は、美観の維持及びその意識の高揚を図るため、ごみの散乱の防止その他の必要な措置を講ずるものとす

る。 

 （環境への負荷の低減に資する製品等の利用の促進） 

第１８条 市は、環境への負荷の低減に資する製品等の積極的な利用に努めるとともに、市民及び事業者による当該製品

等の利用が促進されるように必要な措置を講ずるものとする。 

 （市民等の意見の反映及び参加） 

第１９条 市は、環境の保全及び創造に関する施策に、市民、事業者及び民間団体の意見を反映することができるように

必要な措置を講ずるとともに、その施策の推進に当たっては、市民、事業者及び民間団体の参加の機会の確保に努める

ものとする。この場合において、市は、次代を担う子供たちの意見の反映及び参加の機会の確保についても配慮するも

のとする。 

 （環境の保全及び創造に関する教育及び学習の推進） 

第２０条 市は、市民及び事業者が環境の保全及び創造についての理解を深めるとともに、これらの者の環境の保全及び

創造に関する活動を行う意欲が増進されるように、環境の保全及び創造に関する教育及び学習を推進するものとする。 

２ 前項の場合において、市は、特に次代を担う子供たちの環境の保全及び創造に関する教育及び学習を積極的に推進す

るものとする。 

 （市民等の自発的な活動の促進） 

第２１条 市は、市民、事業者及び民間団体による環境の保全及び創造に関する自発的な活動が促進されるように必要な

措置を講ずるものとする。 

 （事業者の環境管理の促進） 

第２２条 市は、事業者がその事業活動に伴う環境への負荷を低減するよう自主的な管理を行うことを促進するため、助

言その他の必要な措置を講ずるものとする。 

 （事業者との協定の締結） 

第２３条 市長は、事業活動に伴う環境への負荷の低減を図るため特に必要があると認めるときは、事業者との間で環境

への負荷の低減に関する協定を締結するものとする。 

 （情報の収集及び提供） 

第２４条 市は、市民、事業者及び民間団体の環境の保全及び創造に関する活動に資するため、環境の保全及び創造に関

する情報を収集し、これを適切に提供するように努めるものとする。 

 （調査及び研究の実施） 

第２５条 市は、環境の保全及び創造に資するため、必要な調査及び研究の実施に努めるものとする。 

 （監視等の体制の整備） 

第２６条 市は、環境の状況を的確に把握するため、必要な監視、測定、試験及び検査の体制の整備に努めるものとする。 

 （国及び他の地方公共団体との協力） 

第２７条 市は、環境の保全及び創造のための広域的な取組を必要とする施策について、国及び他の地方公共団体と協力

して、その推進に努めるものとする。 

 （施策の推進体制の整備） 

第２８条 市は、その機関相互の緊密な連携及び施策の調整を図り、環境の保全及び創造に関する施策を推進するための

体制を整備するものとする。 

２ 市は、環境の保全及び創造に関する活動を市民、事業者及び民間団体と共に推進するための体制を整備するように努

めるものとする。 
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 （財政上の措置） 

第２９条 市は、環境の保全及び創造に関する施策を推進するため、必要な財政上の措置を講ずるように努めるものとす

る。 

 

   第３章 地球環境保全のための施策の推進 

 （地球環境保全に資する施策の推進） 

第３０条 市は、地球環境保全に資するため、地球温暖化の防止、オゾン層の保護等に関する施策を積極的に推進するも

のとする。 

 （地球環境保全に関する国際協力の推進） 

第３１条 市は、国及び他の地方公共団体、民間団体その他の関係機関等と連携し、地球環境保全に関する国際協力の推

進に努めるものとする。 

 

   第４章 環境審議会 

 （設置） 

第３２条 環境基本法（平成５年法律第９１号）第４４条の規定に基づき、環境の保全及び創造に関する基本的事項を調

査審議するため、市長の附属機関として、小樽市環境審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

 （所掌事務） 

第３３条 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議する。 

 ⑴ 環境基本計画に関すること。 

 ⑵ 環境の保全及び創造に関する基本的事項 

２ 審議会は、前項に規定する事項に関し、市長に答申するとともに、必要があると認めるときは、市長に意見を述べる

ことができる。 

 （組織） 

第３４条 審議会は、委員１５人以内で組織する。 

 （委員） 

第３５条 委員は、規則で定めるところにより、市長が委嘱する。 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

 （補則） 

第３６条 この章に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２２年１０月１日から施行する。 

 （小樽市公害防止条例の一部改正等） 

２ 小樽市公害防止条例（昭和５０年小樽市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

  第１５条第２項中「小樽市公害対策審議会」を「小樽市環境基本条例（平成２２年小樽市条例第２１号）第３２条に

規定する小樽市環境審議会（以下「審議会」という。）」に改める。 

  第２７条第４項中「小樽市公害対策審議会」を「審議会」に改める。 

  第４章を次のように改める。 

    第４章 削除 

 第３８条から第４４条まで 削除 

３ この条例の施行の日の前日において前項の規定による改正前の小樽市公害防止条例第３８条に規定する小樽市公害

対策審議会の委員である者の任期は、同日をもって満了する。 
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２ 小樽市環境審議会規則 

 
制 定 平成２２年６月２２日規則第３３号 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、小樽市環境基本条例（平成２２年小樽市条例第２１号）第３５条第１項及び第３６条の規定に基づ

き、小樽市環境審議会（以下「審議会」という。）の委員並びに組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （委員） 

第２条 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

 ⑴ 学識経験を有する者 

 ⑵ 関係行政機関の職員 

 ⑶ 市民 

 ⑷ 事業者（法人にあっては、その役員）又はその職員 

 ⑸ 民間団体の構成員 

 ⑹ その他市長が必要と認める者 

 （会長及び副会長） 

第３条 審議会に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

 （会議） 

第４条 審議会の会議は、会長が招集する。 

２ 会長は、審議会の会議の議長となる。 

３ 審議会の会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 

４ 審議会の会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（委員以外の者の会議への出席） 

第５条 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を審議会の会議に出席させて意見を述べさせ、又は説明をさ

せることができる。 

 （部会） 

第６条 会長は、必要があると認めるときは、専門の事項を調査審議するため、審議会に部会を置くことができる。 

２ 部会は、会長の指名する委員をもって組織する。 

３ 部会に部会長を置き、当該部会に属する委員の互選によりこれを定める。 

４ 前２条の規定は、部会の会議について準用する。この場合において、これらの規定中「審議会」とあるのは「部会」

と、「会長」とあるのは「部会長」と、「委員」とあるのは「当該部会に属する委員」と読み替えるものとする。 

（庶務） 

第７条 審議会の庶務は、生活環境部において行う。 

（委任） 

第８条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って定める。 

 

   附 則 

 この規則は、平成２２年１０月１日から施行する。 
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３ 小樽市公害防止条例 

 
制 定 昭和５０年１０月２５日条例第２３号 

改 正 昭和５９年 ３ 月２３日条例第 ４ 号 

改 正 平成 ４ 年 ３ 月３１日条例第２９号 

改 正 平成 ６ 年 ７ 月 １ 日条例第１９号 

改 正 平成１３年 ３ 月２６日条例第 ５ 号 

改 正 平成１９年１２月２７日条例第３７号 

改 正 平成２２年 ６ 月２２日条例第２１号 

 

第１章 総 則 

（目的） 

第１条 この条例は、市民が等しく健康で文化的な生活を享受する権利を有することを認識し、人間尊重及び生活優先の 

精神を基本として、自然環境の保全に努め、現在及び将来にわたる市民の健全かつ良好な生活環境を確保するために、 

公害防止の基本的事項その他の重要事項を定めることにより、公害対策の総合的な推進を図ることを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この条例において「公害」とは、事業活動その他の人の活動に伴って生ずる大気の汚染、水質の汚濁（水質以外 

の水の状態又は水底の底質の悪化することを含む。）、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下（鉱物の掘採のための土 

地の掘さくによるものを除く。）及び悪臭によって、人の健康又は生活環境に係る被害が生ずることをいう。 

２ この条例において「生活環境」とは、人の生活についての環境をいい、人の生活に密接な関係にある財産並びに人の 

生活に密接な関係のある動植物及びその生育環境を含むものとする。 

３ この条例において「自然環境」とは、自然の生態系を巡る土地、大気、水及び動植物をいう。 

４ この条例において「ばい煙」とは、次に掲げる物質をいう。 

 (1) 燃料その他の物の燃焼に伴い発生する硫黄酸化物 

 (2) 燃料その他の物の燃焼又は熱源としての電気の使用に伴い発生するばいじん 

 (3) 物の燃焼、合成、分解その他の処理（機械的処理を除く。）に伴い発生する物質のうち、鉛その他の人の健康又は 

生活環境に係る被害を生ずるおそれがある物質（第１号に掲げるものを除く。）で規則で定めるもの 

５ この条例において「粉じん」とは、物の破砕、選別その他の機械的処理又はたい積に伴い発生し、又は飛散する物質 

をいう。 

６ この条例において「特定施設」とは、ばい煙発生施設、粉じん発生施設、汚水等排出施設、騒音発生施設、振動発生 

施設及び悪臭発生施設をいう。 

７ この条例において「ばい煙発生施設」とは、工場、事業場又は作業場（以下「工場等」という。）に設置される施設 

でばい煙を発生し、及び排出するもののうち、その施設から排出されるばい煙が大気の汚染の原因となるもので規則で 

定めるものをいう。 

８ この条例において「粉じん発生施設」とは、工場等に設置される施設で粉じんを発生し、及び排出し、又は飛散させ 

るもののうち、その施設から排出され又は飛散する粉じんが大気の汚染の原因となるもので規則で定めるものをいう。 

９ この条例において「汚水等排出施設」とは、工場等に設置される施設のうち、次の各号のいずれかの要件を備える汚 

水又は廃液（以下「汚水等」という。）を排出する施設であって規則で定めるものをいう。 

 (1) カドミウムその他の人の健康に係る被害を生ずるおそれがある物質として規則で定める物質を含むこと。 

 (2) 水素イオン濃度その他の水の汚染状態（熱によるものを含み、前号に規定する物質によるものを除く。）を示す項 

目として規則で定める項目について、生活環境に係る被害を生ずるおそれがある程度のものであること。 

１０ この条例において「騒音発生施設」とは、工場等に設置される施設のうち、著しい騒音を発生する施設であって規 

則で定めるものをいう。 
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１１ この条例において「振動発生施設」とは、工場等に設置される施設のうち、著しい振動を発生する施設であって規 

則で定めるものをいう。 

１２ この条例において「悪臭発生施設」とは、工場等に設置される施設のうち、アンモニアその他の不快なにおいの原 

因となり、著しく生活環境を損なうおそれのある物質を排出する施設であって規則で定めるものをいう。 

（市の責務） 

第３条 市は、市民の健康で文化的かつ快適な生活を確保するため、本市の自然的、社会的条件に応じた公害防止につい 

ての施策を策定し、及びこれを実施しなければならない。 

２ 市は、広域にわたる公害の防止を図るため、他の地方公共団体と協力して、その施策を講ずるよう努めなければなら 

ない。 

（事業者の責務） 

第４条 事業者は、その事業活動に伴って生ずる公害を防止するため、その管理に係る施設の適正な管理に努めるととも 

に、必要な措置を講じなければならない。 

２ 事業者は、市その他の行政機関が実施する公害の防止についての施策に協力しなければならない。 

３ 事業者は、物の製造、加工等に際して、その製造、加工等に係る製品が使用されることによる公害の防止に努めなけ 

ればならない。 

４ 事業者は、この条例に違反しない場合においても、公害を防止するため最大限の努力をしなければならない。 

（市民の責務） 

第５条 市民は、市その他の行政機関が実施する公害の防止についての施策に協力し、公害の防止に寄与するよう努めな 

ければならない。 

 

第２章 公害の防止等についての施策 

（施策の基本） 

第６条 市は、公害の防止が極めて重要な問題であることにかんがみ、公害の防止についての施策の策定に当たっては、 

長期の展望に立った環境保全を基本として、市政全般にわたり特に配慮しなければならない。 

２ 市は、前項の施策の実施に当たっては総合的かつ計画的に推進するものとする。 

（土地利用における公害防止の措置） 

第７条 市長は、市街地の開発、再開発等土地利用についての施策の策定及び実施に当たっては、公害の防止について必 

要な措置を講じなければならない。 

（公共施設の緑化） 

第８条 市長は、緑地の確保に資するため、その管理する道路、公園、広場その他の公共施設の緑化に努めなければなら 

ない。 

（海等の適正な利用） 

第９条 市長は、海及び海浜の良好な自然環境の適正な利用を図るため、海水浴場に適した水質及び海浜の清潔の保持に 

必要な措置を講ずるように努めなければならない。 

２ 市長は、山岳及び丘陵の良好な自然環境の適正な利用を図るため、緑地の保全及び渓流の水質の保持に必要な措置を 

講ずるよう努めなければならない。 

（調査、研究等の体制の整備） 

第１０条 市長は、公害防止のために必要な調査体制、研究体制及び公害発生状況を監視するための体制の整備に努めな 

ければならない。 

（知識の普及等） 

第１１条 市長は、公害についての知識の普及及び公害の防止についての思想の高揚に努めなければならない。 

（中小企業者に対する助成等） 

第１２条 市長は、中小企業者（中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に定めるものをいう。）が公害の 

防止のために行う施設の整備について、必要な資金の助成及びあっせん並びに必要な助言その他の措置を講ずるよう
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努めなければならない。 

（公害防止協定） 

第１３条 市長は、公害防止のため、必要と認める場合は、公害を発生し、又は発生するおそれのある事業者と公害防止 

について協定を締結するよう努めなければならない。 

（苦情処理） 

第１４条 市長は、公害についての苦情又は予測される公害についての申出があったときは、速やかにその実情を調査

し、適切に処理するよう努めなければならない。 

 

第３章 公害防止についての規制 

第１節 特定施設についての規制 

（規制基準） 

第１５条 特定施設を設置する工場等の設置者が遵守すべき基準（以下「規制基準」という。）は、次に掲げる区分に従 

い規則で定める。 

 (1) ばい煙発生施設、汚水等排出施設、騒音発生施設、振動発生施設又は悪臭発生施設を設置する工場等から発生し、 

又は排出するばい煙、汚水等、騒音、振動又は悪臭の量、濃度又は大きさについての許容限度 

 (2) 粉じん発生施設に係る構造並びに当該施設の使用及び管理についての基準  

２ 市長は、前項各号に掲げる規制基準を定めようとするときは、小樽市環境基本条例（平成２２年小樽市条例第２１号）

第３２条に規定する小樽市環境審議会（以下「審議会」という。）の意見を聴かなければならない。これを変更し、又

は廃止しようとするときも同様とする。 

（排出等の制限） 

第１６条 ばい煙発生施設、汚水等排出施設、騒音発生施設、振動発生施設又は悪臭発生施設を設置する者は、その規制 

基準に適合しないばい煙若しくは汚水等を排出し、又は騒音、振動若しくは悪臭を発生させてはならない。 

２ 前項の規定は、一の施設が特定施設となった際現にその施設を設置している者（設置の工事をしている者を含む。） 

については、当該施設が特定施設となった日から１年間は適用しない。 

（特定施設の届出） 

第１７条 工場等に特定施設を設置しようとする者は、規則で定めるところにより、次に掲げる事項を市長に届け出なけ 

ればならない。 

 (1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 (2) 工場等の名称及び所在地 

 (3) 特定施設の種類及び数 

 (4) 特定施設の構造及びその使用の方法 

 (5) 公害の発生の防止の方法 

 (6) その他規則で定める事項 

（経過措置） 

第１８条 一の施設が特定施設となった際現に工場等にその施設の設置している者（設置の工事をしている者を含む。） 

は、当該施設が特定施設となった日から３０日以内に、規則で定めるところにより、前条各号に掲げる事項を市長に届 

け出なければならない。 

（特定施設の構造等の変更の届出） 

第１９条 第１７条及び前条の規定による届出をした者は、その届出に係る第１７条第３号から第６号までに掲げる事

項の変更をしようとするときは、規則で定めるところにより、その旨を市長に届け出なければならない。 

（計画変更命令） 

第２０条 市長は、第１７条又は前条の規定による届出があった場合において、その届出に係るばい煙発生施設、汚水等 

排出施設、騒音発生施設、振動発生施設及び悪臭発生施設に係るばい煙、汚水等、騒音、振動若しくは悪臭の量、濃度 

若しくは大きさ又は粉じん発生施設に係る構造若しくは当該施設の使用若しくは管理の方法が当該特定施設に係る規
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制基準に適合しないと認めるときは、その届出を受理した日から３０日（当該特定施設が規則で定めるものである場合

にあっては、規則で定める期間）以内に限り、その届出をした者に対し、その届出に係る特定施設の構造、使用の方法

若しくは公害の防止の方法についての計画の変更（前条の規定による届出に係る計画の廃止を含む。）を命じ、又は第

１７条の規定による届出に係る特定施設の設置についての計画の廃止を命ずることができる。 

（実施の制限） 

第２１条 第１７条又は第１９条の規定による届出をした者は、その届出が受理された日から３０日（当該特定施設が規 

則で定めるものである場合にあっては、規則で定める期間）を経過した後でなければ、それぞれ、その届出に係る特定 

施設を設置し、又はその届出に係る特定施設の構造、使用の方法若しくは公害の防止の方法の変更をしてはならない。 

２ 市長は、第１７条又は第１９条の規定による届出に係る事項の内容が相当であると認めるときは、前項に規定する期 

間を短縮することができる。 

（氏名等の変更等の届出） 

第２２条 第１７条又は第１８条の規定による届出をした者は、その届出に係る第１７条第１号若しくは第２号に掲げ

る事項に変更があったとき又はその届出に係る特定施設の使用を廃止したときは、その日から３０日以内に、規則で

定めるところにより、その旨を市長に届け出なければならない。 

（承継） 

第２３条 第１７条又は第１８条の規定による届出をした者からその届出に係る特定施設を譲り受け、又は借り受けた

者は、当該特定施設に係る当該届出をした者の地位を承継する。 

２ 第１７条又は第１８条の規定による届出をした者について相続又は合併若しくは分割（当該届出に係る特定施設を

承継させるものに限る。）があったときは、相続人又は合併若しくは分割（当該届出に係る特定施設を承継させるもの

に限る。）後存続する法人若しくは合併により設立した法人若しくは分割により当該特定施設を承継した法人は、当該

届出をした者の地位を承継する。 

３ 前２項の規定により第１７条又は第１８条の規定による届出をした者の地位を承継した者は、その承継のあった日

から３０日以内に、その旨を市長に届け出なければならない。 

（改善命令等） 

第２４条 市長は、特定施設（粉じん発生施設を除く。以下本条において同じ。）を設置している者が当該特定施設に係

る規制基準に適合しないばい煙、汚水等、騒音、振動又は悪臭を発生し、排出し、又は発生し、若しくは排出するおそ

れがあると認めるときは、その者に対し、期限を定めて当該特定施設の構造、使用の方法若しくは公害の防止の方法の

改善を命じ、又は当該特定施設の使用の一時停止を命ずることができる。 

（粉じん発生施設に係る基準適合命令等） 

第２５条 市長は、粉じん発生施設を設置している者が構造等の基準を遵守していないと認めるときは、その者に対し、 

期限を定めて当該粉じん発生施設について当該構造等の基準に従うべきことを命じ、又は当該粉じん発生施設の使用

の一時停止を命ずることができる。 

（事故時の措置） 

第２６条 工場等の設置者は、故障、破損その他の事故により、当該工場等から著しいばい煙、汚水等、騒音、振動又は 

悪臭を発生し、排出し、又は発生し、若しくは排出するおそれが生じたときは、直ちにその事故について応急の措置を 

講ずるとともに市長に通知し、かつ、その事故の復旧に努めなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する事故が発生した場合において、当該事故に係る工場等の周辺の区域における人の健康若し

くは生活環境が損なわれ、又は損なわれるおそれがあると認めるときは、当該工場等の設置者に対し、その事故の拡

大又は再発の防止のため必要な措置をとるべきことを命ずることができる。                                        

 

第２節 拡声放送についての規制 

（拡声放送の制限） 

第２７条 何人も、病院、学校その他のこれらに類する施設で特に静穏を保つ必要のあるものの周辺の地域であって規則 

で定める区域においては、拡声器を使用する放送で規則で定めるもの（以下「拡声放送」という。）を行ってはならな 
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い。 

２ 何人も、航空機（航空法（昭和２７年法律第２３１号）第２条第１項に規定する航空機をいう。）を使用して拡声放 

送を行ってはならない。 

３ 前２項に定めるもののほか、何人も、音量、時間、場所その他の事項について規則で定める基準に違反する拡声放送 

を行ってはならない。 

４ 市長は、前項に掲げる基準を定めようとするときは、審議会の意見を聴かなければならない。これを変更し、又は廃 

止しようとするときも同様とする。 

（営業宣伝を目的とする拡声放送の届出） 

第２８条 営業宣伝を目的として拡声放送を行う者は、規則で定めるところにより市長に届け出なければならない。 

（基準適合命令） 

第２９条 市長は、拡声放送を行っている者が第２７条の規定を遵守していないと認めるときは、その者に対し、第２７ 

条の規定に従うべきことを命ずることができる。 

（適用除外） 

第３０条 第２７条の規定は、規則で定める公共のための拡声放送については適用しない。 

                                   

第３節 規則基準のない公害等についての規制 

（夜間の静穏の保持） 

第３１条 何人も、静穏な生活環境を維持するため、夜間（午後１０時から翌日の午前６時までの間をいう。以下本条に 

おいて同じ。）においては、特に必要以上の音量を発生させないように努めなければならない。 

２ 飲食店、ボーリング場その他夜間にわたる営業を営む者は、夜間においては、当該営業を営む場所において、音響機 

器音、楽器音、人声等による騒音を発生させること等の付近の静穏を害する行為をし、又はさせてはならない。 

（自動車騒音及び自動車排出ガスの抑制義務） 

第３２条 自動車（原動機付自転車を含む。）の運転者及び保有者は、その自動車の必要な整備及び適正な運転を行うこ 

とにより、当該自動車から排出し、又は発生する排出ガス又は騒音を構造上最小限度に抑制するよう努めなければなら 

ない。 

（日照障害の防止義務） 

第３３条 工作物を建設しようとする者は、その工作物が近隣の建築物に及ぼす日照についての影響をあらかじめ調査

し、その日照障害により近隣の建築物の所有者又は占有者の生活環境に支障を及ぼさないよう必要な措置を講じなけ

ればならない。 

（放送電波受信障害の防止義務） 

第３４条 地上１０メートル以上の高さの工作物を建設した者は、その工作物により近隣住民のテレビジョン又はラジ

オの放送電波の受信に著しい障害が生ずるときは、その工作物又は他の場所に共同受信設備を設置する等近隣住民が

正常な電波を受信するため必要な措置を講じなければならない。 

（畜舎の整備、管理等の義務） 

第３５条 畜舎を設置する者は、畜舎及びその附帯施設を整備するとともに、常に衛生的な管理を行い、汚物、汚水等の 

処理に当たっては、水質の汚濁、悪臭等を発生させないよう適切な措置を講じなければならない。 

（土地所有者等の緑化の義務） 

第３６条 土地の所有者又は占有者は、自然環境を破壊するおそれのある行為を抑制するとともに、その土地に樹木を植 

栽する等自ら緑化に努めなければならない。 

（規制基準の定めのない公害等の防止についての勧告） 

第３７条 市長は、公害等の防止をするため、次の各号の一に該当する場合は、その原因者に対し、必要な措置をとるべ 

きことを勧告することができる。 

 (1) 法令、北海道公害防止条例（昭和４６年北海道条例第３８号）又はこの条例（以下「法令等」という。）により、 

その規制について基準が定められていない公害が発生し、又は発生するおそれがあると認める場合 
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 (2) 法令等によりその規制についての基準が定められていない生活環境又は自然環境の破壊が行われ、又は行われる

おそれがあると認める場合 

 

第４章 削 除 

第３８条から第４４条まで 削除 

第５章 雑 則 

（立入検査等） 

第４５条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、職員に工場等その他の場所に立ち入り、施設その他の物件を 

検査させ、又は関係人に対する指示を行わせることができる。 

２ 前項の規定による立入検査をする場合には、当該職員はその身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があったとき 

は、これを提示しなければならない。 

（報告） 

第４６条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、工場等の設置者に対し、必要な事項について報告を求めるこ 

とができる。 

（予想しない物質等による環境上の障害の除去についての措置） 

第４７条 市長は、事業活動その他の人の活動に伴って、この条例の予想しない物質、作用等の原因により生じた相当範 

囲にわたる環境上の障害により人の健康、生活環境又は自然環境に被害が生じ、又は生ずるおそれがあると認めるとき 

は、その事態を発生させた者に対し、当該事態を除去するために必要な措置をとるべきことを勧告することができる。 

（委任） 

第４８条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

 

第６章 罰 則 

第４９条 第２０条又は第２４条の規定による命令に違反した者は、１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。 

第５０条 次の各号の一に該当する者は、６月以下の懲役又は３０万円以下の罰金 に処する。 

 (1) 第１６条第１項の規定に違反した者 

 (2) 第２５条の規定による命令に違反した者 

 (3) 第２６条第２項の規定による命令に違反した者 

第５１条 ばい煙発生施設又は汚水等排出施設に係る第１７条又は第１９条の規定による届出をせず、又は虚偽の届出

をした者は、３月以下の懲役又は２０万円以下の罰金に処する。 

第５２条 次の各号の一に該当する者は、１０万円以下の罰金に処する。 

 (1) 粉じん発生施設、騒音発生施設、振動発生施設又は悪臭発生施設に係る第１７条の規定による届出をせず、又は虚 

偽の届出をした者 

 (2) 第１８条の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

 (3) 粉じん発生施設、騒音発生施設、振動発生施設又は悪臭発生施設に係る第１９条の規定による届出をせず、又は虚 

偽の届出をした者 

 (4) 第２１条第１項の規定に違反した者 

 (5) 第２９条の規定による命令に違反した者 

 (6) 第４５条第１項の規定による検査を拒み、妨げ、又は忌避した者 

 (7) 第４６条の報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

第５３条 次の各号の一に該当する者は、５万円以下の罰金に処する。 

 (1) 第２７条の規定に違反した者 

 (2) 第２８条の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

第５４条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務について第４９条

から前条までの規定の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても各本条の罰金刑を科する。 

90



参考資料 

  

付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第３章、第５章及び第６章の規定は、公布の日から起算して６月をこえ 

ない範囲内において市長が定める日から施行する。 

（昭和５１年規則第１４号で昭和５１年４月１日から施行） 

付 則（昭５９．３．２３条例４） 

（施行期日） 

 この条例の施行期日は、市長が定める。 

（昭和５９年規則第２１号で昭和５９年４月１日から施行） 

付 則（平４．３．３１条例２９） 

この条例は、平成４年５月１日から施行する。 

付 則（平６．７．１条例１９） 

この条例は、平成６年８月１日から施行する。 

付 則（平１３．３．２６条例５） 

この条例は、平成１３年４月１日から施行する。 

付 則（平１９．１２．２７条例３７） 

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。 

付 則（平２２．６．２２条例２１） 

この条例は、平成２２年１０月１日から施行する。 
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４ 小樽市放送電波受信障害防止に関する要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、小樽市公害防止条例（昭和５０年小樽市条例第２３号）第３４条の規定による放送電波の受信障害 

の防止義務のほか、同条に規定する工作物（以下単に「工作物」という。）の建設による放送電波の受信障害の防止に 

関する行政指導について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「放送電波」とは、テレビジョン放送（地上アナログ放送及び地上デジタル放送に限る。）又 

はラジオ放送の電波をいう。 

（誓約書の提出） 

第３条 工作物を建設しようとする者並びにその設計者及び工事施工者（以下「建設者等」という。）は、当該工作物及 

びその建設工事に起因する放送電波の受信障害について、付近住民と紛争が生じないように配慮するとともに、紛争が 

生じた場合に自己の責任において解決を図ることを約するため、当該工作物の建設工事の着工前に、次に掲げる書類を 

添えて誓約書（様式第１号）を市長に提出するものとする。 

 ⑴ 工作物の付近見取図 

 ⑵ 工作物の立面図又は矩計図
かなばかりず

 

（受信障害の予測調査） 

第４条 建設者等は、工作物の建設によって放送電波の受信障害が生ずるおそれがある場合は、当該工作物の建設工事の 

着工前に、当該受信障害の影響が予想される地域の調査を実施するものとする。ただし、予測調査を実施しない場合は、 

放送電波の受信障害が生ずるおそれがないと判断した理由について、理由書（様式第２号）を市長に提出するものとす 

る。 

（受信障害の改善措置） 

第５条 建設者等は、前条の規定による調査の結果、放送電波の受信障害が生ずるおそれがあると認められる場合は、そ 

の障害を解消するために必要な改善措置を講ずるものとする。この場合において、建設者等は、あらかじめ当該改善措 

置の内容を付近住民に説明するものとする。 

 （報告） 

第６条 建設者等は、第４条の規定による受信障害の予測調査の結果並びに前条の規定による改善措置の内容及び付近

住民に説明した状況を記載した報告書（様式第３号）を速やかに市長に提出するものとする。 

 （誓約書等の提出部数） 

第７条 この要綱により市長に提出する誓約書等の提出部数は、２部とする。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成１９年６月２８日から施行する。 

   附 則（平成２２年７月２２日一部改正） 

 この要綱は、平成２２年７月２２日から施行する。 

   附 則（平成２３年５月２４日一部改正） 

 この要綱は、平成２３年５月２４日から施行する。 
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５ 小樽市公害未然防止指導要領 
 

（趣旨） 

第１条 この要領は、生活環境を保全する目的から工場又は事業場の建設により発生する公害を未然防止するための行

政指導について必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要領において「工場及び作業所」とは、物品（食料品を含む。）の製造、加工、組立、修理又は整備のいず 

れかを営むものをいう。 

 （対象） 

第３条 この要領において対象となる工場又は事業場は、建築基準法第６条第１項に規定する建築物の確認の申請を行

うもので、次に定めるものとする。 

 一  工場及び作業所 

 二  ガソリンスタンド 

 三  その他周辺環境の保全から特に必要と認める事業場 

（事前指導の範囲） 

第４条 この要領において公害を未然防止するための指導の範囲は、第３条に定める工場又は事業場の建設に伴い必要

となる既存建築物の解体工事、当該工場又は事業場の建築工事から操業開始後に至る一切の過程とする。 

 （事前申出書の提出） 

第５条 第３条に定める工場又は事業場を新たに建設又は増設しようとする者（以下「建設者」という。）は、あらかじ 

め公害防止事前申出書（所定様式）に必要事項を記載し、正本及び副本を環境課長に提出するものとする。 

 （事前申出書の受理等） 

第６条 環境課長は、公害防止事前申出書を提出されたときは、その記載等に不備がないことを確認し受理するものとと 

もに、正本及び副本に受領印を押印するものとする。 

 （事前指導） 

第７条 環境課長は、公害防止事前申出書を受理したときは、その内容について公害関係法令上の問題の有無及び生活環 

境への配慮に係る指導の必要の有無を確認するものとする。 

２ 環境課長は、前項の規定において、公害関係法令上の問題又は生活環境への配慮に係る指導の必要を認めたときは、 

建設者に必要な指導を行うものとする。 

 （事前申出書の取扱い） 

第８条 環境課長は、前条第１項の確認の結果、公害関係法令上の問題や生活環境への配慮に係る指導の必要がないと認 

めたときは、事前申出書の正本を保管し、副本を建設者に返還するものとする。 

２ 環境課長は、前条第２項の指導が完了したときは、その指導内容について事前申出書の正本及び副本に加筆修正する 

等反映させるとともに、正本を保管し、副本を建設者に返還するものとする。 

 

   附 則 

 この要領は、平成２０年６月２日から施行する。 
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６ キーワードの解説 

 

（１） 共通･環境一般 

 

・上乗せ基準 

    国が設定する一律の排出基準や排水基準では、その地域の自然的・社会的条件から判断して人の健康保護 

や生活環境保全が十分でないとき、都道府県が関係する法律に基づき条例で定めることができる基準で、国 

が設定する基準より厳しい基準。 

 

・環境アセスメント（環境影響評価） 

    公害の発生や自然環境の破壊はいったん起こるとその対策には多くの費用と年月とを必要とし、また、完 

全な回復も難しくなる。このため、環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業の実施に際し、 そ の環 境影

響について事前に調査、予測及び評価を行い、その結果に基づき、その事業に係る事業者が自ら 環 境の 保全

について適正に配慮しようとするもの。 

 

・環境基準 

    「人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準」(環境基本法第１ ６条 ） 

のことで、現在は、大気汚染、水質汚濁、騒音及び土壌汚染について定められている。 

 

・環境ホルモン 

    正式には「外因性内分泌かく乱物質」と呼ばれている。体内に取り込むとホルモンに似た動きをする科学 

物質で、疑われている物質として除草剤・殺虫剤に用いられるＤＤＴ（ジクロロジフェニルトリクロロエタ 

ン）、界面活性剤のノニルフェノール、プラスチックの原料のビスフェノールＡ、船底の塗料成分の有機ス 

ズなどが知られている。我が国では有機スズによるイボニシの生殖器の異常などが報告され、ラットや魚類 

などを使った動物実験では、オスがメス化するなど、生殖器や性行為に影響を与えることが確認され てい る。  

 

・環境ラベル 

       

エコマークは身の回りの商品の中で特に、環境保全に役 

         立つ商品のシンボルマークである。英語の「地球」｢環境」 

         を意味する頭文字「ｅ」が人間の手の形になってやさしく 

         包み込んでいるイメージで作られた。 

 

 

 

 

 

             グリーンマークは古紙を原料に利用した製品であること 

を容易に識別できる目印である。原則として４０％以上利 

用した製品につけられている。 

 

 

 

 

 

 

・規制基準 

    工場・事業場が守らなければならない騒音、振動、悪臭等の基準。この基準に適合しないことに よ り周 辺

の生活環境が損なわれていると認められるときは、改善のための措置が取られる。 
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  ・原因者負担の原則（ＰＰＰ） 

    経済開発協力機構が１９７２年に採択した｢公害防止費用は公害発生の原因者（polluter）が負担（pay） 

する」という決議が基となり、公害対策の基本理念となっている原則（principle）で、ＰＰＰの略称が広く 

使用されている。 

 

・公害、典型七公害 

    環境基本法で定義する｢公害｣とは、環境の保全上の支障のうち、事業活動その他の人の活動に伴って生ず 

る相当範囲にわたる大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下及び悪臭によって、人の健康又 

は生活環境に係る被害が生ずることと定義されている。この七公害を典型七公害と呼んでいる。 

 

・公害防止協定 

    行政庁や住民団体等と企業等の間で、公害防止のために必要な措置を取り決める｢協定｣のことをいう。 

 

  ・国際標準化機構（ＩＳＯ） 

    １９４７年に設立された世界共通の規格等の設定を行う民間組織。品質管理・品質保証システム規格のＩ 

ＳＯ９０００シリーズと環境管理・環境監査規格のＩＳＯ１４０００シリーズは世界の多くの事業所が認証 

取得を受けている。特に、ＩＳＯ１４００１は環境マネジメントシステムと呼ばれ、取得企業数が急増して 

おり、あらゆる業種における自主的、積極的な環境への取組が浸透しつつある。       

 

・こどもエコクラブ 

小・中学生を対象とした環境活動のクラブで、平成７年度に環境省の事業として発足し、平成２ ４ 年度 か

らは日本環境協会（現公益財団法人）が継承。子どもたちの地域における自主的な環境学習や実 践 活動 を支

援するもので、全国で約１１万４千人（平成２８年度）が参加している。                

 

・ダイオキシン類 

ポリ塩化ジベンゾパラジオキシンとポリ塩化ジベンゾフランにコプラナーＰＣＢを加えた総称で、２２２ 

種類の異性体があるといわれており、その中には非常に毒性の強いものもある。ベトナム戦争で米軍 が 使用

した枯れ葉剤にも含まれ、多くの奇形児を生んだ原因とされている。ダイオキシンは、ごみ焼却施設 から の

排出が８～９割を占めており、主に食物を通じて人体に蓄積される。 

 

   ・排出基準 

    大気汚染防止法では工場などのばい煙発生施設について排出基準が定められている。硫黄酸化物について 

は着地濃度によってＫ値規制という特殊な形で規制される(大気の項参照)。ばいじんや有害物質につ い ては

施設の種類や規模ごとに排出口における濃度について許容限度が定められている。また、ばいじん及 び有 害

物質については都道府県が条例により厳しい上乗せ基準を定めることができる。 

   

・排水基準 

    水質汚濁防止法では、工場などからの排水の公共用水域への排出について健康保護（有害物質）項目及び 

生活環境項目について排出水中の濃度を規制している。これを排水基準という。また、都道府県は条例によ 

って排水基準より厳しい上乗せ基準を定めることができる。 

 

 

（２） 大気・悪臭関係 

 

 ・硫黄酸化物（ＳＯｘ） 

二酸化硫黄（ＳＯ２）、無水硫酸（ＳＯ３）などの総称で、石油・石炭の燃焼等によって生じる。大 気汚 染 

の主体は二酸化硫黄だが、無水硫酸も空気中の水蒸気と結合して硫酸ミストを生成し、動植物や人体に影響 

を与える。 

    二酸化硫黄は、人が吸うと喉や肺を刺激して気管支炎や上気道炎などを起こし、細菌やウイルスに対する 

抵抗力を低下させるとされている。 
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  ・一酸化炭素（ＣＯ） 

    炭素含有物が不完全燃焼したときに発生する無色無臭の気体であり、血液中のヘモグロビンの酸素運搬作 

用を阻害し、中枢・末梢神経のマヒ状態を起こす。発生源は自動車の排気ガスが大部分を占めている。 

 

・オキシダント 

    大気中窒素酸化物・炭化水素などが紫外線の作用で、オゾン、パーオキシアセチルナイトレートその他の 

光化学反応により生じた酸化性の強い物質。光化学スモッグの原因となる。 

 

 ・Ｋ値規制 

    大気汚染防止法では各地域別に許容できる最大着地濃度を設定し、各ばい煙発生施設ごとに次式 に より 硫

黄酸化物の排出許容量を計算できる。 

       ｑ＝Ｋ×１０
－３

 ×Ｈｅ
２

 

       ｑ：１時間単位の汚染排出許容量 

       Ｈｅ：有効煙突高さ 

    残る係数はＫ値といわれ、地域ごとに定められており、小樽市は８となっている。このＫ値が小さいほど 

規制が厳しい。 

 

 ・酸性雨 

    化石燃料の燃焼等に伴い排出される硫黄酸化物等により雨水が酸性化すること。ｐＨ５．６以下の雨水を 

広い意味で酸性雨と定義している。これによる被害は今では欧州全体の湖沼、森林、建造物に及んでいる。 

また、日本でも建造物などに酸性雨が原因かと思われる被害が発生している。 

 

 ・三点比較式臭袋法（官能試験法） 

    昭和５２年、官能試験法調査報告書（環境庁）で行政的評価法として最も優れたものの一つとされて おり 、 

   平成７年度には悪臭防止法における臭気濃度の測定方法の一つに採用された。測定方法は、３つの袋（ポリ 

プロピレン製）の1つに所定の臭気を入れ、他の２つには、無臭空気を入れ、人の嗅覚で付臭袋を選 択さ せ、 

順次段階的に希釈した付臭袋を正しく選択できなくなるまで行い、計算で臭気濃度を求めるものである。 

 

 ・炭化水素（ＨＣ） 

    炭素と水素の化合物の総称。石油系燃料及び有機溶剤の主成分であるが、自然環境大気中にも微量ながら 

広く存在し、その３分の２以上がメタンである。 

    メタンを除いた炭化水素を非メタン系炭化水素といい、大気中で窒素酸化物と反応して光化学オキシダン 

トを生成し、大気汚染源となる。自動車の排気ガスや、その他石油製品を扱う施設からの漏えい な どが 主要

な人工発生源である。 

 

・窒素酸化物（ＮＯｘ） 

 一酸化窒素及び二酸化窒素を主体とする窒素酸化物は、重油、ガソリン、石炭などが高温で燃焼す ると き

に発生し、発生源は自動車エンジン、発電所ボイラー、工場、家庭暖房など広範囲にわたる。工場や自 動車 な

どの発生源から大気中に排出される段階では、ほとんどは一酸化窒素が占めるが、大気中を移動する 過程 で

大気中の酸素と反応して二酸化窒素に酸化されるため、大気中では一酸化窒素と二酸化窒素が共存し てい る。 

一酸化窒素は、二酸化窒素に比べその毒性は低いとされている。また、二酸化窒素は、粘膜刺激性 を持 ち、 

呼吸気道及び肺に対して毒性を示す。 

 

  ・ＴＥＱ 

    毒性等量。ダイオキシン類の量をダイオキシン類の中で最も毒性の強い２，３，７，８－四塩化ジベンゾ－ 

パラ－ジオキシンの量に換算して表したもの。 

 

  ・日平均値の年間９８％値 

    環境基準達成状況の判定に使用される値で、１年間に得られた１日平均値を濃度順に並べて、低い方から 

９８％目に相当する日の１日平均値をいう。なお、９８％にあたる測定日は、小数点以下四捨五入して算出する。 
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・日平均値の年間２％除外値 

    環境基準達成状況の判定に使用される値で、１年間に得られた１日平均値を濃度順に並べて、高い方から 

２％の範囲にあるものを除外して残った１日平均値の最高値をいう。２％を除外する日数は、小数点以下四 

捨五入して算出する。 

 

・ｍ３Ｎ（ノルマル立方メートル） 

    気体の容積を表す単位であり、ｍ３Ｎは温度０℃、１気圧における気体の容積を示す。 

 

・微小粒子状物質（ＰＭ２．５） 

    大気中に浮遊する粒子状物質であって、粒径が２．５μｍ以下のものをいう。粒径が非常に小さ い ため 肺

の奥深くまで入りやすいことから、ぜん息や気管支炎を起こす確率が高くなるなど、健康に及ぼす影 響 が大

きい。 

 

  ・ｐｐｍ（ピーピーエム）、ｐｐｂ（ピーピービー） 

ごく微量の物質の濃度等を表す単位。 

  ｐｐｍ＝１００万分の１       1ｐｐｂ＝１０億分の１ 

 

・浮遊粒子状物質（ＳＰＭ） 

    大気中に浮遊する粒子状物質であって、粒径が１０μｍ以下のものをいう。大気中に比較的長時間滞 留し 、

気道又は肺胞に沈着し呼吸器系統に影響を及ぼす。 

 

・μｇ（マイクログラム）、ｎｇ（ナノグラム）、ｐｇ（ピコグラム） 

        ごく微量の物質の重さを表す単位。 

    １μｇは１ｇの百万分の１、１ｎｇは１ｇの１０億分の１、１ｐｇは１ｇの１兆分の１の重さを表す。 

 

 ・有害大気汚染物質 

    大気汚染防止法では、「継続的に摂取される場合に人の健康を損なうおそれがある物質で大気汚染の原因 

となるもの」と定義され、有害大気汚染物質である可能性のある物質は数百種類とされ、現在調査が進めら 

れている。 

    その中から、人の健康に係る被害が生ずるおそれに関して、ある程度高いと考えられる２３物質が現 在 ｢ 優

先取組物質」として選定されている。そのうちベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレ ン につ

いては早急に抑制しなければならないとする「指定物質」に指定されており、排出施設からの排出抑 制 基準

や環境基準が定められている。 

 

優先取組物質 

 アクリロニトリル 

アセトアルデヒド 

塩化ビニルモノマー 

塩化メチル 

クロム及び三価クロム化合物 

六価クロム化合物 

クロロホルム 

酸化エチレン 

１，２－ジクロロエタン 

ジクロロメタン 

水銀及びその化合物 

ダイオキシン類 

テトラクロロエチレン 

トリクロロエチレン 

トルエン 

ニッケル化合物 

ヒ素及びその化合物 

１，３－ブタジエン 

ベリリウム及びその化合物 

ベンゼン 

ベンゾ［ａ］ピレン 

ホルムアルデヒド 

マンガン及びその化合物 

 

 

                     （平成２２年１０月１５日 中央環境審議会 選定） 
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（３） 騒音・振動関係 
 

   ・暗騒音 

    ある音を対象として考える場合、その音がない時のその場所における音を対象の音に対して暗騒音と い う。 

例えば、ある地点における送風機の騒音を測定したいときは、その送風機が稼動していない時に測定した音 

（自動車騒音や虫の声など）が暗騒音となる。 

 

  ・環境騒音 

    ある地域で、通常そこに存在する不特定多数の音源から発生する総合された騒音をいう。 

 

  ・９０％レンジ 

    工場騒音及び建設作業騒音の不規則かつ大幅に変動する騒音の評価方法として用いられている。累積度数 

曲線の下端及び上端でそれぞれ５％の度数を除いた変動幅をいい、累積度数５％・９５％に対する値を９０ 

％レンジの下端値・上端値という。 

 

  ・振動、振動レベル 

    公害として問題にされる振動とは、工場、建設作業、交通機関などから発生する振動が建物に物的被害を 

与えたり、住民の生活に不快感等の影響を与えるものをいう。また、振動レベルとは、振動加速度の実効値 

に対し、振動感覚補正特性（鉛直・水平）や動特性（６３０ｍｓｅｃ）によって、人体の感覚に基づく補正 

をして得られる値で、単位として｢ｄＢ｣が用いられる。 

 

   ・騒音、音圧レベル（騒音レベル） 

    「好ましくない音」の総称であり、睡眠を妨げたり、会話を妨害するなど生活環境を損なうような不愉快な 

音、邪魔な音など｢ないほうが良いとされる音｣である。また、ある音を日本工業規格に定める普通騒音計など 

で測定して得られる指示値を音圧レベル（騒音レベル）と呼び、単位は「ｄＢ（Ａ）」である。音圧レベルは 

耳の感覚を計器の回路として組み込むことにより聴感補正されたもので、音の大きさのレベルを近似的に 表す。 

 

 ・中央値（Ｌ５０） 

    騒音計の指示値で、そのレベルより高いレベルと低いレベルの時間とが半分ずつあるようにとった値。 

 

  ・低周波音（低周波空気振動） 

   低周波音は、一般の人間の耳で聞き取ることができる範囲以下の低い周波数の空気振動で、単位はデシベ 

ル（ｄＢ）が用いられる。窓ガラス等を振動させて二次的騒音を発生させたりするほか、そのレベルによっ 

ては生理的影響が考えられる。 

 

  ・等価騒音レベル（Ｌｅｑ） 

    時間とともに変化する騒音のエネルギーを平均した騒音レベル。国外で多く用いられるようになってきて 

おり、日本でも平成１１年４月１日より｢騒音に係る環境基準」は等価騒音レベルが用いられている。 

 

  ・特定建設作業 

    指定地域内において、著しい騒音・振動を発生させる建設作業であって、政令で定められたものをいい、 

杭打ち機を使用する作業、さく岩機を使用する作業及びブレーカーを使用する作業などがある。 

 

  ・８０％レンジ 

    振動加速度レベルの不規則かつ大幅に変動する場合の評価方法として用いられている。累積度数曲線の下 

端及び上端でそれぞれ１０％の度数を除いた変動幅をいい、累積度数１０％・９０％に対する値を８０％レ 

ンジの下端値・上端値という。 
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  ・面的評価 

    幹線道路に面した地域で、道路端から５０ｍの範囲にあるすべての住居等の騒音レベルについて 、 実測 や

推計によって環境基準に適合している戸数及び割合を算出し評価する方法をいう。 

 

  ・要請限度 

    自動車交通騒音・振動が、総理府令で定める限度を超えて発生し、周辺の生活環境が著しく損なわれてい 

ると認められるとき、騒音規制法及び振動規制法の規定により、市町村長は公安委員会に対し道路交通法の 

規定による車両の通行の制限について要請することができる。また、道路管理者又は関係行政機関に、道路 

構造の改善について意見を述べることができると定められている。 

 
 

（４） 水質・地下水関係 

 

  ・アンモニア性窒素 

    アンモニウムイオンをその窒素量で表したもの。タンパク質、尿素、尿酸などの有機性窒素の分解により 

生成するもので、水の汚染度を示す指標の一つとなる。主な発生源は、し尿、生活排水、肥料、化学工場の 

排水など。 

 

  ・ＳＳ（浮遊物質） 

    水に溶けない粒径２ｍｍ ～１μｍの懸濁の総称。ＳＳが多くなると、水は濁り、光の透過を妨げ、 水域 の

自浄作用を阻害したり、魚類の呼吸に悪影響を及ぼす。 

 

  ・ｎ－ヘキサン抽出物質 

    ノルマルヘキサンという溶剤に溶ける油分等をいい、排水中の鉱油、動植物油を表す指標。鉱油は、魚類 

に付着すると異臭魚の発生原因となる。 

 

  ・クロム （三価クロム、六価クロム） 

    耐食性に優れ、鉄と合金をつくりステンレススチールとなる。通常、クロムには三価クロム化合物と六価 

   クロム化合物があり、六価クロムは三価クロムに比べて毒性が強い。また、六価クロムは還元されて三価ク 

ロムに、三価クロムは酸化されて六価クロムに変化することがある。六価クロムを大量に摂取すると嘔吐、 

腹痛、けいれんを起こし死に至る場合がある。 

 

   ・公共用水域 

    河川、湖沼、港湾、沿岸海域その他公共の用に供される水域及びこれらに接続する公共溝渠、かんがい用 

水路その他公共に供される水路をいう。なお、現に終末処理場がある下水道は、公共用水域に含まれない。 

 

・シアン  

    青酸カリ等で知られる有害な物質である。シアンが作用すると、通常は数秒ないし数分で中毒症状が 現れ 、  

頭痛、めまい、意識障害、けいれん、体温降下を起こし、数分で死に至る。少量摂取の場合は頭痛、耳鳴 り、  

嘔吐が起こる。 

 

  ・ＣＯＤ（化学的酸素要求量） 

    酸化剤を用いて水中の有機物を酸化分解する際に消費される酸素量をｍｇ／ℓで表したもの。数値が高い 

   ほど水中の汚濁物質の量が多いことを示す。海域や湖沼の汚濁を表す良い指標となる。 

 

  ・水 銀 

    常温で唯一の液体の金属。湿った空気中で酸化物になりやすく、有毒な物質である。神経系をおかし、手 

足のふるえを起こしたり言語障害、食欲不振、視力聴力の減退をもたらす。 
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  ・生活排水 

    家庭生活からの排水。し尿と台所排水、風呂排水、洗濯排水などその他の諸排水からなり、後者を特に生 

活雑排水という。下水道普及地区以外では、し尿はし尿処理場又は浄化槽で処理されるが、雑排水は無処理 

で側溝を経て公共用水域に放流されることが多く、水域の汚染の大きな原因となっている。 

 

  ・大腸菌群数 

    腸内細菌に属するグループで幾種類かのものの総称であり、病原性のものと非病原性のものがある。大腸 

菌群が検出されるということは、人畜のふん尿が混入している疑いを示す。 

 

   ・ＤＯ（溶存酸素量） 

    水中に溶けている酸素の量をｍｇ／ℓで表したもの。水中に汚染源となる有機物が増えると、それを分解 

   する微生物により酸素が消費されＤＯが減少し、魚などがすめなくなる。 

 

  ・７５％水質値 

    ＢＯＤ、ＣＯＤの環境基準の長期的評価に用いる値。ｎ個の年間の日平均値を小さいものから順に並べた 

０．７５×ｎ番目の値（整数でない場合は切り上げ）。単に７５％値ともいう。 

 

  ・ＢＯＤ（生物化学的酸素要求量） 

    微生物によって水中の有機物が酸化分解される際に消費される酸素の量をｍｇ／ℓで表したもので、その 

   数値が大きければ、その水中には汚染物質（有機物）が多く、水質の汚濁が進んでいることを示す。通常、 

   ５日間に消費される酸素量で示し、河川の汚濁を表す良い指標となる。 

 

  ・ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル） 

    不燃性で、化学的にも安定しており、熱安定性にも優れた物質で、その使用範囲は絶縁油潤滑油、ノンカー 

ボン紙など多方面にわたっている。カネミ油症事件の原因物質で新しい環境汚染物質として注目され、大き 

な社会問題となったため、現在は製造禁止となっている。 

 

 ・ｐＨ（水素イオン濃度指数） 

   酸性、アルカリ性を示す指標で、７．０が中性、これより数値が小さくなるほど強い酸性を示し、数値が 

大きくなるほど強いアルカリ性を示す。 

 

  ・リ ン 

    リンは家庭雑排水や工場排水などに多く含まれ、これらが川や湖に大量に流れ込むと、プランクトンや水 

中生物が異常増殖し、溶存酸素の不足などの水質悪化につながる。 

 
 
（５） その他 

 

 ・アジェンダ２１ 

    １９９２年、ブラジルのリオ・デ・ジャネイロで開かれた「地球サミット（環境と開発に関する国連 会議 ）」

で、持続可能な発展のための21世紀に向けた具体的な行動計画「アジェンダ２１」が採択された。前 文 及び

①社会的・経済的側面、②開発資源の保護と管理、③主たるグループの役割の強化、④実施手段の4部 か ら構

成されている。大気保全、森林減少、砂漠化、生物多様性、淡水資源、海洋保護、廃棄物等の具体的な 問 題に

ついてのプログラムを示すとともに、その実施のための資金メカニズム、技術移転、国際機構、国際法 の在り

方等についても規定している。 

 

  ・オゾン層の破壊 

    特定フロン等の大気中への放出に伴い、成層圏のオゾン層が破壊され、その結果、有害紫外線が増大し、 

皮膚がんが増える等の健康影響や生態系への悪影響をもたらすこと等に加え、気候に重大な影響を及 ぼ すこ

とが懸念されている。 
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  ・海洋汚染 

    今日、世界の海洋全般に及ぶ油、浮遊性廃棄物、有害化学物質等による汚染の進行により海に生育・生息 

している多くの生物に悪影響を与え、生態系をも変えようとしている。 

 

  ・森林（特に熱帯雨林）の減少 

    焼畑移動耕作、農地への転用、過放牧、商業材の伐採等により、毎年熱帯林が１，１３０万ｈａ（本州の 

約半分の面積）減少していると推測されている。熱帯林の減少に伴い、開発途上国の産業・生活基盤や野生 

生物の生息地が損なわれるほか、気候変化や土壌流出等の影響も生じている。 

 

・地球サミット（環境と開発に関する国連会議） 

    １９９２年６月３日から１４日まで、ブラジルのリオ・デ・ジャネイロで開かれた国連人間環境会議。１００ 

か国以上の政府首脳が一堂に会し、地球環境の保全に関する国際協力について討議された。リオ宣言、アジ 

ェンダ２１等が採択された。 

 

  ・地球の温暖化 

    大気中の二酸化炭素、フロン、メタン等の温室効果をもつガスの濃度上昇により地球が温暖化するおそれ 

があり、このまま推移すれば、２１００年には平均気温は最大で４.８℃、海面は最大で８２ｃｍ上昇する 

と予測されており、異常気象の発生、農業生産、生態系、国土保全等への影響が懸念されている。  

 

  ・野生生物の種（生物多様性）の減少 

    地球上の未知の種を含む総生物種数は、３，０００万種に及ぶと推測されている。 

    人間活動により種の絶滅は進行しており、ＩＵＣＮ（国際自然保護連合）の２０１６年レッドリストによ 

ると、絶滅のおそれのある種として動物１２，３１６種、植物１１，５７７種が掲載されている。 

    我が国の状況も同様で、１６０種の哺乳類では２１％、約７００種の鳥類では１４％、約７，０００種の維管束 

植物では２５％が絶滅のおそれのある種と報告されている。（環境省レッドリスト2017） 

 

  ・有害廃棄物の越境移動 

    有害廃棄物は安い処理費用あるいは規制の緩い国へと移動しやすいことから、先進国から開発途上国への 

有害廃棄物の不適正な輸出及びそれに伴う環境問題が発生し、環境への悪影響を及ぼしている。 
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